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○基本計画の名称： 宮崎市中心市街地活性化基本計画 

○作成主体   ： 宮崎県宮崎市 

○計画期間   ： 平成１９年５月 ～ 平成２５年３月（５年１１月） 

 

１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針 
［１］宮崎市の広域的位置付け 

■ 『太陽と緑のくに』  

 本市は、「太陽と緑のくに」のイメージで知ら

れる宮崎県の県央部にあって、南北約３５kmにわ

たる海岸線と沿岸を流れる黒潮の影響により、温

暖かつ風光明媚な気候風土となっている。「青島」

に代表される「日南海岸国定公園」は、昭和４０

年代には新婚旅行のメッカとして全国的な脚光

を浴びた。 

 しかし、海外旅行

の自由化や全国総

観光地化などの影

響を受け、昭和５０年代には、本市は「リゾート」「コンベンション」

ン」「スポーツランド」などをキーワードとする新たな観光戦略を模

模索することとなった。その結果とし

て、リゾート法適用第１号の承認を受けた「宮崎・日南海岸リゾー

ト構想」に基づき、国際級のリゾート・コンベンション施設「シー

ガイア」が平成５年に開業した。また、「スポーツランド」の取組も

大きく結実し、プロ野球・Jリーグなど人気球団のキャンプは全国に

情報発信され本市の活性化に大きく貢献している。 

 

■ 『躍動する太陽都市・・・みやざき・・・』  

 本市は、県都として、宮崎県の政治・経済・文化・情報等の中心地として発展してきた。昭

和 59年以降、宮崎ＳＵＮテクノポリス開発計画、宮崎学園都市構想、宮崎インテリジェント・

シティ整備計画など、全国に先駆けた大規模プロジェクトを展開している。 

 現在は、第三次総合計画の着実な推進と共に、具体的な目標として、６つの『九州一のまち

づくり』（健康福祉都市、ボランティア都市、教育創造都市、環境都

市、景観都市、子育てサポート都市）を推進している。 

 この間、平成 10 年には中核市への移行、平成 18 年には近隣３町

との合併という都市としての大きな飛躍の契機を迎えた。 
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■ これからのまちづくりを牽引する中心市街地の活性化 

 本市の中心市街地は、昭和 21年の戦災復興土地区画整理事

業により都市機能集積の基盤が整備された。現在では、県庁、

市役所をはじめとする行政機関や公共公益施設が集中立地す

るほか、企業の支店や都市型大型店舗が立ち並び、様々な都

市機能がコンパクトに集積した中心市街地となっている。 

 また、ＪＲにより宮崎空港と直接結ばれる宮崎駅を擁し、

高速バスの発着所や主要なバス路線のほとんどが中心市街地

を経由するなど、近距離から遠距離までカバーする公共交通

の要衝でもある。 

 しかしながら、モータリゼーションの進展と、それに伴う市街地の拡大、消費行動の多様化な

どを背景に、人口減少や高齢化など中心市街地の空洞化が進みつつあり、さらに、平成 17 年、

市東部地域における郊外型大規模ショッピングセンターの進出は、中心市街地のこのような傾向

に大きな影響を及ぼすこととなった。 

 

 中心市街地の活性化は、今後の人口減少社会、超高齢社

会、地球環境問題等の課題を解く鍵でもあることから、本

市では、平成 15 年に中心市街地活性化推進室を設置し、

市の最重要課題として積極的な活性化策に取り組んでい

る。 

 商店街においても、これまでの線的な取組から、大型店

や市民団体等との協働による面的一体的な取組が活発化

しており、既に多くの実績を上げている。 

 

 そのような状況の中、平成 18 年 9 月にオープンした老舗百貨店の増床や、世界的ＩＴ企

業の中心市街地への進出は、活性化の機運に大きな弾みをつけるものとなった。 

 今後は、改正中心市街地活性

化法の下、平成 18年 1月の１市

３町合併後の課題を意識しなが

ら、これからのまちづくりを牽

引する取組を、多様な主体の参

画の下、一体となって推進して

いくことが重要である。 
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［２］宮崎市の都市空間の将来構図 
 

(1) 第三次宮崎市総合計画（平成 10 年 3月、平成 15 年 3月一部改定） 

 目標とする都市像『躍動する太陽都市・・・みやざき・・・』を実現するため、生き生

きとした市民生活と活力ある都市活動の舞台となる都市空間の将来構図を次のように描い

ている。 

 

１．広域都市圏の形成    

 近隣都市との緊密な連携を図りながら、交通網の整備や都市機能の適正な配置を行

い、活力ある広域都市圏を形成する。 

２．多核的な都市拠点の形成 

 各地域の特性をいかした多核的な都市拠点をもつ都市構造を形成し、広域都市圏を

牽引する拠点として中心市街地の魅力を高めるとともに、学術・文化、観光・リゾー

ト等の拠点を形成し、市域の均衡ある発展を目指す。 

３．都市軸の形成      

 広域都市圏及び地域間のネットワーク化を図り、都市活動の活性化を促進する都市

軸を形成する。 

４．ゾーンによる空間の形成 

 都市的土地利用ゾーンと自然的土地利用ゾーンを設定し、本市の美しく豊かな自然

環境と調和した都市空間を形成する。 

５．快適な居住空間の形成  

 都市部には、土地の有効利用を図り、利便性の高い、バリアフリーに配慮した居住

空間を形成する。 

 

（中心市街地の形成） 

 中心市街地の魅力ある発展のため、商業業務

地における高次な都市機能の充実や潤いのある

都心居住環境の整備を推進する。 

 商業業務地の機能充実を図るため、あらゆる

世代・分野の市民が交流できる機能の充実や、

幹線道路、駐車場、駐輪場の整備、文化・情報

拠点施設等の整備、回遊性のある歩行者空間や

ポケットパーク等の確保等を推進する。 

 また、快適な都心居住環境を創出するため、

商業業務機能をあわせ持つ居住空間等の形成や

市街地再開発事業等を推進する。 
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(2) 都市計画マスタープラン（平成 10年 8月、平成 15 年 3 月一部改定） 

 総合計画に掲げられた、目標とする都市像の具体化に向け、５つのステージ（活動の場）

を設定し、それぞれにまちづくりの基本方針等を掲げている。その内、中心市街地に関する

ものは次のとおりである。 

 

 ○ステージ（活動の場）『高度な集積を持つ商業・業務地』     

・多様な都市的生活を享受する都心として、また南九州の中核都市として、高次都市機

能を有するにぎわいある商業・業務地の形成。 

・南国的な街路樹や花がいつも咲く公園など美しい都市景観を創出。 

・国際交流都市、観光文化リゾート都市に対応した魅力ある商業機能の強化や商業振興。 

・中心市街地の活性化を図るため中心商業機能や都市機能の一層の充実・高質化を推進

し、あらゆる世代・分野の市民が交流できる場の設定。 

○まちづくりの基本方針『中心市街地の活力・魅力づくり』 

・長い歴史の中で育まれた市民の文化的財産という観点から、その維持発展を図るため、

高次商業・業務機能及び情報機能の充実、良好な都市景観の形成を図る。 

・あらゆる世代の人々が交流できる場の形成や文化施設等の集積による地域文化の振興、

及び中高層の商業施設との複合住宅の建設や居住環境の改善等による都心居住の促進

など、中心市街地にふさわしい多様な都市機能の創出を図る。 

・都市防災機能の強化を図る。 

 

○中核拠点の整備方針『橘通り、宮崎駅

周辺、中村等』 

 既存市街地の再構築や宮崎駅周辺の整

備を推進し、活力ある中心市街地として

の拠点性を高める。 

 また、商業の活性化に加え、都市機能

の高質化策として、高次商業・業務、情

報、交流等の多様な機能の集積や都市空

間の有効・高度利用及び良好な景観形成

に努め、更に快適・便利な居住環境の形

成や交通利便性の向上によって、都心部

としての魅力を高める。 
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［３］多様な主体の参画による中心市街地活性化の取組 

 中心市街地では、平成 17年 5月の市東部地区における郊外型大規模ショッピングセンターの出

店が、歩行者通行量や商業販売額の減少に大きな影響を及ぼす一方で、大型店と商店街の共同組

織「Ｄｏまんなかモール委員会」をはじめ、ＮＰＯや学生等による様々な取組が活発化している。 

 平成 18 年 9月には、中心市街地の新たな商業核となる宮崎山形屋の増床が完成し順調な滑り出

しを見せているほか、橘通東・西３丁目の両地区においては、平成 20年度の完成を目指し市街地

再開発事業が着手されている。本市は、この再開発事業を新市建設計画に位置付け、（仮称）アー

トセンター及び立体駐車場を設置する計画である。 

今後は、山形屋の増床及び合併に伴う新市の市民交流による効果を持続的な中心市街地のにぎ

わい回復につなげていくことが課題である。 

 

(1) 「Ｄｏまんなかモール委員会」の取組 

［委員会］ ５大型店、７商店街による組織 

［協議会］ ＤＯまんなかモール委員会に、行政、学識者、ＮＰＯ、商工団体等を加えた組織 

  平成 17年度は、「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業」 

 を活用し、ファッションショーやまちかどコンサートなど 

にぎわいにつながる 103 回のイベント事業を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

四季通りビアストリート 

 
クリスマスイルミネーション ファッションショー まちかどコンサート 

 

 

 

カリーノ宮崎

(旧寿屋宮崎店)

宮崎山形屋 ＭＲＴmicc 

ボンベルタ橘 

四季通商店会

ハイカラ通商店会

あいあい通商店会

若草通商店街

アゲイン 

橘通中央商店街 

一番街商店街 

橘通３番街商店街 

商店街 

大型店 

橘通３丁目
交差点 

宮崎市 

宮崎商工会議所 DO まんなか

モール 

市民

お客様 

パートナー 

DO まんなかモール協議会概念図 

H17.6

 

パートナー 

①結束力強化 

②行政との役割分

 担・事業調整 

③他事業との協働
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(2) 橘通りの公園化構想 

 本県ではこれまで、宮崎の特徴である豊かな自然を背景に、これらをいかした先進的なまちづく

りとして、全県公園化に向けた取組が推進されてきた。 

『橘通りの公園化構想』は、この流れを中心市街地で展開しようとするもので、大淀川沿いの橘

公園や県庁前楠並木、ワシントニアパームの街路樹などの既存ストックを活用した、これからの人

口減少社会、超高齢社会、地球環境問題に対処するまちづくりの一つである。 

 これは、美しく豊かな環境につつまれた街が人の心に潤いや安らぎを与え人の集いやコミュニテ

ィを生み健全な人間性や文化を育んでいくという理念の下、中心市街地を過度に車に依存した社会

から脱却し人優先の空間へと転換を図っていくことを目的としている。また、その手段としては、

交通環境の改善、市民の理解、関係行政機関の合意を前提に、中心市街地のシンボルロード「橘通

り」について、現在の６車線の道路空間を再配分し、公園的な要素を含めた空間整備を図ることを

視野に入れている。 

【関連する行政計画・条例】 

○宮崎県沿道修景美化条例(S44.4.1) 

○人が集い華やぐ街橘通り 橘通り整備計画(H1.3、建設

省宮崎工事事務所、宮崎市) 

○宮崎市都市景観条例(H2.3.29) 

○宮崎市都市景観基本計画(H3.3) 

○宮崎市緑の基本計画(H13.9) 

【関連計画】 

○橘通商店街活性化構想策定事業報告書(H2.3、橘通CI

委員会) 

○橘通デザイン基本計画(H3.3、橘通デザイン計画策定

事業専門委員会) 

○宮崎地域商業近代化地域計画報告書(H3.3、宮崎地域

商業近代化委員会) 

○東３区おしゃれ街づくり実施計画(H4.3、若草通り、四季

通り、ハイカラ通り、あいあい通り) 

○まちを生かす、まちに生きる(H10.3、まちづくり協議会) 

○宮崎 TMO 事業構想(H12.3、宮崎商工会議所) 

○橘通公園化プロジェクトチーム報告書（H17.3） 

【主な取組】 

○まちんなかフラワーパーク事業(H17～) 

○日本風景街道（ｼｰﾆｯｸ･ﾊﾞｲｳｴｲ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ）「日南海岸き

らめきライン」に関する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちんなかフラワーパーク 
市民による橘通り周辺の植栽ボランティア事業。年２回（春・秋）実施。 

毎回、約 300 名のボランティアが参加。（市民団体主催） 

  

ややががてて、、街街はは  

公公園園ににななっってていいくく。。  

橘 通 り に

お け る 市

民事業等 

資料：「橘通デザイン基本計画」（Ｈ３） 

 

 

  

  

  

 

 

 

みやざき国際 

ストリート音楽祭 
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（みやざき国際ストリート音楽祭）  

[主催] 宮崎国際ストリート音楽祭実行委員会 

    （商店街、宮崎県立芸術劇場ボランティア会、ＮＰＯ、企業等） 

[共催] 宮崎県、宮崎市、(財)宮崎県立芸術劇場 

[後援] 国土交通省宮崎河川国道事務所、(財)みやざき観光コンベンション 

    協会、宮崎市商店街振興組合連合会他 

 「橘通りの公園化」を象徴するイベントとして、本県のメインストリート「橘通り」を歩行者

天国にし、世界的指揮者シャルル・デュトワ氏の指揮によるストラヴィンスキー『兵士の物語』

のストリート演奏をメインに、４ステージで県内アマチュア演奏家によるコンサート等を行う。

平成 18年 5月 6日に実施した第１回は、雨天時プログラムとなり、屋内やアーケード内で実施し

たが約３万人の人出となった。 

 
シャルル・デュトア氏の指揮 『兵士の物語』演奏 アーケード内での様子 

 

(3) 学生との協働による取組（駅前商店街） 

 駅前商店街は、中小企業庁のタウンマネージャー派遣制度を活用しながら、勉強会やワークショ

ップ、土地所有者会議等、様々な活動に意欲的に取り組んでいる商店街の一つである。 

 特に、宮崎大学との協働の取組はユニークで、フリーペーパーの作成、地域通貨“ちゃが”の発

行、まちかど掲示板“駅前宣伝板長”の設置など、試行的・実験的な取組も積極的に実践している。

 
学生とのイベント 

 
ｱｰｹｰﾄﾞ撤去後のまちづくり検討 まちかど掲示板 

 

 
○駅前商店街では、長年にわたる

検討の結果、アーケードを撤去し、

オープンモール化することを選択し

ている。 ⇒ 

（平成 18 年度撤去済） 
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(4) ＮＰＯ等による取組 

 中心市街地の集客力につながるＮＰＯ等による主な取組として、子どもの一時預かりや子ども

向け文化イベントを実施する「まちんなかプレイパーク」、気軽に立ち寄れ育児やＤＶ等のカウン

セリングを受けることができる「まちの保健室・女性の相談室」、また、ＮＰＯ運営による全国初

の映画館「宮崎キネマ館」がある。 

 
まちんなかプレイパーク 

 
まちの保健室 宮崎キネマ館 

 

(5) 地域住民等による取組 

 にぎわいの回復と近隣住民との交流を図るため、かつて青空市場のあった場所（現在の｢バージ

ニアビーチ広場※１」）において、「灯台ひろば朝市実行委員会※２」が、毎週末朝市を開催している。

（平成 18年度「宮崎市先進的商店街等活性化支援事業」選定） 

  
朝市の様子 

 

※1 「バージニアビーチ広場」 

宮崎市の姉妹都市・米国バージニア

ビーチ市との交流を記念して整備さ

れた広場、バージニアビーチ市のシ

ンボルである灯台をデザインしたモ

ニュメントを設置している。 

※2 「灯台ひろば朝市実行委員会」

近隣の自治会及び商店会などにより

組織。 
 

位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅前商店街 

駅西口
拠点

立体
駐車場

JR 宮崎駅 

県庁

市役所

ガガ
エイト

アート
センタ
ー

山形屋
増 床

橘通東
２丁目
再開発

ＤＯまんなか 

モールエリア 

カリーノ宮崎８F 

「ガガエイト」内 

●まちんなかプレイパーク

（こどもらんど） 

●まちの保健室･女性の

相談室 

●灯台ひろば朝市 

「橘通りの公園化」 

●まちんなかフラワーパ

ーク事業 
●みやざき国際ストリート

音楽祭 

●ＤＯまんなかモール委員会

の取組 

・四季折々のイベント展開 

・共同駐車場システム構築に

向けた合意形成活動 

●駅前商店街の取組 

・自主的な「まちづくり計画」

（オープンモール化）の推進

・学生との協働による取組 

●まちんなかプレイパーク 

(キッズルーム) 

バージニアビーチ広場 

みやざき子ども文化センター 
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［４］中心市街地の現状分析 

(1) 人口・世帯数 

 本市全体の人口が増加基調を保って

いるのに対し、中心市街地の人口は一貫

して減少している。 

 世帯数は、平成 12 年以降下げ止まり

の傾向にあり、地価の下落によるマンシ

ョンの建設・販売が堅調なことから、市

民の都心回帰の機運をうかがうことが

できる。 

 人口密度は、昭和 55 年の約 66 人/ha

から平成 17 年には、約 47 人/ha となっ

ており、DID（人口集中地区）の最低基

準である 40 人/ha に迫る状況にある。

これによって、中心市街地の市全体に対

する人口割合は、昭和 55 年の約６割に

まで落ち込んでいる。  

 また、65 歳以上の老年人口は、市全

体の割合を上回っており、人口減少化と

高い老年人口比率は、地域のコミュニテ

ィの維持や、防犯・防災といった面に支

障をきたす懸念がある。 

 中心市街地の活性化を支える人口の

確保が課題である。 

 

 

 

 

※推移をより厳密に分析するた

め、３町合併（H18.1.1）前の旧

宮崎市域の数値を使用している。

（以下同じ） 

 

 

 

人口の推移
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実数(人) S55 S60 H2 H7 H12 H17
中心市街地 10,709 9,996 8,516 8,120 7,663 7,575
宮崎市全体 264,855 279,114 287,352 300,068 305,755 310,092
中心／全体 4.0% 3.6% 3.0% 2.7% 2.5% 2.4%

 

世帯数の推移
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宮崎市全体 91,283 97,434 104,349 116,735 123,810 129,764
中心／全体 5.4% 4.7% 3.8% 3.6% 3.3% 3.2%

 

市全体の年齢３区分別構成比の推移
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(2)土地・建物利用 

 土地利用の現況は、商業

用地が最も多く、47.3ha で

地区全体の約 30%を占めて

いる。次いで道路用地の

42.3ha（26.1%）、住宅用地

の 22.9ha（14.1%）となって

いる。 

 国、県、市の行政施設等

が集中しており、公共施設

用地面積が 19.2ha（11.9%）

と多いのが特徴である。 

 沿道の商業施設用地の裏

街区の地帯に、平面駐車場

等の「その他の空地」が広

がっており、21.6ha（13.3%）

と高い値となっている。 

 既成市街地の社会資本ス

トックをいかした、土地の

有効利用策が必要である。 

 

 

 

土地利用別面積 

種別 ｈａ ％ 

住宅用地 22.9 14.1 

商業用地 47.3 29.2 

工業用地 3.9 2.4 

公共施設用地 19.2 11.9 

道路用地 42.3 26.1 

交通施設用地 2.1 1.3 

公共空地 2.7 1.7 

その他の空地 21.6 13.3 

合計 162.0 100.0 
 

 

土地利用現況図 

建物利用現況図 
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(3) 商業 

（店舗数） 

 店舗数は、市全体、中心市街地とも減

少しており、それぞれピーク時（平成 3

年）の約 82%と 78%になっている。 

 中心市街地のシェアも、平成 9年まで

上昇していたが、平成 14 年には減少に

転じている。 

 

（年間販売額） 

 年間販売額は、市全体、中心市街地と

も減少しているが、中心市街地の落ち込

みは大きく、平成 3 年時の約 41％とな

っている。 

 また、中心市街地のシェアは、昭和

63 年の約 35%から、4 割弱の 13%にまで

落ち込んでおり、商業機能の郊外流出が

顕在化している。 

 

（大規模小売店舗） 

 中心市街地が横ばいなのに対し、中心

市街地以外での出店は著しく増加して

おり、平成 18 年時点で、昭和 51年の約

８倍となっており、市全体出店数の約

86%を占めている。 

 

 

店舗数の推移（店）
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実数(店) S63 H3 H6 H9 H14 H16

中心市街地 1,044 1,093 1,012 987 819 847

宮崎市全体 5,685 5,864 5,369 5,071 4,882 4,800

中心／全体 18.4% 18.6% 18.8% 19.5% 16.8% 17.6%
 

伸び率(％) S63 H3 H6 H9 H14 H16

中心市街地 95.5% 100.0% 92.6% 90.4% 74.9% 77.5%

宮崎市全体 96.9% 100.0% 91.6% 86.5% 83.3% 81.9%

 

年間商品販売額の推移（百億円）
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実数(百億円) S63 H3 H6 H9 H14 H16

中心市街地 44.92 42.89 36.03 26.65 20.20 17.63

宮崎市全体 130.06 169.61 162.99 158.34 137.42 135.33

中心／全体 34.5% 25.3% 22.1% 16.8% 14.7% 13.0%
 

伸び率(％) S63 H3 H6 H9 H14 H16

中心市街地 104.7% 100.0% 84.0% 62.1% 47.1% 41.1%

宮崎市全体 76.7% 100.0% 96.1% 93.4% 81.0% 79.8%
 

資料：商業統計
 

 

大規模小売店舗数の推移（店） 
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資料：宮崎市資料
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（売り場面積） 

 売り場面積は、市全体が年々増加して

いるのに対して、中心市街地を含む中央

４地区※では、平成 9 年までがほぼ横ば

い、平成 14 年には、当時の寿屋宮崎店

の閉店もあり、大きく減少している。 

 このため、中央４地区の市全体に占め

る割合は、昭和 63 年の約 49%から、平

成 16年には、約 26%となっている。 

 

（人口あたりの売り場面積） 

 人口あたりの売り場面積は、昭和 63

年に市全体で 1.05 ㎡/人であったもの

が、平成 16年には 1.46 ㎡/人と、約 40%

増加しており、店舗の大型化が人口の伸

び（約 9％）を上回っている状況である。

 一方、中央４地区では、昭和 63 年の

3.16 ㎡/人から 2.82 ㎡/人に約 11%減少

している。 

 

※中央４地区：中心市街地区域を含む、

中央北、中央南、中央東、中央西の４地

区（参照 P27「位置図」左下図） 
 

売り場面積の推移（㎡）
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実数（㎡） Ｓ63 Ｈ3 H6 H9 H14 H16

中央４地区　合計 145,542 141,742 137,822 144,288 123,305 119,198

宮崎市全体 299,293 316,467 337,077 374,945 425,324 453,013

中央４地区／全体 48.6% 44.8% 40.9% 38.5% 29.0% 26.3%

 

人口あたりの売り場面積の推移（㎡/人）

2.82

1.46
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2.91
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中央４地区　合計 宮崎市全体

実数（㎡） Ｓ63 Ｈ3 H6 H9 H14 H16

中央４地区　合計 3.16 3.24 3.20 3.32 2.91 2.82

宮崎市全体 1.05 1.09 1.14 1.23 1.38 1.46

資料：商業統計

※カリーノ宮崎店（旧寿屋宮崎店） 

 寿屋宮崎店は、平成 15 年にカリーノ宮崎店として再開を果たしている。 

本市は、中心市街地の新たな交流拠点となるコミュニティスペース・ガガエイトを、８階フ

ロアに設置している。 

 また、平成 17年には、米パソコン大手メーカーDELL が、４・５階に顧客サポートセンター

「カスタマーセンター」を開設しており、５年後には従業員を 1,000 人に増やす計画を発表し

ている。 

 新たな機能の充実が進む一方で、大型書籍店や地下の食品店は撤退しており、中心市街地に

おいて貴重な生鮮食料品売り場が失われている。 
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（郊外大型店と中心市街地商業） 

 平成 17年 5 月、市東部地区にオープンした郊外型ショッピングセンターは、大規模な駐車

場を完備し、核店舗とショッピングモールを基本構成として、食料品から娯楽に至る多くの

品揃えと多様なサービスを提供しており“ひとつのまち”と形容されるほどである。 

  このことは、中心市街地における歩行者通行量の減少や商業売上げの減少など、中心市街

地に大きな影響を及ぼしている。 

 中心市街地は、宮崎を代表する都市（まち）の顔であり再生が必要である。このため、「商

業の機能強化」「文化・交流機能の強化」「美しく風格ある都市景観と快適な居住環境づくり」

「安全・安心かつ利便性の高い交通環境の形成」「にぎわい創出・市民活動の活発化」など、

郊外大型店とは異なる中心市街地の特徴を強化することが重要である。     

 

 

郊外大型店に対する中心市街地活性化のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郊外大型店の特徴 

・核店舗とモールによる店舗形態 

・トータルコーディネートされたサ

ービス 

・多種多様な品揃え 

・車社会への適応 

・ワンストップショッピング 

中心市街地の特徴 

・街の顔 

・市民生活、共有体験の場 

・祭り、市民イベント 

・歴史・文化、市民の愛着 

・多様な都市機能の集積 

・観光・交流 

・散策、界隈性 

（飲食店街 

「ニシタチ」） 

・なじみ、交流 

・ﾉﾐﾆｹｰｼｮﾝ 

・食文化 

課 題 

○シビックセンターとして各種都市機能の集中・強化

を図る。 

○大規模集客施設の郊外立地を防止し、かつ都市機

能の拡散を抑制する。（→都市計画での対応） 

 

 （中心市街地の特徴の強化） 

 ・商業の機能強化（核店舗・商店街の魅力の増進） 

 ・文化・交流機能の強化 

 ・美しく風格ある都市景観と快適な居住環境づくり 

 ・安全・安心かつ利便性の高い交通環境の形成 

 ・にぎわい創出・市民活動の活発化 

 

主な具体的支援措置 

○宮崎山形屋の増床、商店街

のリニューアル等 

○（仮称）アートセンター整備 

○市街地の再開発、緑化、緑

のネットワーク形成 

○大型駐車場整備、交通バリ

アフリー化、駐輪場の整備 

○にぎわい事業、市民活動支

援 
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※参考「イオンショッピングセンター」の進出について 

 

 平成 13年 7 月、イオンモール株式会社は、市東部地区における複合型ショッピングセン

ター（イオンＳＣ）の出店構想を表明した。市はイオンＳＣの進出は、都市計画や商業施

策に及ぼす影響が大きいことから、進出対策会議を設置し地元商業者をはじめ関係者や学

識経験者に対するヒアリングを実施するとともに、各種影響度調査を行い総合的な検討を

行った。 

 この調査結果を、『イオンショッピングセンター出店構想と中心市街地の活性化を考える

市民フォーラム』（平成 14 年 2 月）において公表し、中心市街地活性化のあり方や広く宮

崎のまちづくりについて議論を行ったほか、市民・議会を巻き込んだ１年間にわたる議論

の末、平成 14 年 7月イオンＳＣの出店構想を容認した。 

 その後、都市計画マスタープラン策定委員会及び総合計画策定検討委員会において審議

され、市は東部地区における新たな拠点「レジャー・交流拠点」の位置付けを行った。 

   

 

 

 

 

 

イオンショッピングセンター出店時の集客状況 [H17.5.19 オープン] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮崎市資料

 

開店後の推移（第１週～第４週）
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(4) 産業 

 本市全体の事業所、従業員数ともに、

平成８年をピークに大きく減少に転じ

ている。 

 中心市街地のシェアも年々減少して

おり、ともに昭和 61年時点の約 28％か

ら 24％に減少している。 

 このような状況の中、平成 17年 11 月

米パソコン大手メーカーDELL のカリー

ノ宮崎店への進出は、高千穂通りのオフ

ィス街のイメージアップにつながり、関

連企業の誘致・育成に弾みがつくととも

に、周辺の商業や飲食業などへ波及する

効果が期待される。 

 本市では、企業誘致を積極的に推進す

るため、「企業誘致推進室」の新設

（H19.4.1）により誘致活動の充実強化

を図っている。 

また、企業団体との意見交換の場とし

て、「宮崎市企業団体連絡協議会」を開

催し、企業側のニーズの把握に努めてい

る。 

 今後は、都市型産業の誘致・育成によ

って、既存の多様な都市機能との連携を

さらに強化していくことが課題である。

  

 

事業所数の推移（軒）
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実数(軒) S61 H3 H8 H13
中心市街地 4,809 4,640 4,749 4,272

宮崎市全体 17,392 17,946 18,271 17,544

中心／全体 27.7% 25.9% 26.0% 24.4%

伸び率(％) S61 H3 H8 H13
中心市街地 100.0% 96.5% 98.8% 88.8%

宮崎市全体 100.0% 103.2% 105.1% 100.9%

 

従業員数の推移（人）
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実数(人) S61 H3 H8 H13
中心市街地 36,677 38,271 40,612 37,728

宮崎市全体 128,231 142,055 156,428 152,632

中心／全体 28.6% 26.9% 26.0% 24.7%

伸び率(％) S61 H3 H8 H13
中心市街地 100.0% 104.3% 110.7% 102.9%

宮崎市全体 100.0% 110.8% 122.0% 119.0%
資料：事業所統計
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(5) 交通 

（歩行者通行量） 

 右図は中心市街地の通行量を表した

もので、数値は、中心市街地内 20 箇所

の観測ポイントの合計値である。 

 平成 8年から 9年にかけて、一時的に

上昇した以外は、ほぼ一貫して減少傾向

を示しており、休日でピーク時（平成 9

年）の約 43％、平日で同じく 59％とな

っている。 

 歩行者通行量は、にぎわいの指標とな

るものであり、平日の通行量減少は、商

業の要素だけではなく、仕事や活動の場

として、中心市街地の依存度が低下して

いることが推察される。 

 

 

通行量の推移（休日）
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資料：宮崎市・商工会議所資料

（公共交通機関） 

 中心市街地には、本市の陸の玄関口で

あるＪＲ宮崎駅とバス路線の最も集中

する橘通りがあり、現在でも公共交通の

要衝となっている。 

 ＪＲは、平成 8年に宮崎空港への直接

乗り入れが実現しており、利便性が向上

しているものの、利用者数の増加は小幅

にとどまっている。 

 バス利用客についても、ほとんどの路

線で、横ばいか減少傾向にある。 

  

 

 

 

 

 

 

鉄道利用状況［JR　平均乗車人員］　ＪＲ宮崎駅
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資料：宮崎市統計書
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（交通手段別特性） 

 平成 14 年度宮崎都市圏総合都市交通

計画調査※１によると、中心市街地の交

通手段別では、自動車による利用が全体

の約６割を超えている。 

昭和 56 年と平成 13 年との比較では、

自動車以外の徒歩、自転車、バイク、バ

ス、鉄道の全ての交通手段が減少してお

り、車への依存傾向が顕著である。 

 

 

 

 

 

交通手段割合（中心市街地） 

0.9% 9.2%

62.8%

21.2%

5.8%

鉄道

路線バス

自動車

二輪車

徒歩

 

8,138

4,100

1,143

5,831

3,052

34

3,721
3,424

335

6,279

1,612

60
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

徒歩 自転車 バイク 自動車 バス 鉄道

S56（買物）

H13（買物）

 

（都心部への依存度） 

 都心部への依存度※２では、買物目的

をはじめとして、私用目的、通勤目的な

ど全目的で減少しており、都心部への依

存度低下が著しい状況となっている。 

 

 

 

 

 

※１）H14 宮崎都市圏総合都市交通計画調査に

よる中心市街地の範囲は、中心市街地活性

化基本計画の中心市街地区域とは異なる。

（橘通２～５丁目の国道10号及び220号を

中心とした区域） 

※２）依存度：都心部での発生集中トリップ

数／都市圏全体での発生集中トリップ数 

都心部への依存度 

28.2%

5.6% 6.0%

13.3%

26.2%

22.0%

13.6%

20.4%

4.7% 4.1%

11.1%

14.4%
13.6%

9.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

通勤 通学 帰宅 業務 買物 私用 全目的

都
心

部

へ

の
依

存

度

（
％

）

S56

H13

 
都心部への依存度増減 

-7.8%

-1.0%

-2.0% -2.1%

-11.8%

-8.4%

-3.8%

-14.0%

-12.0%

-10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

通勤 通学 帰宅 業務 買物 私用 全目的都
心

部

へ

の
依

存

度

増
減

（
％

）

 
資料：上下とも H14 宮崎都市圏総合都市交通計画調査

 

交通手段別の変化 



 １８

 

（施設間の移動） 

 施設間の移動では、商業系施設間の移

動が減少しており、買物回遊性の減少が

推察される。 

 また、来街者の年齢階層（買物）をみ

ると、２０代から４０代の減少が著し

く、５０代以上で増加しており、来街者

に高齢化傾向がみられる。 

 これは、比較的、中高年齢層にとって

は、中心市街地に対する“慣れや親しみ”

があること、また、若年層は車への依存

度が高いこと等を反映しているものと

推察される。 

 これからの中心市街地活性化を担う

若年層の取り込み、まちなかに対する愛

着の醸成が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

来街者の年齢階層（買物） 
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資料：Ｈ14宮崎都市圏総合都市交通計画調査
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 １９

 

［５］市民意向の把握 

（交通に関する利用者の

意識調査） 

 

 バスや鉄道への乗り換

えの条件に関しては、「ど

んなに便利になっても自

動車を利用する」が最も多

く、２番目に多い「バスや

電車の運行本数が増えた

ら」の３倍以上である。 

 自動車交通に関しては、

「道路が混雑していて時

間がかかる」が最も多く、

次いで「駐車料金が高い」

「駐車場が少ない」となっ

ており、車への高い依存度

を反映したものとなって

いる。 

 このため、利便性の高い

駐車場の確保など、現実的

な対応が必要であるが、超

高齢社会や地球環境問題

に対する意識の啓発も必

要である。 

 バスへの利用転換につ

いては、「家の近くまで来

てくれるバス」「地区内を

循環するバス」「100 円均一

料金のバス」の導入にその

可能性をみることができ

る。 

 

 

 

  

資料：H13 宮崎都市圏総合都市交通計画調査
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○自動車で通勤・通学している人に対し、「どのような

条件が整えば、バスや鉄道に乗り換えますか」 

○中心市街地の自動車交通に関してお気づきのことを

お答え下さい。 

○近年、高齢化や地球環境が問題となって

いる中バスが見直されています。その上

で、どのようなサービスを望みますか。 



 ２０

 

（中心市街地の必要性） 

 中心市街地については、「全然にぎわ

っていない」「あまりにぎわっていない」

が合せて７割を超えており、約９割が活

性化は「必要」と答えている。 

 理由としては、県都の顔としての印象

や、市全体の活気への影響、若者の県外

流出があげられている。 

 

「活性化が必要な理由」主な意見 

・市全体が衰退する。 

・観光客にも悪い印象を与える。 

・若者が県外に行ってしまう。 

・宮崎市のイメージや雰囲気が、ショッピ

ングセンターでは感じられない。 
 

中心市街地の賑わい度への感覚

0.0%

14.3%
26.5%

58.2%

1.0%
1．賑わっている

2．まあまあ賑わっている

3．あまり賑わっていない

4．全然賑わっていない

無回答

 

活性化の必要性

10.2%

87.8%

2.0%

1．必要だ

2．必要でない

無回答

 
資料：H16･17 市政モニターアンケート調査

（中心市街地の好きなところ） 

 中心市街地を好む理由としては、慣れ

親しんでいることによる理由が大きい

と推察され、人との触れ合いを重要視し

ており、公共交通機関の充実も上位であ

る。 

 逆に中心市街地の嫌いな理由として

は、駐車場に対する不満（少ない・有料・

料金が高い）が多く、郊外型大型店の好

きなところで「駐車場が広く無料であ

る」が、最も多くなったことと対照的で

ある。現在の商業施設等の利用者が車の

利便性を重要視していることがうかが

える。その後に、「休むところがない」

が続いている。 

「活性化に望むこと」主な意見 

・家族が安心して利用できるまちづくり 

・街に出るだけで気分転換になり、楽しく

元気が出るまちづくり 

・花と緑を増やし、憩い、癒しのまちづく

り 

 

 

 問１：中心市街地の好きなところ
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 問２：中心市街地の嫌いなところ
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資料：H16･17 市政モニターアンケート調査

 

中心市街地のにぎわい度への感覚 

にぎわっている 

まあまあにぎわっている 

あまりにぎわっていない 

全然にぎわっていない 

夜のにぎわいがある



 ２１

 

（中心市街地に求められる役割） 

 中心市街地に期待する役割は、「買い物」「情報発信」「文化・創造活動」「交流の場」とい

った機能的な役割が主となっているが、「県都の顔・シンボル」としての役割も期待されてい

る。 

 問７：中心市街地に求められる役割
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資料：H16･17 市政モニターアンケート調査

（中心市街地の活性化策） 

 中心市街地の活性化に向けて、「魅力的な店舗の増加」と「大型駐車場整備」が、多く示さ

れている。「明るさ・清潔感」「商店街の活気」が上位にきており、商店街のイメージの向上

が求められている。 

 問８：中心市街地の活性化法策
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資料：H16･17 市政モニターアンケート調査

その他では、駐車場の無料・低料金化、店舗同士の連携などの取組、他との差別化

や安心安全であることなどの意見があった。 

その他では、人が集いたくなる魅力や市民活動の場などの意見があった。 

方策 



 ２２

 

［６］中心市街地の現状の問題点 

 

 

（現状） （心配される問題点）  （課題） 

   

[人口・世帯] 

 人口の減少 

 高い老齢人口割合 

 

 

・コミュニティ機能の低下

･まちなか文化の喪失 

･ 防犯、防災 

 

 

 

[市街地環境] 

 緑の喪失 

 広告物の氾濫 

 広場の不足 

 老朽密集地区の存在 

 

 

・景観の悪化 

・潤いの喪失 

・交流拠点の不足 

・防災性の低下 

[商業] 

 商店数、販売額の減少 

 郊外ロードサイド店の急増

 中心市街地のシェア低下 

 空店舗の増加 

 

 

・経済活力の低下 

・店舗の魅力低下 

・消費の郊外化 

・店舗の遊休化 

[事業所] 

 事業所、従業員数の減少 

 事業所の郊外立地 

 

 

・事務所の遊休化 

・昼間人口の減少 

 

[交通] 

 駐車場の不足 

 バス・鉄道利用者の減少 

 車利用率の増加 

 放置自転車 

 商業に係る回遊性の減少 

 来街者の高齢化 

 

 

 

・歩行者通行量の減少 

・中心部へのアクセス性

の低下 

・活動域の郊外化 

・過度な車社会の弊害 

（環境問題、エネルギー

問題、高齢社会への対

応の懸念） 

 

 
 

 

“宮崎らしさ”
によるまち

なか再生 

 

市民活動・

文化活動の

活性化 

良 好 な 都

市景観、居

住の創出 

魅 力 あ る

産 業 の 創

出 と 交 流

の活性化 

人 優 先 の

交 通 環 境

の形成 



 ２３

 

［７］これまでの中心市街地活性化に係る取組の評価 

 本市では、平成 10年に策定した中心市街地活性化基本計画において、合計３９のプロジェ

クトを位置付け各種施策に取り組んできた。これまで、ほとんどの事業に着手しているもの

の、関係者に中心市街地全体が活性化に向かっているという実感が得られない、という状況

にある。そのため、旧基本計画の評価に基づき、新たな中心市街地活性化基本計画を策定す

る上での考え方を整理する。 

 

 （旧基本計画（H10.12）プロジェクトの取組状況）          （数字は事業数）

種 別 全体 着手事業 事業の内訳 

完了・継続 実施中 検討中 

商業活性化プロジェクト ２２ ２１(95.5％) １４(63.6％) ４(18.2％) ３(13.6％)

市街地整備改善プロジェクト １７ １７ (100％) ５(29.4％) ６(35.3％) ６(35.3％)

計 ３９ ３８(97.4％) １９(48.7％) １０(25.6％) ９(23.1％)

 

旧基本計画のプロジェクト 評 価 

○山形屋増床 ○ニシタチの商業基盤整備事業  

○橘通イルミネーション事業 ○産直市の開催 

○空店舗対策事業 ○街路事業等 

 

⇒にぎわいの創出等に一定の効果があがっている。

○地下広場の検討 ○公共公益施設の配置・必要性

の検討 ○総合都市交通体系調査 ○中心市街地循

環バスの検討等 

⇒調査・検討のみの事業であるが、成果は活性化事

業等の構築に寄与している。 

○コミュニティＦＭ局開設事業 ⇒事業完了したものの、活性化という上位の成果に

結びついていない。 

○アミューズメント整備（駅西口共同店舗整備）事

業 ○橘通東３丁目地区（文化マーケット）再開発

事業等 

⇒周辺住民の反対や地権者の合意が整わず、事業化

に至っていない。 

 

 （旧基本計画の評価） 

 旧計画のほとんどのプロジェクトが着手はされているものの、調査・検討のみのプロジェ

クトであったり、事業化に至らなかったものが含まれている。また、完了した事業について

も、その成果が活性化という上位の成果に結びついていないものがある。 

 そのため、旧計画における各プロジェクトの検証を踏まえ、新たな計画作成に当たっては、

目標への貢献を明確にしながら補強すべき点や新たに追加すべき点を見出すとともに、選択

と集中の観点から実効性の高いプロジェクトを構築することが必要である。 

（原因） 

○目標値の設定が不明確であり、各事業及び活性化の状況を把握・検証するシステムが欠如

している。 

○市民、商業者、行政の役割分担が不明確であり、まちづくりに参画している市民・ＮＰＯ・

学生等と商店街との接点が不十分である。 

○大規模商業施設の郊外立地の影響 

 

（新たな中心市街地活性化基本計画を策定する上での基本的な考え方） 

○検証可能なシステムを構築する。 

○多様な主体の参画により計画の推進・評価・再構築を行う。 

○都市機能の郊外化を抑制する都市計画との整合を図る。 
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［８］中心市街地活性化の課題と基本方針 

（中心市街地活性化の条件） 

○広域的位置付け ○都市空間の将来構図 

○活性化への独自の取組 ○市民ニーズの把握 

 

（中心市街地の課題） （旧基本計画の検証） 
 

市民活動・

文化活動

の活性化 

 良好な都市

景観・居住

の創出 

 魅力ある産

業の創出と

交流の活

性化 

人優先の

交通環境

の形成 

・検証システム欠如 

・各主体の役割、接点が不十分 

・都市機能の郊外化を抑制する都 

 市計画との整合 

 

 

（中心市街地活性化の必要性） 

a.歴史的にも経済・行政・文化的にも、宮崎市の中心市街地は、宮崎県及び宮崎広域都市圏の中心で

あり、地域の「顔」であることから、中心市街地の衰退は地域の「顔」を失うことにつながる。 

b.多様な都市機能の集積がなされており、これを積極的に活用したコンパクトなまちづくりを進めること

で、効率的な都市経営が可能となるとともに、郊外部の環境の保全にも寄与できる。 

c.同時に、多様な都市機能の集積は、様々な目的（住む、働く、楽しむなど）の利用者に利便性の高い

サービスを提供することができる。 

d.公共交通（バス）は、ほとんどが中心市街地を経由する形態となっており、公共交通の活用度を高める

ことで、環境負荷の小さいまちづくりに寄与できる。 

e.中心市街地は様々な目的、年代の人が集う「共有体験」の場であり、合併に伴い新市全域の人々が

ふれあうことで、新たな文化や産業などを創造することが可能となる。 

 

（中心市街地活性化の目標） 

○コンパクトなまちづくりの推進による中心市街地の活性化と郊外部の

環境保全による環境負荷の軽減 [b,d] 

－ 都市計画関連  

○県都の顔としての役割を担う中心市街地の創出 [a]  

○様々な人が満足できる楽しみ憩える商業を核とした空間の形成① 

○まちなかの活力を支え人と環境にやさしい交通体系の形成② 

○個性や魅力にあふれ人が住まい・集う街づくり③ 

○市民活動・文化活動を通じた多世代交流によるにぎわい創出④ 

 

－ 中心市街地関連 

○選択と集中による実効性のあるプロジェクトの実施 [b] － 推進方策関連  

 

（中心市街地活性化の基本方針） 

Ⅰ 豊かな自然をいかしたまちづくりを継承する花と緑につつまれた美しい都市空間の創出

Ⅱ 多様な主体の社会的、経済的、文化的活動の活発化による活力ある地域経済社会の確立

Ⅲ 多様な都市機能がコンパクトに集積した歩いて暮らせる生活空間の創出 

 

 

[c,e] 
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※現状分析、課題、目標、施策の方向の整理 

 中心市街地の「現状分析」を踏まえて中心市街地活性化の「課題」と「目標」を整理し、そ

れぞれの目標ごとに「施策の方向」を設定する。 

 現状分析 課 題 目 標 施策の方向 

産
業 

 
 

 
 

（商
業
）  

 

 

 

●複合的な要因に

よる消費の郊外化

の傾向が強く、点

や 線 で の 取 組 で

は、対抗しきれない

状況にある。 

 

魅力ある産業の創出と

交流の活性化 

 

●商業機能の強化に加

え、郊外化に対抗するま

ちなかの強みを最大化し

ながら、中心市街地を面

でとらえ、多様な都市機

能との融合を図り、都心

の吸引力を回復させてい

くことが課題である。 

①様々な人が満足できる

楽しみ憩える商業を核とし

た空間の形成 

●短期的には、山形屋の

増床効果を、ソフト事業等

により誘引・増幅させにぎ

わいを回復させる。 

●地権者をはじめ、多様

な主体の参加による中心

市街地の魅力の向上、交

流空間の創出を図り、子

供から高齢者まで、まちな

かに対する愛着を獲得し

ていく。 

 

 

 

●核店舗の吸引力強化。

●商店街リニューアル。 

●空き店舗の有効活用。

● 面 的 ・ 一 体 的 取 組

（協調ソフト事業、駐車

場共同利用等）推進。 

●市民活動・文化活動

との連携。 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

（業
務
） 

● 世 界 的 企 業

DELL の進出は、関

連企業の誘致・育

成に弾みがつくこと

が期待されている。

●交流人口として

の観光客が、中心

市街地のにぎわい

に結びついていな

い。 

●都市機能の集積を活

用した企業の誘致・ 育

成。 

 

 

●観光交流人口のまち

なかへの取り込み。 

●企業の投資を促し、従

業者数を増加させる。 

 

 

 

●にぎわいの創出。 

●企業ニーズの把握に

基づく誘致・育成。 

 

 

 

 

●観光イベントとまちな

かにぎわいイベントとの

連携。 

交
通 

 

 

 

● 車 依 存 の 体 質

は、既に社会に浸

透しており、活動の

郊外化は著しい。

超高齢社会や環境

問題を背景に、過

度な車社会からの

脱却は、都市づくり

の命題であるが、

市民の意識・行動

を変えさせるまでに

は至っていない。 

 

 

人優先の交通環境の形成

 

 

●浸透した車社会への

現実的な対応（必要な駐

車場の確保等）を行いつ

つ、人優先・環境重視の

交通環境へ転換するた

めの市民意識の啓発・醸

成が課題である。 

●公共交通機関への転

換を動機付けるに足る、

鉄道・バスの利便性向上

を図る。 

●安全かつバリアフリー

で快適な、自転車・歩行

者空間の確保。 

②まちなかの活力を支え

人と環境にやさしい交通

体系の形成 

●短期的には、合併によ

る新市の一体性を高める

大型駐車場の整備、及び

連動した周辺駐車場の共

同利用化を図り、来街者

を面で受けとめ、歩行者

通行量の増加を図る。 

●公共交通機関の利便

性向上とともに、駐輪場

の整備や安全安心でバリ

アフリーな歩行者ネットワ

ークを確立し、中心部へ

のアクセス性、回遊性を

向上させる。 

 

 

 

●大型駐車場の整備。

●橘通りの公園化の理

念（人優先都市）の啓

発・醸成。 

 

 

 

●鉄道・バス交通のシ

ームレス化。 

●循環バスの導入検

討。 

●駐輪場の整備。 

●安全かつバリアフリ

ーな歩行空間の確保。 
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 現状分析 課 題 目 標 施策の方向 

景
観
・
居
住 

 
 

（景
観
） 

 

 

●これまでの県・市の

積極的な緑化政策によ

り、大淀川沿いの橘公

園をはじめ、楠並木や

ワシントニアパームの

街路樹など良好な緑の

ストックがある。 

●平面駐車場や空き店

舗の増加、建物の密集

による景観の悪化がみ

られる。 

良好な都市景観、居住

の創出 

●市の重点施策｢九州

一の景観都市づくり｣、

及び「緑の基本計画」

の具現化。 

●市民によるまちなか

緑化等を通じた「橘通り

を中心とした公園化」の

理念の浸透。 

●公共空間、半公共空

間、民有地に対応した、

適切な景観の改善。 

③個性や魅力にあふ

れ人が住まい・集う街

づくり 

●宮崎らしさと風格あ

る都市景観形成。 

●都市景観の向上に

よる、憩い・潤いの創

出。 

 

 

 

●景観形成ガイドライン

の作成。 

●市民によるまちなか

緑化。 

●道路工作物の美装

化、電線類地中化。 

●緑のネットワーク形成。

 

 
 

 
 

 
 

 

（居
住
） 

●高い老齢人口比率と

人口減少化は、コミュニ

ティの維持や良好な市

街地環境の保全に支障

をきたすおそれがある。 

●民間のマンション建

設・分譲が堅調であり、

都心回帰の兆しがみら

れる。 

●人口減少を見据えた

都市づくりとして、都市

全体の住宅のあり方を

踏まえた、都心居住策

が課題である。 

●都心居住策として、

市街地環境の改善と一

体的な住宅の確保が

必要である。 

 

●居住人口の増加。 

●居住環境の改善。 

 

●市街地の再開発。 

●優良な賃貸住宅の供

給促進。 

 

市
民
活
動
・
文
化
活
動 

 

 

 

●市民ニーズに対応す

るためには、商業のみ

の活性化では十分では

ない。 

●市民・文化イベントの

成功により、市民・文化

活動との連携の必要性

の認識が商業者に広が

っている。 

●人口減少などの要因

により、コミュニティ機能

が失われつつある。 

●市民の共有体験の

場として、多様な主体

の参画を円滑化・促進

するためにも市民参加

が必要。 

市民活動・文化活動の

活性化 

 

●市の重点施策『九州

一のボランティア都市

づくり』に基づく、宮崎

の地域性をいかした市

民活動・文化活動の活

性化。 

●市民参加・市民協働

に関する人材育成、活

動支援。 

 

④市民活動・文化活動

を通じた多世代交流に

よるにぎわい創出 

●にぎわいの創出。 

●中心市街地に対す

る市民愛着度の増進。

 

 

 

 

● に ぎ わ い 交 流 の 促

進。 

●協働のまちづくりの推進。

●コーディネーター育成。 

●まちかどギャラリーの

開催。 
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２．中心市街地の位置及び区域 

［１］位置 

位置設定の考え方 

 本市の市域は、平成 18 年を含む過去６度の合併によって約 597ｋ㎡にまで拡大し、人口も

平成 17 年まで一貫して増加傾向にあるものの、市街地はこれまでの都市計画の効果によって

比較的コンパクトにまとまった形状をしており、中心商業地を核として同心円状に市街地が形

成されている。 

 中心市街地は、明治初期に県庁が設置されて以来急速に市街化が進み、戦災復興事業により

現在の市街地の基盤が形づくられている。その後は一貫して、この地域が県・市の中枢機能を

担ってきたが、急速な人口増加に対応するため丘陵地での宅地開発が進むと、中心部の人口は

減少を始め、それに伴ってまちのにぎわいも拡散していった。 

 本市ではこのような状況に対処するため、平成 10年に中心市街地活性化基本計画を作成し、

各種施策を推進してきたが、中心市街地の衰退には歯止めがかからず、今後本格的な人口減

少・超高齢社会の到来する中、環境問題や都市の活力維持への対応が課題である。 

 そのため、新たな中心市街地区域の設定では、当初計画の区域を絞り込み、活性化施策を集

中的に実施することで施策の効果を高めるものとする。 

 

 

（位置図） 

 

 

宮崎市 

本庁地区 

中心市街地区域 

宮崎県 

本庁地区 

 

大宮地区 

大塚地区 

大淀地区 

中央北地区 

中央東地区 

中央南地区 

青葉・権現地区 

檍地区 

潮見地区 

中央西地区 

中心市街地区域 
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［２］ 区域 

区域設定の考え方 

 中心市街地区域は、「中心市街地の活性化に関する法律」第２条各号の要件に該当する区域とする。

第一に当該市街地に相当数の小売商業者及び都市機能が相当程度集積しており、本市の中心としての

役割を果たしている市街地であること（第１号要件）、第二に土地利用及び商業活動の状況等から見

て、機能的な都市活動の確保又は経済活動の維持に支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められ

る市街地であること（第２号要件）、第三に都市機能の増進及び経済活力の向上と一体的に推進する

ことが、本市及び周辺の地域の発展にとって有効かつ適切であると認められること（第３号要件）、

を総合的に勘案し、道路等の明確な地形地物や町丁目界をもって設定する。 

 本市の中心市街地区域は、選択と集中の観点から、本市の重要な商業集積地である橘通り３丁目周

辺を中心に、陸の玄関口ＪＲ宮崎駅周辺と市役所とを結ぶ、中心市街地のシンボルロード「高千穂通

線」と「橘通線」を骨格として、東は「老松通線」、南は「大淀川」、西は「黒迫通線」、北は「中津

瀬通線」に囲まれた、南北約1.5km東西約1.3km面積162haの区域とする。 

（区域図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ
中心市街地区域 

１６２ｈａ 

県庁 

市役所 

三丁目交差点 

宮崎駅 

１：１５，０００
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［３］中心市街地要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第１号要件 

 当該市街地

に、相当数の小

売商業者が集

積し、及び都市

機能が相当程

度集積してお

り、その存在し

ている市町村

の中心として

の役割を果た

している市街

地であること 

(1) 商業・業務の集積 

 本区域の小売商業は、大型店５店舗を含む小売商店が 847 店（市全体の約

18％）立地しており、年間販売額で約 1,763 億円（同 13％）となっている。

 業務機能は、ＪＲ宮崎駅から高千穂通り沿道に連なる業務街を中心に、事

業所数で 4,272 事業所、従業員数が 37,728 人となっており、いずれも市全

体の約 25%を占める。 

(2) 公共公益施設の集積 

 主要な公共公益施設として、国、県、市の行政・関連施設が中心市街地区

域内に集中立地しており、区域外東側には、隣接して保健所、県・市体育館、

科学技術館等があり、区域外西側には隣接して県立病院が立地している。 

(3) 商圏・通勤圏 

 公共交通機関は、交通の結節点であるＪＲ宮崎駅が、区域内東端部に立地

しており、路線バスのほとんどが中心市街地区域を縦貫する橘通りを経由し

ている。 

 このように、本区域は、本市で最も商業・業務及び都市機能が集積する地

域であり、これを核として一定の商圏や通勤圏が形成され、本市において経

済的、社会的に中心的な役割を担う市街地となっている。 

 

 

※市全体の面積は：旧宮崎市市街化区域面積 

 

商業施設の集積度 

 

 

面積 

(ha) 

小売店数 

(店) 

店舗密度 

(店/ha) 

販売額 

(百億円) 

販売額密度 

(百万円/ha) 

中心市街地 162 847 5.2 17.6 10.8

市全体※ 4,912 4,800 1.0 135.3 2.8

中心／市全体 3.3％ 17.6％ 520.0％ 13.0％ 385.7%

資料：平成 16年商業統計

業務施設の集積度 

 面積 

(ha) 

事業所 

(軒) 

事業所密度 

(軒/ha) 

従業員数 

(人) 

従業員数密度 

(人/ha) 

中心市街地 162 4,272 26.4 37,728 232.9

市全体※ 4,912 17,544 3.6 152,632 31.1

中心／市全体 3.3％ 24.4％ 733.3％ 24.7％ 748.9％

資料：平成 13年事業所統計
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（小売店舗密度)  H16／S63 

不明な値

1店/ha未満

3店/ha未満

5店/ha未満

10店/ha未満

10店/ha以上

 

 不明な値

1店/ha未満

3店/ha未満

5店/ha未満

10店/ha未満

10店/ha以上

 

（事業所密度） H13／S61 

不明な値

5軒/ha未満

10軒/ha未満

20軒/ha未満

40軒/ha未満

40軒/ha以上

 

 不明な値

5軒/ha未満

10軒/ha未満

20軒/ha未満

40軒/ha未満

40軒/ha以上

 

（従業員密度） H13／S61 

 不明な値

10人/ha未満

30人/ha未満

50人/ha未満

100人/ha未満

100人/ha以上

 

 不明な値

10人/ha未満

30人/ha未満

50人/ha未満

100人/ha未満

100人/ha以上
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（公共公益施設等の立地状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発着地の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H14 宮崎都市圏総合都市交通計画調査

 

本庁地区

市民文化ﾎｰﾙ
市立図書館 
総合福祉保健ｾﾝﾀｰ

県立図書館
県立美術館 
県立芸術劇場 

３km

エースランド 
（複合商業施設） 
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第２号要件 

 当該市街地の土地利用

及び商業活動の状況等か

ら見て、機能的な都市活動

の確保又は経済活動の維

持に支障が生じ、又は生ず

るおそれがあると認めら

れる市街地であること 

(1) 低・未利用地の趨勢 

 中心市街地における平面駐車場等の低・未利用地は、平成 13

年比で 1.9ha 増加している。空ビルや空き店舗をコイン駐車場に

転換する事例が見られ、専用駐車場が大幅に減少している半面、

時間貸し駐車場が増加傾向にある。 

(2) 商業・業務の趨勢 

 本区域の商業機能としては、店舗数が平成 3年をピークに平成

16 年にはその約 78％に減少しており、年間商品販売額について

は、平成 3年比で約 41％と大きく減少している。また、市全体に

対する中心市街地の年間販売額シェアは、昭和 63年の 4割弱に

落ち込んでいる。 

 業務機能としては、事業所数、従業員数ともに平成 8年で減少

に転じ、平成 13年時点でともに約 1割減少している。（参照 P11

「(3)商業」、P15「(4）産業」） 

(3) 交通の趨勢 

 交通の趨勢としては、車利用の増加と移動の郊外化によって、

都心部への依存度減少が顕著となっている。それに伴ってにぎわ

いの指標となる歩行者通行量の減少には歯止めがかからない状

況にあり、同時に来街者の高齢化傾向がある。 

（参照 P16「(5)交通」） 

 このままでは、機能的な都市活動の確保及び経済活力の維持に

支障を生じることが懸念される。 

未利用地の状況 

面　積 ％ 面　積 ％

21.6ha

(+1.9ha)

平成13年 平成18年

地区全体 162.0ha 100.0% 162.0ha 100.0%

　その他空地 19.7ha 12.2% 13.3%

資料：都市計画基礎調査図に基づく図上求積 

 

 

 

駐車場収容台数の推移 

1,232

1,598

2,764

5,329
5,025

3,238

3,757

5,414

4,684

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成6年 平成１０年 平成16年

時間貸し

専用

月極め

 資料：H6駐車場案内システム基本計画調査（H7）
    H10 駐車場整備計画事前調査（H10） 
    H16 駐車場整備計画策定業務（H17） 
   ※各調査での共通ゾーンでの合計値 
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（店舗数推移) H16／S63 
不明な値

60%未満

80%未満

100%未満

120%未満

120%以上

 

不明な値

60%未満

80%未満

100%未満

120%未満

120%以上

（事業所数推移）H13／S61 

不明な値

80%未満

100%未満

120%未満

200%未満

200%以上

 

 

（従業員数推移）H13／S61 
 不明な値

80%未満

100%未満

120%未満

200%未満

200%以上

 
 

 不明な値

80%未満

100%未満

120%未満

200%未満

200%以上

 

 不明な値

80%未満

100%未満

120%未満

200%未満

200%以上
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（1000 ㎡以上の低未利用地の状況） 

（駐車場分布状況） 

 

 

概ね1000㎡以上

の未利用地 

※面積：図上求積 
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第３号要件 

 当該市街地におけ

る都市機能の増進及

び経済活力の向上と

一体的に推進するこ

とが、当該市街地の存

在する市町村及びそ

の周辺の地域の発展

にとって有効かつ適

切であると認められ

ること 

○本市の中心市街地は、本県の政治、経済、文化、交流の中心であり、

既に多くの広域的都市機能が集積しており、また、主要な幹線道路が

集中する交通の要衝でもある。そのため、既存の社会資本ストックを

活用し地域の要としての役割を果たすため、中心市街地において都市

機能の増進と経済活力の向上を一体的に推進することは、本市及び周

辺地域の発展に有効かつ適切である。 

○本市の中心市街地は、宮崎広域都市計画区域の中心であるため、中

心市街地のあり方は、本市のみならず周辺の地域の発展にとって重要

である。そのため、市の総合計画及び都市計画マスタープランには、

中心市街地活性化の方向性を明確に定めており、これは国・県の上位

関連計画とも整合するものである。以下にその概要を示す。 

(1) 『都市計画区域マスタープラン』（平成 16年 5月）宮崎県 

 宮崎市を核として、様々な分野の中心的

役割を担うため、宮崎市を中心とした県全

体の連携の要となる県央の広域都市圏の

形成や、自然と共生した秩序ある集約的市

街地の形成を図ることとしている。また、

橘通り周辺、宮崎駅周辺等に対しては、広

域的な商業、業務、文化、交流及び居住機

能が集積した魅力ある、潤いと活力のある

まちづくりを推進することとしている。 

(2) 『第三次宮崎市総合計画』（平成 10年 3月、平成 15 年 3 月一部改定）宮崎市 

 近隣都市との緊密な連携を図りながら活力ある広域都市圏を形成し、中心市街地について

は、高次都市機能の充実や潤いのある居住環境の整備を推進することとしている。 

（参照 P3「(1)第三次宮崎市総合計画」）

(3) 『都市計画マスタープラン』（平成 10年 8月、平成 15 年 3 月一部改定）宮崎市 

 総合計画に掲げる都市像の具現化に向けて、中心市街地を都市構造上の中核拠点として位

置付け、商業の活性化に加え都市機能の高質化策や都市空間の有効・高度利用及び良好な景

観形成に努め、都心部としての魅力を高めることとしている。 

（参照 P4「(2)都市計画マスタープラン」）

(4) 『日本風景街道（シーニック・バイウエイ・ジャパン）』国土交通省 

 ～人海大地輝き薫る～「日南海岸きらめきライン」 

 本市の中心市街地を起点にルートが指定されており、沿道地域の方向性を、「多様な活動や

豊富な地域資源や歴史・文化を結び付け、連携させることで、「うつくし」「もてなし」「いや

し」のきらめき空間の創造を図る」こととしている。積極的な市民参加の下、沿道の植栽な

ど具体的な活動が始まっている。 
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都市計画区域マスタープラン「都市計画区域構造図」 日本風景街道（ｼｰﾆｯｸ･ﾊﾞｲｳｴｲ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ） 

「日南海岸きらめきライン」 

 

都市計画の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牟田町地区 
(S45 換地処分)

東部地区 
(H16 換地処分)

北部地区 
(S50 換地処分)

     土地区画整理事業区域 

     商業地域・近隣商業地域 

     駐車場整備地区 

     幹線道路 
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３．中心市街地活性化の目標 

［１］中心市街地の基本理念 

 本市の中心市街地は、宮崎県及び宮崎広域都市圏の中心として、広域的な都市機能やまちの

「顔」としての風格を兼ね備えたものでなければならない。 

 このため、いろいろな人が、様々な目的（＝夢）をもって中心市街地を訪れ、思い思いの時

間を過ごすことができる（＝育む）、みんなにとって必要不可欠な場所としてあり続けるまち、

であることを目指す。また、中心市街地が公園のように花や緑で縁取られ、その中に文化的施

設や魅力ある商業施設が立ち並び、まちを散策することそのものを楽しむことができるような

市街地となることを目指す。 

 このような観点から、中心市街地活性化の基本理念・基本方針・基本目標を次のように設定

する。 

 

[中心市街地活性化の基本理念] 

 

 

 

 

 

[中心市街地活性化の基本方針] 

Ⅰ 豊かな自然をいかしたまちづくりを継承する花と緑につつまれた美しい都市空間の創出 

Ⅱ 多様な主体の社会的、経済的、文化的活動の活発化による活力ある地域経済社会の確立 

Ⅲ 多様な都市機能がコンパクトに集積した歩いて暮らせる生活空間の創出 

 

[中心市街地活性化の基本目標] 

個性や魅力にあふれ人が住まい・集うまちづくり 

 

様々な目的の人が満足できる楽しみ憩える商業を核とした空間の形成 

 

まちなかの活力を支え人と環境にやさしい交通体系の形成 

 

市民活動・文化活動を通じた多世代交流によるにぎわい創出 

 

 

 
 

 

『夢を育むみんなの街』 
―橘通りを中心とした公園化― 
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中心市街地活性化のプロセス 

 

  

 

→ 

－市民活動・文化活動を通じた多世代交流によるにぎわい創出－ 

にぎわいの創出 

 ■「ＤＯまんなかモール」のイベント ■みやざき国際ストリート音楽祭 

■にぎわい拠点の創出（仮称・アートセンター） ■まちんなかプレイパーク 

 ＋ 

 

 

→ 

－個性や魅力にあふれ人が住まい・集うまちづくり－ 

まちなか居住環境の向上 

■居住環境の改善と居住の創出（橘通東２丁目地区の再開発） 

■まちんなかフラワーパーク 

 ＋ 

 

 

→ 

－様々な目的の人が満足できる楽しみ憩える商業を核とした空間の形成－ 

就業機会の増加 (商店街の魅力向上を含む） 

■都市型産業等の誘致育成 ■宮崎駅前商店街のリニューアル 

■宮崎駅西口拠点施設の整備 

 

 

橘通りを中心とした公園化のイメージ 

■
立
体
駐
車
場
の
整
備 

■
複
合
交
通
セ
ン
タ
ー
の
整
備 

■
駐
車
場
共
同
利
用
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

交
通
利
便
性
の
向
上 

―
ま
ち
な
か
の
活
力
を
支
え
人
と
環
境
に
や
さ
し
い
交
通
体
系
の
形
成
― 

「橘通りを中心とした公園化」の理念の下、人と環境にやさし

い交通体系づくりを推進し、にぎわい・まちなか居住環境・就

業機会を増進させ、宮崎らしいコンパクトシティの実現を図る。 
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中心市街地活性化の主要プロジェクト    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ宮崎駅 

橘通３丁目 

交差点 

県庁 

市役所 

山形屋 

○みやざき国際ストリート音楽祭 

 

○橘通東２丁目地区の再開発 
居住環境の改善と同時に、居

住・商業・業務・公益施設等の機

能を創出する。 

○家賃助成と建設費補助 
高齢者、子育て世代への家賃補

助と事業主への建設費補助。 

○立体駐車場の整備 

○駐車場共同利用システムの構築
橘通東三丁目地区第一種市街地再開発事業 
 

 
アクセス利便性の向上を図る大型

立体駐車場の整備、及び回遊性を

高める周辺駐車場との共同利用化

を推進する。 

交通利便性の向上

○まちんなかフラワーパーク 
 

 
まちなかの緑化と、橘通りの公

園化を推進するため、市民によ

る植栽ボランティアを行う。 

○複合交通センターの

整備 （宮崎駅西口拠点施設） 

鉄道・バスの乗り換え

利便性の向上、及び駅

西口における商業・業

務・公益施設等の新た

な都市拠点機能を創出

するため、複合交通セ

ンターを整備する。 

就業機会の創出 

交通利便性の向上

まちなか居住環境の向上 

○都市型産業等の誘致育成 

「宮崎市企業団体連絡協議会」を通じ企業のニーズを把握しながら都市型産業等の誘致育成に努める。 

○「ＤＯまんなかモール」のイベント 

 

にぎわい創出を図るため、

５つの大型店と７つの商店

街の共同組織「ＤＯまんな

かモール委員会」が、協調

して各種イベント等を実施

する。（Ｈ17 実績：103 回） 

○駅前商店街のリニューアル
アーケードを撤去し、オープン

モール化に向け、電線類地中

化やカラー舗装、オーニング

設置等を行う。 

商店街の魅力向上 

就業機会の創出 

にぎわい創出を図るた

め、橘通りの公園化を

象徴するイベントとし

て、橘通りを舞台に、

市民参加による国際

音楽祭を行う。 

○橘通り空間の活用調査・検討 
橘通りを、将来的なにぎわいづく

り・地域のコミュニティ再生の場と

しての活用に向け、道路空間の

再配分を視野に入れた基礎調査

及び社会実験を行う。 

「橘通りの公園化」に向けて 

○（仮称）アートセンターの整備 
橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業 

にぎわい拠点創出のため、「文化芸術

によるコミュニティの再生拠点」となる施

設（広場を含む）を整備する。 

に
ぎ
わ
い
創
出 

に
ぎ
わ
い
拠
点
創
出 

○まちんなかプレイパーク 

 
まちなかのにぎわい創出を図

るため、ＮＰＯによる子どもの

一時預かりや親子向けのイベ

ントを行う。 

まちなか居住環境の向上 

カリーノ 

にぎわい創出 

ボンベルタ
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［２］基本目標と成果指標 

 中心市街地活性化の基本目標の達成度を点検・評価するため、先に設定した４つの目標につ

いて、それぞれの関係を整理するとともに目標を指標化し、定量的に検証可能な成果指標を設

定する。目標「まちなかの活力を支え人と環境にやさしい交通体系の形成」については、中心

市街地活性化の全体を支える目標として位置付ける。他の３つの目標については、市民に、実

感として活性化の進捗が感じられ、かつ目標達成の度合いを測定することができる、適切な成

果指標を定めるものとする。 

 

①目標「市民活動・文化活動を通じた多世代交流によるにぎわい創出」 

（成果指標設定の考え方） 

 本市の中心市街地の基本理念は、「まちを散策することそのものを楽しむことができる市街

地となることを目指す（参照 P38）」ことであり、まちなかのにぎわいの回復が、本市の中心市

街地活性化の最も重要な目標である。そのため、にぎわい回復の指標として、市民にわかりや

すく定量的に検証可能な指標として「歩行者通行量」を設定する。 

 歩行者通行量調査は、毎年度、商工会議所が中心市街地に観測ポイントを設けて実施してお

り、これまでのデータの蓄積がある。そのため、歩行者通行量の増減と社会情勢との関係につ

いて分析が可能であり、対策を立案する上で適切と考えられる。 

 なお、成果の検証は、平成 7 年度以降のデータのある 20 箇所の合計カウント数を用いるも

のとし、また、調査は休日と平日に行っているが、以下の理由により「休日」の値を成果指標

として用いるものとする。 

 

 ○休日を成果指標とすることの理由 

・歩行者通行量の現状は、平日がピーク時（平成 9 年）の 59％、休日で同じく 43％の

値となっており、休日の落ち込みの方が大きいため、この動向を注視する必要がある。

・休日の落ち込みの原因は、買物を主目的とする来街者の減少であり、中心市街地活性

化の重要な要素である商業活性化の動向をみるために休日が望ましい。 

・中心市街地は、買物に加え様々な楽しみや情報を求める人々の交流の場であり、中高

生を含む若者層からファミリー層など多様な人々が来街できる休日が望ましい。 

・本市の中心市街地は、県都として、広域商業の中心としての役割が求められており、

市外からの来客を見込む休日が望ましい。 

 

目標①  手 段  成果指標 

市民活動・文化活動を通じ

た多世代交流によるにぎ

わい創出 

 

にぎわいを増やす 

 

歩行者通行量 
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②目標「個性や魅力にあふれ人が住まい・集うまちづくり」 

（成果指標設定の考え方） 

 中心市街地が、健全な地域社会の基盤として再生するためには、居住人口の回復が不可欠で

ある。このため、まちなか居住を増やすことが重要であり、定量的に検証可能な指標として「夜

間人口」（居住人口）を設定する。 

 居住人口は、毎年度、住民基本台帳により把握するものとする。 

目標②  手 段  成果指標 

個性や魅力にあふれ人が

住まい・集うまちづくり  

 

まちなか居住を増やす 

 

 

夜間人口 

 
 

 
 

 

③目標「様々な目的の人が満足できる楽しみ憩える商業を核とした空間の形成」 

（成果指標設定の考え方） 

 中心市街地がまちの顔として、活力ある地域経済社会を先導するためには、商業はもとより

知的産業等を含む様々な業種の集積が必要である。このためまちなかの就業機会を増やすこと

が重要であり、定量的に検証可能な指標として「昼間人口」（従業者数）を設定する。 

 昼間人口は、事業所統計調査（本調査・簡易調査）により把握するものとする。 

目標③  手 段  成果指標 

様々な目的の人が満足で

きる楽しみ憩える商業を

核とした空間の形成  

 

就業機会を増やす 

 

 

昼間人口 

 
 

 
 

 

目標と成果指標 

 

 

 

目 標 手 段 成果指標 

にぎわいを 

増やす 

 まちなか居住

 を増やす 

 

歩行者通行量 

 就業機会を 

 増やす 

市民活動・文化活 

動を通じた多世代

交流によるにぎわ

い創出 

個性や魅力にあふ

れ人が住まい・集

うまちづくり 

様々な目的の人が 

満足できる楽しみ

憩える商業を核と

した空間の形成 

 

夜 間 人 口 

 

昼 間 人 口 

 

 

 

 

 

まちなかの

活力を支え

人と環境に

やさしい 

交 通 体 系

の形成 
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［３］数値目標の設定 

（１）目標年次 

 本計画では、第一段階を「にぎわいの回復期」として、橘通３丁目地区に再開発事業による

大型プロジェクト等を集中的に実施することで活性化の起爆剤とし、第二段階では、その流れ

を確実なものとするため「宮崎駅西口拠点施設整備事業」を位置付けている。これらの事業が

完了し効果の発現する時期を考慮し、目標年次を平成 24年度とする。 

 

（２）目標値の設定 

 ①歩行者通行量 

 歩行者通行量の目標値については、「中心市街地活性化基本計画策定専門部会・合同部会（平

成 17～18 年度）」において、「１０年後において平成 10年当時の歩行者通行量を回復する」と

の整理がなされた。これは、厳しい商業事情を背景に「平成 10 年当時の通行量が回復できれ

ば、まだ中心市街地で頑張ろうという気になる」という意見に集約されたものであることから、

平成 10 年当時の通行量約 110,000 人を平成 28 年に設定し、これと現状の約 59,200 人（平成

18 年）を結んだ線上にある５年後の値 84,600 人を、平成 24 年度に達成すべき目標値として設

定する。 

 ②夜間人口 

 夜間人口の目標値については、同じく「１０年後において平成 4年当時の居住者数を回復す

る」という整理がなされた。これは、「バブル以降の最も歩行者通行量の多かった平成４年当

時の居住人口を回復することが必要」との意見に集約されたものであることから、平成 4年当

時の居住人口約 8,400 人を平成 28 年に設定し、これと現状 7,575 人（平成 17 年）を結んだ線

上にある５年後の値 8,025 人を、平成 24 年度に達成すべき目標値として設定する。 

 ③昼間人口 

 昼間人口の目標値については、同じく「１０年後において平成 8年当時の従業者数を回復す

る」という整理がなされた。これは、従業者数が平成 13 年に大きく減少する以前の最も多か

った年（平成 8 年）に回復させようとするものであることから、平成 8 年当時の従業者数約

40,600 人を平成 28 年に設定し、これと直近の事業所統計データ 38,728 人（平成 13 年）を結

んだ線上にある５年後の値 39,600 人との差、約 900 人の増加を平成 24 年度に達成すべき目標

値として設定する。 

 

※なお、計画の終期は「平成 23年度」から「平成 24年度」に変更したが、目標値の設定に

ついては、計画策定当初の目標年次である「平成 23年度」の値を用いることとする。 

成果指標と目標値 

成果指標 目標値 

歩行者通行量 84,600 

夜間人口 8,025 

昼間人口 900 増加 
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（３）目標値達成の考え方 

①歩行者通行量 

 歩行者通行量の回復は、中心市街地全体の魅力の向上によって成し得るものであるため、そ

れぞれの目標に向けた総合的な取組によって達成されるものと考えられる。しかし、このまま

歩行者通行量（にぎわい）の減少が続くと、その他の目標の達成を困難にする要因ともなるた

め、にぎわいの回復は喫緊の課題である。 

 そのため、イベント等によりにぎわいの底支えを積極的に行うとともに、にぎわい回復の起

爆剤となる、新たな集客拠点の整備に早急に着手するものとする。 

 目標値達成に当たっては、歩行者通行量がこれまで一貫して減少傾向にあることを考慮し、

今後もこのまま減少を続けた場合の値を推計（平成 23 年：46,500 人）し、これと先に設定し

た目標値（平成 24年：84,600 人）までの差、38,100 人を回復させることとする。 

 具体的には、38,100 人の歩行者通行量を確保するための新規集客数を積算し、必要な事業を

設定するものとする。主な事業としては、「橘通西三丁目地区市街地再開発事業（仮称）アー

トセンター整備」「宮崎駅西口拠点整備事業」「橘通東２丁目市街地再開発事業」等を位置付け

る。 

 

②夜間人口［居住人口］ 

 近年、中心市街地の周辺において分譲マンションの建設が増加しており、中心市街地の居住

人口の減少も下げ止まりつつあるが、この機運を中心市街地に呼び込むため、「橘通りを中心

とした公園化」の理念の下、中心市街地全体の魅力を高めることが重要である。 

 この流れを確実なものとし目標値を達成するため、「橘通東２丁目市街地再開発事業」「高齢

者向け優良賃貸住宅供給促進事業・特定優良賃貸住宅供給促進事業」及び、「民間のマンショ

ン建設事業」により、平成 24年度までに約 450 人の増加人口を確保するものとする。 

 

 ③昼間人口［従業者］ 

 平成 13 年度の事業所統計によると、中心市街地の従業者数は、平成 8 年の値から約 2,900

人の大きな減少をみせている。しかし、平成 13 年度から平成 18年度まで、DELL をはじめとす

る産業支援事業及び山形屋増床により約 950 人の従業者数を確保している。 

 活力ある地域経済社会を確立するため、具体的には、DELL 進出の波及効果をいかし、引き続

き「産業支援事業」により都市型産業の誘致育成を積極的に推進するほか、「宮崎駅西口拠点

施設整備事業」により新たな企業誘致の受け皿を確保しながら、平成 24 年度までに約 900 人

の従業者数の確保を目指すこととする。 

 

※なお、計画の終期は「平成 23年度」から「平成 24年度」に変更したが、推計値について

は目標年次の変更を考慮せずに、「平成 23年度」の値を用いることとする。 

※具体的な目標値達成の積算については「目標値達成の根拠」において詳述する。 
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－目標年次・成果指標・数値目標のまとめ－ 

    ○目標年次 

平成２４年度 計画期間：平成 19年 5月～25 年 3月（5年 11 月） 

   

   ○成果指標、数値目標                   （人） 

成果指標 基準値 目標値 目標増加数 

歩行者通行量 46,500 84,600 38,100 

夜間人口 7,575 8,025 450 

昼間人口 ※１ 900 増加 同左 

 ※１：平成 18 年度事業所・企業統計調査の結果により確定。 

 

  ○目標値達成のための主な事業の計画値（想定値） 

事業名 
施  設 

成果指標 
商業床 その他 

・山形屋増床（実績） 5,500 ㎡ － 歩行者通行量 

・宮崎駅西口拠点施設整備事業 10,000 ㎡ － 歩行者通行量、昼間人口 

・橘通東２丁目市街地再開発事業 5,400 ㎡

テナント：4

住戸 64 歩行者通行量、夜間人口、

昼間人口 

・橘通東３丁目市街地再開発事業 テナント：1 立体駐車場 昼間人口 

・橘通西３丁目市街地再開発事業 テナント：3 (仮称)アートセンター 歩行者通行量、昼間人口 

 

［４］フォローアップの方針（事業の評価と継続的改善） 

○成果指標「夜間人口」「歩行者通行量」については、毎年度、活性化協議会において、達

成状況の検証及び事業の実施状況の点検・評価を行い、要すれば基本計画の再構築（事

業の追加を含む）を適時に行って、中心市街地活性化の効果的な推進を図るものとする。

なお、成果指標「昼間人口」については、平成 18 年度及び平成 21 年度の「事業所・企

業統計調査」（平成 21 年度は簡易調査）の調査結果に基づき、活性化協議会において、

達成状況の検証及び事業の実施状況の点検・評価を行うものとする。 

○最終年度（平成 24 年度）においても、成果指標の達成状況の検証及び事業の実施状況の

点検・評価を行うものとする。 

 

※中心市街地活性化に関し重要な要素と考えられる「景観」「商業」「交通」「にぎわい」に

ついては、基本計画策定専門部会・合同部会の決定に基づき、補完的に市民の満足度調

査を行う。（平成 19年度に初期値を把握） 
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［目標値達成の根拠］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
①目標歩行者通行量の設定 

○通行量：       調査地点２０ポイントの歩行者通行量の合計値。 

○目標通行量：    平成２４年度時点で達成すべき値。 

○目標増加通行量： このまま減少した場合の推計値と目標通行量との差（「H18 に回復させるべき通行量 

（B）」と「H18 から増加させるべき通行量（A）」の和）。 

 

●H24 時点の目標値 ＝    84,600 人      ：次項「通行量の推移と目標値」参照 

○Ｈ18 から増加させるべき通行量 

     ・現況通行量   ＝ 約 59,200 人      ：Ｈ18 通行量 

     ・増加通行量   ＝ 約 25,400 人 →(Ａ)  ：Ｈ24-Ｈ18 

○Ｈ18 に回復させるべき通行量 

     ・Ｈ23 通行量推計＝ 約 46,500 人      ：Ｈ7～Ｈ18 の傾向による推計値 

     ・減少通行量推計＝ 約 12,700 人 →(Ｂ)  ：Ｈ18-Ｈ23 推計値 

○目標増加通行量 ＝ (Ａ)＋(Ｂ) 

                ＝    38,100 人       ※現況通行量から 42.9％アップ 

 

②新規集客数の設定 

 ○目標増加通行量を確保するために必要な集客数を求める。 

○施設の整備等によって新規集客数（③の積上げ）が増加し、また、その他の事業により中心市街地全体

の通行量が１割（α）増加すると想定する。 

○来街者一人が平均３箇所の調査地点を通過すると想定する。 

      （式）目標通行量 ＝ {（Ｈ２３推計値）＋（新規集客数×３）}＋（α：１割） 

                  ＝ （46,500 ＋ 10,300×３） ＋ 7,740 

                  ＝     85,140 人         84,600  ＜  85,140 

     よって、新規集客数 ＝    10,300 人が必要となる。 

 

③集客数の内訳 

 ○新規集客数を確保するための事業を以下のとおり設定する。 

a.山形屋増床整備事業 

                    商業床面積㎡     ㎡当り人数 

           ○集客数 ＝   5,500     ×    0.68     ＝       3,800 人 

            (根拠）   ・売場面積（既存）：    14,600  ㎡(a) 

                         ・来客数：          10,000  人/日(b) 

                         ・㎡当り集客数(b／a)：   0.68  人/㎡「山形屋原単位」 

                    ・増床売場面積：      5,500   ㎡ 

b.橘通西三丁目地区市街地再開発事業[（仮称）アートセンター整備] 

           ○集客数 ＝（仮称）アートセンター整備構想より   ＝       1,000 人 
※「（仮称）アートセンター利用者数の目標設定」より設定した。 

c.宮崎駅西口拠点施設整備事業 

                    商業床面積㎡     ㎡当り人数 

           ○集客数 ＝  10,000     ×    0.34      ＝      3,400 人 
※商業床は、立地条件等を考慮し「山形屋原単位」の２分の１（0.68×0.5=0.34）の集客力を想定した。 

d.橘通東２丁目市街地再開発事業 

商業床面積㎡     ㎡当り人数 

           ○集客数 ＝   5,400     ×    0.34      ≒      1,800 人 
※商業床は、立地条件等を考慮し「山形屋原単位」の２分の１（0.68×0.5=0.34）の集客力を想定した。 

e.産業支援事業（カリーノ誘致企業） 

新規雇用数（人）     来街率 

           ○集客数 ＝    550     ×    0.5       ≒       300 人 
※新規雇用数は DELL の H19 以降の数。 

※来街率：中心市街地に働く者の実感としての食事や買物等のため中心市街地へ出向く割合を設定した。 

           合計                                        10,300 人 

※その他事業：橘通東３丁目再開発、駐車場共同利用事業、駅前商店街整備事業等 

歩行者通行量： 「平成 24 年度の時点において 84,600 人に回復させる」 
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 ○歩行者通行量の推移 
(休日) 

調査地点 Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ H１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

橘通１丁目（東西） 

橘通名店街（東西） 

橘通２丁目（東西） 

橘通３丁目（東西） 

一番街 

若草通 

中央通 

高千穂通（南北） 

橘通東３丁目 

広島通 

高松通 

三番街（東西） 

高千穂通２丁目 

あいあい通（北） 

宮崎駅（南） 

広島２丁目 

ハイカラ通（北） 

ハイカラ通（南） 

四季通（北） 

四季通（南） 

2,527

3,953

2,833

15,204

10,997

10,243

8,495

12,808

4,695

3,720

4,056

5,126

3,125

3,078

3,071

4,961

2,041

2,159

4,703

3,704

2,641

4,038

2,654

15,708

14,043

11,198

9,936

15,068

3,994

4,648

3,567

5,208

4,260

2,960

3,650

4,767

2,871

2,240

4,260

4,294

2,595

5,433

3,097

16,766

15,732

12,458

10,072

17,486

5,924

4,031

5,241

5,891

3,761

4,191

2,890

5,446

3,222

2,375

5,085

5,232

1,975

2,670

2,501

14,458

11,969

10,410

8,956

14,035

4,137

3,786

4,610

4,632

3,977

3,787

2,376

4,059

2,547

1,503

3,985

3,638

1,702

2,860

2,164

11,988

10,907

9,564

6,289

12,860

1,823

3,371

3,383

4,090

3,262

3,052

2,315

3,633

1,561

1,110

2,913

2,554

1,516

2,969

1,417

11,183

11,093

8,962

6,971

12,781

2,315

3,930

3,908

3,649

4,007

3,279

2,297

4,172

3,100

1,149

3,351

2,737

1,998

2,438

1,464

10,483

10,473

8,782

7,375

12,291

1,588

3,570

3,590

3,574

3,466

2,857

2,059

3,852

1,792

1,080

3,189

2,538

2,191

2,662

1,717

10,069

11,207

9,108

6,663

5,610

2,004

3,808

2,931

3,699

2,814

2,414

2,146

4,014

1,525

1,172

2,946

2,345

2,583 

2,899 

1,939 

11,025 

10,808 

8,473 

6,725 

12,449 

2,458 

3,522 

3,131 

3,799 

3,791 

2,578 

2,170 

3,903 

1,527 

1,380 

4,226 

2,846 

1,671

2,385

1,619

8,725

8,894

6,678

5,839

9,228

1,715

3,163

2,985

3,566

2,681

2,288

2,090

3,317

1,350

1,106

2,835

2,048

1,838

2,109

1,570

7,332

7,018

4,886

4,896

8,137

2,005

2,885

2,303

3,456

3,049

1,978

2,313

2,967

1,226

1,065

1,666

1,476

1,303

2,006

1,305

7,632

8,174

5,213

4,827

6,066

1,236

2,707

2,511

3,142

2,104

1,465

1,903

2,640

1,148

809

1,716

1,312

歩行者通行量 
111,499 122,005

+9.4%

136,928

+12.2%

110,011

-19.7%

91,401

-16.9%

94,786

+3.7%

88,459

-6.7%

81,045

-8.4%

92,232 

+13.8% 

74,183

-19.6%

64,175

-13.5%

59,219

-7.7%

○Ｈ10～Ｈ18 の８年間：   -50,792 人   -46.2％減  年平均：  -6,349 人 

 

○通行量の推移と目標値 
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人

H28においてH10当時の歩行者通行量を回復させる。

(A)H18から増加
させるべき値
＝25,400人

(B)H18に回復さ
せるべき値
＝12,700人

 
 

○ H28 の目標通行量（H10 通行量）：   110,000 人    （H28） 
             ・H18 通行量（現況）：       59,200 人    （H18） 

             ・増加させる人数（総数）：   50,800 人    （H28-H18） 

                                                         79.2% アップ 

         ○ H24 の目標通行量：                 84,600 人    （H24） 

             ・増加させる人数（総数）：   25,400 人    （H24-H18）  

             ・増加させる人数（年平均）：   4,200 人／年 

 

H18 現況値

59,200 人

目標値(H24)

84,600 人 

このまま減少を続けた場合

の推計値(H23:46,500 人) 
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① 

② 

③

④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 

⑧

⑨ 

⑩ ⑪ 

⑫ 

⑬ 
⑭

⑮⑯

⑰

⑱

⑲ 

⑳ 

地点 名  称 地点 名  称 地点 名  称 地点 名  称 

① 橘通１丁目（東西） ⑥ 若草通 ⑪ 高松通 ⑯ 広島２丁目 

② 橘通名店街（東西） ⑦ 中央通 ⑫ 三番街（東西） ⑰ ハイカラ通（北）

③ 橘通２丁目（東西） ⑧ 高千穂通（南北） ⑬ 高千穂通２丁目 ⑱ ハイカラ通（南）

④ 橘通３丁目（東西） ⑨ 橘通東３丁目 ⑭ あいあい通（北） ⑲ 四季通（北） 

⑤ 一番街 ⑩ 広島通 ⑮ 宮崎駅（南） ⑳ 四季通（南） 

※橘通り、高千穂通りについては通りの両側で測定。（①、③、②、⑫、④、⑧） 

歩行者通行量調査ポイント 
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①目標居住人口の設定 

○１０年後(H28)において平成４年当時の居住者数を回復させることとし、平成 17 年と平成 28 年を結んだ

線上にある平成 23 年度の値を、本計画の目標居住者数として設定する。 

 

 ・平成１７年時点の値＝        7,575 人 ：国勢調査速報値 

 ・１０年後(H28)の目標値＝      8,400 人 ：H4 当時の居住者数。 

 ●H24 時点での目標値＝       8,025 人 ：H17 と H28 を結ぶライン上の H23 時点の値。 

 

②目標増加居住者数 

  ○目標値から平成 17 年時点の実数を減じた値で、本計画により増加させるべき人数。 

  
●目標増加居住者数＝   H24 － H17 

                     ＝  8,025 － 7,575 

                     ＝   450 人  ※現況居住人口から 5.9％アップ 

  

居住者数(人) 
Ｓ５５ Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２４ Ｈ２８ 

10,709 9,996 8,516 8,120 7,663 7,575 (8,025) (8,400)

                                                          10 月 1 日現在   

7,575

7,663

8,120

8,516

10,709

9,996

(8,400)

(8,025)
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9,000
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11,000
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Ｈ
２ H4 H6 H8 H1

0
Ｈ
１２

H1
4
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6

Ｈ
１８

Ｈ
２０

Ｈ
２２

Ｈ
２４

Ｈ
２６

Ｈ
２８

人

H28においてH4当時の居住者数を回復させる。

 
③目標増加居住者数の内訳 

 ○目標値(H24)を達成するための事業を以下のとおり設定する。 

 

a. 橘通東２丁目市街地再開発事業 

                                 64 戸   ×   2.5 ＝  160 人 

b. 高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業・特定優良賃貸住宅供給促進事業 

                                 10 戸   ×   1.5 ＝   15 人 

c. 民間のマンション等建設事業 

                                 110 戸   ×   2.5 ＝  275 人 

                   合計                               450 人 

※ 2.5 人 ≒ 「宮崎市一世帯あたりの平均人員(2.44)」 

1.5 人 ≒ 「１～２人が住むと想定」 

夜間人口： 「平成 24 年度の時点において、8,025 人に回復させる」 

（参考） 

平成 18 年 10 月 

「住民基本台帳」 

    7,707 人 

 

7,707 人－7,575 人 

      ＝132 人

目標値(H24)

8,025 人 
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①目標増加従業者数の設定 

○10 年後(Ｈ28)に平成 8 年当時の人口を設定し、平成 13 年と平成 28 年を結んだ線上にある平成 23 年

度の値を求める。平成 18 年については同ライン上にあると想定する。 

○平成23年設定値から平成18年想定値を減じた値を本計画により増加させるべき人数として設定する。 

 

   ・１０年後(Ｈ28)の目標値    ＝   40,600 人 ：Ｈ8 当時の従業者数。 

   ・平成１８年時点の想定値   ＝   38,700 人 ：Ｈ13 とＨ28 を結ぶライン上のＨ18 時点の値。 

・Ｈ23 時点の設定値        ＝   39,600 人 ：Ｈ13 とＨ28 を結ぶライン上のＨ23 時点の値。 

 

●目標増加従業者数＝   Ｈ23   －  Ｈ18 

                  ＝  39,600  － 38,700 

                  ＝    900 人 

 

従業者数(人) 
Ｓ６１ Ｈ３ Ｈ８ Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２３ Ｈ２８ 

36,677 38,271 40,612 37,728 (38,700) (39,600) (40,600)

36,677

38,271

37,728

(39,600)

40,612

(想定値：38,700)

(40,600)

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

42,000

Ｓ６１ Ｈ３ Ｈ８ Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２３ Ｈ２８

人

 
 

②目標増加従業者数の内訳 

 ○目標増加数を達成するための事業を以下のとおり設定する。 

a. 産業支援事業                                                750 人 
・DELL による公表値            H19～H21                      (550 人) 

・その他:企業誘致目標値         H19～H23                      (200 人) 

ｂ．宮崎駅西口拠点施設整備          H23                              120 人 
   ・10,570 ㎡(敷地面積)×600％(容積率)＝63,420 ㎡(想定延床面積)、うち 10,000 ㎡が商業床と想定。 

   ・宮交シティ(バスターミナル併設)    400 人  ÷  33,119 ㎡＝    0.0121 人／㎡ 

         10,000 ㎡  ×  0.0121 人／㎡  ＝  121 人  ≒              (120 人) 

ｃ．その他事業                                                      30 人 
   ・橘通東３丁目地区再開発事業（商業テナント１店：２人、駐車場管理：３人）          (5 人) 

   ・橘通西３丁目地区再開発事業（商業テナント:６人、アートセンター:９人）          (15 人) 

        商業テナント:３店×２人、アートセンター:３フロア×３人 

・橘通東２丁目地区再開発事業（商業テナント:４店×２人）                   （8 人） 

   ・空き店舗対策事業(２店×１人) ２人                                （2 人） 

                   合計                                         900 人 

 

昼間人口： 「平成 24 年度の時点において、平成 18 年度より 900 人を増加させる」 

（参考） 

平成 13～18 年実績 

○産業支援事業 750 人 

 （DELL  450 人） 

 （その他 300 人） 

○山形屋増床   200 人 

   計       950 人 

目標増加数の考え方

H28 において H8 当時の従業者数を回復させる。 

目標増加数 

900 人(H24) 
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４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する 

施設の整備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

[１] 市街地の整備改善の必要性  

（背景） 

 本市では、昭和21年の戦災復興土地区画整理事業により、都市機能集積のための基盤が整備

され現在の中心市街地が形づくられている。 

 また、昭和59年以降、宮崎ＳＵＮテクノポリス開発計画、宮崎学園都市構想、宮崎・日南海

岸リゾート構想等が実施され、全国に先駆けた大規模プロジェクトが展開されている。 

 

（課題） 

 本市の人口は、西暦2010年をピークに減少に転じることが推計※１されており、人口減少社会、

超高齢社会、地球環境問題、合併に伴う市域の拡大に対応したまちづくりが必要となっている。 

また、これまでの経済性優先のまちづくりから、蓄積した社会資本ストックを活用し、景観

や文化を重視した、人優先のまちづくりへと転換を図っていくことが課題である。 

※１国立社会保障・人口問題研究所推計（H15.12） 

 

（市街地の整備改善の方針） 

 本市は平成10年の「中心市街地活性化基本計画」に加え、中心市街地区域を「緑の基本計画」

に基づく「緑化重点地区」に、また中心市街地及び周辺区域を「移動円滑化基本構想」による

「重点整備地区」に位置付け積極的に各種施策を講じている。 

 新たな「中心市街地活性化基本計画」では、合併による新市の一体性の向上及び『橘通りを

中心とした公園化』の理念を具現化するため、文化・芸術によるコミュニティの再生拠点の整

備、立体駐車場の整備、安全快適な歩行者ネットワークの形成、公共交通機関の利便性向上、

景観に配慮した緑のネットワークの形成等を推進する。  

 

（主要な市街地整備改善事業） 

●橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業（仮称・アートセンター整備事業）／参照P53 

 →文化・芸術によるコミュニティの再生拠点づくり 

●橘通東三丁目地区第一種市街地再開発事業（立体駐車場整備事業）／参照P54 

 →橘通３丁目周辺の駐車場不足を解消し来街者のアクセス性を向上させる 

●まちなか景観の向上に資する公共施設整備の推進（道路工作物の美装化、電線類の地中化、緑のネッ

トワーク形成等）／参照P55,56,59,61 

 →都市景観の向上による、憩い・潤いの創出、人優先の空間形成 

●安全かつバリアフリーな歩行者ネットワークの整備推進（歩道等の段差・勾配の解消、視覚障害者

誘導ブロックの設置等）／参照P55,59,60,62 

 →超高齢社会への対応、ユニバーサルな都市空間の形成 

●鉄道・バスの乗り換え、利便性の向上（複合交通センターの整備）／参照P57,58,64 

 →公共交通機関の利用促進による、地球環境問題及び超高齢社会への対応 

●利便性の高い駐輪場の整備／参照P57 

 →自転車利用の促進と放置自転車の解消 
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宮崎山形屋の増床（H18.9新館完成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業（仮称・ｱｰﾄｾﾝﾀｰ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四季ふれあいモール（H18.9完成） 

 

カリーノ宮崎

山形屋ボンベルタ橘 宮崎山形屋
（本館） （新館）

カリーノ８階フロア

「ガガエイト」 

コミュニ

ティスペ

ース設置

回遊性の確保

[立体都市計画通路（H16）]

・増床建築物の一体化と回遊性の確保

建物の一体化

道路付替え

橘通３丁目周辺の市街地整備の取組 

交
流
広
場
の
創
出

新設道路 

コミュニ

ティ再生

拠点創出 

橘通東三丁目地区第一種市街地再開発事業（立体駐車場）

アクセス利便性の向上 

地上通路

地下通路
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 [２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関する事業 

  該当なし。 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

市街地再開発事業・

橘通西３丁目地区 

 

●内容 

橘通西３丁目地区に

おいて、市街地再開

発事業により、公共

機能と商業機能を併

せ持った複合建築物

を整備する。 

地区面積:約0.3ha 

敷地面積:約1,600㎡ 

延床面積:約5,400㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ21年度 

 

●橘通西

三丁目地

区第一種

市街地再

開発事業

個人施行

者 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化により活力ある地域

経済社会を確立し、合併に伴う新市の

市民の交流を図るため、文化・芸術を

基調とした魅力ある複合施設を整備

する。 

②必要性 

 地区内の建物の多くが築後４０年

程度経過しており、老朽化が進んでい

る。また、地区内にあった銀行の本店

機能の移転により、建物が十分利用さ

れていない状況であるため、健全な市

街地形成のため土地の有効利用が求

められている。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度  

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

高次都市施設・地域

交流ｾﾝﾀｰ・ 

橘通西３丁目(仮称･

ｱｰﾄｾﾝﾀｰ) 
 

地域創造支援事業・

（仮称）ｱｰﾄｾﾝﾀｰ 
 

●内容 

橘通西３丁目地区に

おいて、市街地再開

発事業の保留床を取

得し、公共施設（仮

称 ｱｰﾄｾﾝﾀｰ）として

整備する。 

専有面積:約2,800㎡ 
 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 
 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化により活力ある地域

経済社会の確立し、合併に伴う新市の

市民の交流を図るため、文化・芸術を

基調とした魅力ある複合施設を整備

する。 
 

②必要性 

 中心市街地には、現状で多くの都市

福利施設が整備されているものの、市

民が気軽に立ち寄れ芸術・文化に触れ

ることのできる場が少ない状況であ

るため、「文化・芸術」という新たな

魅力を加え、にぎわい創出の拠点を整

備するものである。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

市街地再開発事業・

橘通東３丁目地区 

 

●内容 

中心市街地内の駐車

場不足（橘通３丁目

周辺地区）を解消し、

来街しやすい環境に

するため、官民共同

による駐車場整備を

再開発事業により実

施する。 

地区面積:約0.3ha 

敷地面積:約2,500㎡ 

延床面積:約18,000㎡ 

駐車台数:約428台 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ20年度 

 

 

●橘通東

三丁目地

区第一種

市街地再

開発事業

施行者会 

 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会の確立、合併に伴う新市の市

民の交流の促進、自家用車での中心市

街地へのアクセス性向上を図る事業

として位置付けている。 

 

②必要性 

 宮崎市駐車場整備計画（Ｈ17.4）で

は、当地区を含む橘通西３丁目、中央

通り、橘通東３丁目の周辺地区におい

て、将来的に約1,000台の駐車台数が

不足すると予測しており、Ｈ17宮崎市

政100名モニターアンケートで「駐車

場が少ない」という意見が多い結果と

なっている。また（仮称）アートセン

ター来場者用の駐車場として、さら

に、地権者の一人である大型店も、増

床によって大店立地法に適合する駐

車台数の確保が急務であり、早期に本

事業を実施することが必要である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度  

 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ20年度 

 

 

●事業名 

地域生活基盤施設・

広場 

橘公園噴水広場 

 

●内容 

交流・休憩スペース

の確保及び向上のた

め、中心市街地内に

広場空間を確保改善

する。 

敷地面積:約2,500㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ20年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出するために、個性や魅力にあ

ふれ人が住まい・集うまちづくりの事

業として位置付けている。 

 

②必要性 

中心市街地の緑化空間の確保や通

りにおける交流休憩場所の創出を行

う事により、休憩・交流機能を向上さ

せ、中心市街地の魅力を向上を図り、

美しく個性ある都市景観の創出を行

うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ20年度 

 



 ５５

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

高質空間形成施設・

緑化施設等 

上野町通線 

橘通老松１号線 

 

●内容 

道路工作物・付属物

の美装化（カラー舗

装・ｽﾄﾘｰﾄﾌｧﾆﾁｬｰ等）、

道路緑化 

延長:304m(上野町通線) 

延長:230m(橘通老松１

号線) 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間の創出をするため

に、個性や魅力にあふれ人が住まい・

集うまちづくりの事業として位置付

けている。 

  

②必要性 

 街に彩りを与える要素となる部分

を充足させ、中心市街地の魅力の向上

を図り、美しく個性ある都市景観の創

出を行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金（国土交

通省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度～ 

Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

道路・街路 

県庁前通線 

上野町通線 

 

●内容 

道路改築 

道路工作物・付属物

の美装化、 

電線類地中化、 

道路緑化、歩道等の

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化 

延長:177m(県庁前通線) 

延長:304m(上野町通線) 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ19年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

美しい都市空間を創出するために、

個性や魅力にあふれ人が住まい・集う

まちづくりの事業として位置付けて

いるとともに、歩いて暮らせる生活空

間を創出するために、来街者の誰もが

安全かつ快適に移動できる歩行空間

を確保する事業として位置付けてい

る。 

 

②必要性 

災害に強いまちづくりの推進のた

め、中心市街地の防災機能を向上させ

るとともに、中心市街地の魅力の向上

を図り、美しく個性ある都市景観の創

出を行うために必要な事業である。 

また、交通バリアフリー法に基づき

Ｈ15 年度に策定した宮崎市移動円滑

化基本構想において、中心市街地は重

点整備地区として位置付けられてお

り、誰もが移動しやすいバリアフリー

化された歩行空間の確保を図るだけ

ではなく、高齢者や障害者の社会参加

の促進などに対応するためにも行う

事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度～ 

Ｈ19年度 

 



 ５６

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

道路・道路 

川原通線外１線 

 

●内容 

電線類地中化による

中心市街地の景観向

上 

全長：約180m 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間を創出するために、

個性や魅力にあふれ人が住まい・集う

まちづくりの事業として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

災害に強いまちづくりの推進のた

め、中心市街地の防災機能を向上する

とともに、中心市街地の魅力を向上

し、美しく個性ある都市景観の創出を

行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

 

 

 

 

 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

高質空間形成施設・

電線類地下埋設施設 

橘通老松1号線 

 

●内容 

電線類地中化による

中心市街地の景観向

上 

全長：約230m 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ20年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間を創出するために、

個性や魅力にあふれ人が住まい・集う

まちづくりの事業として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

災害に強いまちづくりの推進のた

め、中心市街地の防災機能を向上する

とともに、中心市街地の魅力を向上

し、美しく個性ある都市景観の創出を

行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ20年度 

 



 ５７

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

地域生活基盤施設・

自転車駐車場 

宮崎駅西口駐輪場 

 

●内容 

中心市街地に自転車

がアクセスしやすい

環境とするため、自

転車駐車場の整備を

推進する。また、歩

行空間における放置

自転車を減らすこと

で歩行者の安全性や

景観面の向上につな

げる。 

駐輪台数 

：100台（宮崎駅西口） 

 

●実施時期 

Ｈ22年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会を確立するために、自転車で

の中心市街地へのアクセス性及び回

遊性向上、歩行者の安全性向上、景観

の向上を図る事業として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

 中心市街地の放置自転車禁止区域

周辺では、多くの自転車（約1,100台）

が放置されており、交通安全のみなら

ず景観面においても問題が顕在化し

ていることから、より一層の駐輪スペ

ース確保が必要である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ22年度 

 

 

●事業名 

事業活用調査・宮崎

駅西口拠点施設民間

資金等活用事業 

JR宮崎駅西口公有地 

 

●内容 

鉄道とバス交通のシ

ームレス化を図り、

中心市街地へのアク

セス性を向上させる

ため、宮崎駅西口に

複合交通センターを

整備する（当該事業

では施設整備に向け

た民間事業者の選定

を実施）。 

敷地面積:約10,570㎡ 
 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ19年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するとともに、合併に伴う市域拡大へ

の対応への観点から、公共交通機関に

よる中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公

共交通機関の利便性の向上を図り、中

心市街地へのアクセス性向上や高齢

者等の移動手段を確保する。特に、合

併した旧佐土原町・田野町は JR 日豊

本線沿線にあり、中心市街地へのアク

セスの重要な交通結節点として、新市

の一体感の醸成のため、早期の整備が

必要である。また、自家用車利用から

公共交通機関利用への転換を促すこ

とで、地球環境問題の改善にも資する

事業である。 
 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ19年度 

 

 



 ５８

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

高次都市施設 

複合交通センター・

（仮称）宮崎駅西口

複合交通センター 

 

●内容 

民間活力の導入によ

り整備するＪＲ宮崎

駅西口の拠点施設の

一部にバスセンター

を整備し、鉄道・バ

ス・自動車の交通結

節機能を高め公共交

通の利便性の向上を

図る。 

バスターミナル 

：約1,400㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ20年度～Ｈ23年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するとともに、合併に伴う市域拡大へ

の対応への観点から、公共交通機関に

よる中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

 なお、本事業と関連して、当該拠点

施設の整備により、来街者の交流拠点

として大幅な魅力向上が図られるよ

うに、バスダイヤの改正や、中心市街

地で導入を検討する循環バスとの接

続によって回遊性を高めるなど、中心

市街地の利便性や魅力の再発見につ

なげるための検討を行う。 

 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公

共交通機関の利便性の向上を図り、中

心市街地へのアクセス性向上や高齢

者等の移動手段を確保する。特に、合

併した旧佐土原町・田野町は JR 日豊

本線沿線にあり、中心市街地へのアク

セスの重要な交通結節点として、新市

の一体感の醸成のため、早期の整備が

必要である。また、自家用車利用から

公共交通機関利用への転換を促すこ

とで、地球環境問題の改善にも資する

事業である。 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

1.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

2.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画事業） 

(国土交通省) 

 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ20年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ23年度 

 

 

●事業名 

高松通線 

(高質空間形成施設) 

 

●内容 

安心・安全な交通環

境、快適な走行空間

を確保するため車

道・路肩の再整備を

実施する。 

整備計画延長：330ｍ 

幅員：8ｍ 

 

●実施時期 

Ｈ24年度～Ｈ26年度 

●宮崎市 ①位置付け 

 歩いて暮らせる生活空間を創出す

るために、来街者の誰もが安全かつ快

適に移動できる歩行空間を確保する

事業として位置付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の歩車共存道路として、

自動車とともに歩行者・自転車も安

心・安全に利用できる道路空間の確保

を図るため必要な整備である。 

 

●フォローアップの時期 

平成24年度 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（都市再生整

備計画事業

（宮崎市中心

市街地地区）） 

(国土交通省） 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

H24年度 

～H26年度 

 



 ５９

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

一般県道宮崎港宮崎

停車場線 

バリアフリー化事業 

 

●内容 

改築等（カラー舗

装・街路樹植栽・段

差解消等） 
 

位置 

宮崎市老松 
 

全延長:1,130m 

 

●実施時期 

Ｈ17年度～Ｈ20年度 

 

 

●宮崎県 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間を創出するために、

個性や魅力にあふれ人が住まい・集う

まちづくりの事業として位置付けて

いるとともに、歩いて暮らせる生活空

間を創出するために、来街者の誰もが

安全かつ快適に移動できる歩行空間

を確保する事業として位置付けてい

る。 
 

②必要性 

 街に彩りを与える要素となる部分

を充足し、中心市街地の魅力を向上

し、美しく個性ある都市景観の創出を

行うために必要な事業である。 

また、交通バリアフリー法に基づき

Ｈ15 年度に策定した宮崎市移動円滑

化基本構想において、中心市街地は重

点整備地区として位置付けられてお

り、誰もが移動しやすいバリアフリー

化された歩行空間の確保を図るだけ

ではなく、高齢者や障害者の社会参加

の促進などに対応するためにも行う

事業である。 
 

● フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

道路事業 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ17年度 

～Ｈ20年度 

 

 

中心市街地の

区域にかかる

延長 1,130m 

 

計画期間にか

かる事業期間 

Ｈ19年度 

～Ｈ20年度 

 

 

 



 ６０

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

交通安全施設等整備

事業（段差改善） 

錦町通線 

 

●内容 

電線類が地中化され

た錦町通線の歩道の

段差を改善すること

により、歩道等のバ

リアフリー化を実施

する。 

全体計画延長 

1,030ｍ 

（内基本計画区域内

延長 L=430ｍ） 

 

●実施時期 

Ｈ22年度～Ｈ25年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 歩いて暮らせる生活空間を創出す

るために、来街者の誰もが安全かつ快

適に移動できる歩行空間を確保する

事業として位置付けている。 
 

②必要性 

 交通拠点としての宮崎駅と国道 10

号を連絡する幹線道路であり、誰もが

移動しやすいバリアフリー化された

歩行空間の確保を図るだけではなく、

高齢者や障害者の社会参加の促進な

どに対応するためにも行う事業であ

る。 
 

● フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（道路事業

（道路）） 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ22年度 

～Ｈ25年度 

 

 

 

 

(4) 国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

橘通東２丁目地区市

街地再開発事業 

 

●内容 

再開発事業により、

居住・商業・公益施

設の複合施設を整備

する。 

地区面積:約0.5ha 

敷地面積:約2,900㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ21年度～ 

 

●橘通東

２丁目地

区市街地

再開発準

備組合 

 

 

 

①位置付け 

コンパクトに集積した、歩いて暮ら

せる生活空間を創出するために、中心

市街地の居住推進策の先導的な事業

として位置付けている。 
 

②必要性 

まちなか居住のモデル的事業とし

て、中心市街地の居住者の増加を図る

とともに、商業・公益施設を備えた複

合施設として、交流の場を創出するた

めに必要な事業である。 
 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

 
 



 ６１

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

緑のネットワーク形

成 
二葉街区公園 

別府街区公園 

栄町街区公園 

橘公園 

国道10号 

橘通り(国道220号) 

 

●内容 

道路・公園への植栽

による中心市街地の

景観向上 

 

●実施時期 

Ｈ5年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出するために、個性や魅力にあ

ふれ人が住まい・集うまちづくりの事

業として位置付けている。 

 

②必要性 

彩りを与える要素の充足により、中

心市街地の魅力を向上し、美しく個性

ある都市景観の創出を行うために必

要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

パブリックアート設

置事業 
 

 

●内容 

市街地の公共空間へ

のパブリックアート

の設置 

 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な都市機能がコンパクトに集

積した、歩いて暮らせる生活空間の創

出を目指し、個性や魅力にあふれ人が

集うまちづくりとして位置付けてい

る。 

 

②必要性 

市民が親しみをもって接すること

ができ、魅力ある景観を創出する作品

設置が望まれている。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

安全かつバリアフリ

ーな歩行者ネットワ

ークの整備推進（歩

道等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化）  
県庁前通線 

恵美須通線 

本町通線 

上野町通線 

 

●内容 

歩道等のバリアフリ

ー化 
（歩道巻き込み部の段

差・勾配の改善、歩道

の横断勾配の改善、視

覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸ

の改善、植樹枡蓋の改

善） 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ22年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

 

①位置付け 

歩いて暮らせる生活空間を創出す

るために、来街者の誰もが安全かつ快

適に移動できる歩行空間を確保する

事業として位置付けている。 

 

②必要性 

交通バリアフリー法に基づきＨ15

年度に策定した宮崎市移動円滑化基

本構想において、中心市街地は重点整

備地区として位置付けられており、誰

もが移動しやすいバリアフリー化さ

れた歩行空間の確保を図るだけでは

なく、高齢者や障害者の社会参加の促

進などに対応するためにも行う事業

である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

  

 

●事業名 

安全かつバリアフリ

ーな歩行者ネットワ

ークの整備推進 
宮崎税務署南西交差点 
旭通り交差点 
瀬頭西交差点 
 

●内容 

横断歩道標識の高輝

度化、横断歩道表示

の高輝度化、音響機

能を持った信号機へ

の改善を図る。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度 

 

 

●宮崎県

公安委員

会 

 

①位置付け 

歩いて暮らせる生活空間を創出す

るために、来街者の誰もが安全かつ快

適に移動できる歩行空間を確保する

事業として位置付けている。 

 

②必要性 

交通バリアフリー法に基づきＨ15

年度に策定した宮崎市移動円滑化基

本構想において、中心市街地は重点整

備地区として位置付けられており、誰

もが移動しやすいバリアフリー化さ

れた歩行空間の確保を図るだけでは

なく、高齢者や障害者の社会参加の促

進などに対応するためにも行う事業

である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

駐車場と目的地間の

移動円滑化の推進 

 

●内容 

本町通線（カリー

ノ・郵便局間）に歩

道を整備すること

で、駐車場から目的

地までの移動におけ

る抵抗感をなくし、

既存駐車場の有効利

用を図る。 

全長：約110ｍ 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会を確立するために、自家用車

での中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

 

②必要性 

 歩道整備により、目的地から離れた

場所にある既存駐車場の利便性向上

を図り、自家用車でのアクセス性を向

上させる。また、歩行者の安全性確保

やバリアフリー化にも資することで、

来街者の増加を図るためにも必要な

事業である。  

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎駅西口拠点施設

整備事業（複合交通

センターの整備） 

 

●内容 

鉄道とバス交通のシ

ームレス化を図り、

中心市街地へのアク

セス性を向上させる

とともに、民間活力

を活用し宮崎駅周辺

のにぎわい・交流機

能を担う拠点とし

て、宮崎駅西口拠点

施設を整備する。 
 

敷地面積 

:約10,570㎡ 
 

●実施時期 

Ｈ21年度～Ｈ23年度 

 

●宮崎商

工会議所

グループ

が設立し

た特別目

的会社 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集積

し歩いて暮らせる生活空間を創出する

とともに、合併に伴う市域拡大への対

応への観点から、公共交通機関による

中心市街地へのアクセス性向上を図る

事業として位置付けている。 

 なお、本事業と関連して、当該拠点

施設の整備により、来街者の交流拠点

として大幅な魅力向上が図られるよう

に、バスダイヤの改正や、中心市街地

で導入を検討する循環バスとの接続に

よって回遊性を高めるなど、中心市街

地の利便性や魅力の再発見につなげる

ための検討を行う。 

 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公共

交通機関の利便性の向上を図り、中心

市街地へのアクセス性向上や高齢者等

の移動手段を確保する。特に、合併し

た旧佐土原町・田野町はJR日豊本線沿

線にあり、中心市街地へのアクセスの

重要な交通結節点として、新市の一体

感の醸成のため、早期の整備が必要で

ある。また、自家用車利用から公共交

通機関利用への転換を促すことで、地

球環境問題の改善にも資する事業であ

る。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 
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５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

[１] 都市福利施設の整備の必要性  

（背景） 

 中心市街地区域内には、国、県、市の行政関連施設が集中立地しているほか、市役所に隣接し

て、宮崎市民プラザ（ホール、ギャラリー、市民活動センター等）がある。 

 区域に隣接して東側には、宮崎市保健所、宮崎県体育館、宮崎市総合体育館、宮崎市中央公民

館、宮崎厚生年金会館、宮崎科学技術館等が立地しており、西側には宮崎県立宮崎病院が隣接し

ている。（参照P31「公共公益施設等の立地状況」） 

 また、デイサービス施設や介護療養型医療施設及びグループホーム施設についても、中心市街

地区域内に数多く立地している。 

 

（課題） 

 現状で多くの都市福利施設が整備されているものの、文化・芸術の拠点としての機能は、中心

部から約３km 北にある宮崎県立芸術劇場及び宮崎県立美術館、同じく３km 南にある宮崎市民文

化ホールがその役割を担っており、合併による新市の一体性を高めるためには、新市の市民が交

流できる機能をまちなかに確保することが必要であるが、現在の中心市街地区域内には、市民が

気軽に立ち寄れ芸術・文化に触れることのできる場が少ない状況であり、重要な課題となってい

る。 

 

（都市福利施設の整備の方針） 

 中心市街地活性化基本計画では、『橘通りを中心とした公園化』の理念の下、豊かな人間性の

回復をまちなかから発信することがテーマの一つである。 

 そのため、文化・芸術を通じて心の豊かさを充実させることができ、更には世代を超えたコミ

ュニティ回復の拠点となり得る施設として、（仮称）アートセンターの整備を行うこととしてい

る。 

 

（主要な都市福利施設の整備事業） 

●仮称・アートセンターの整備（橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業）※再掲／参照P67 

 →文化・芸術によるコミュニティの再生拠点づくり 

  

 

 

 

 

 

 

●橘通東２丁目地区市街地再開発事業／参照P68 

 →居住・商業・公益施設による複合施設の整備 

 
 

 

 

アートセンター

の機能 

遊び・創造機能 

アート鑑賞機能 

イベント・情報発信機能 

発表・表現機能 憩い・交流機能 
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※参考（仮称）アートセンターについて 

１．経緯 

平成１６年度 当地区の公共施設には「文化芸術によるコミュニティの再生拠点」として「（仮称）

アートセンター」がふさわしいと、橘通西３丁目地区公共施設検討委員会

（市民１１名）の検討報告書が提出される。 

平成１７年度 平成１６年度の報告書を受け、「橘通西３丁目地区公共施設整備計画策定委員会」（市

民１５名）を設置し、「（仮称）アートセンター」の基本的考え方や具備すべき機能、

ゾーン構成などについて検討した結果が整備計画書としてとりまとめられる。また、

本委員会の検討過程において、市民アンケートを実施し、どのような施設が望まれ

ているのかについて市民意向の把握を行っている。 

平成１８年度 市街地再開発事業の建築計画と並行し、（仮称）アートセンターの基本設計を進める

とともに、管理運営等について検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（仮称）アートセンターの概要 

 橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業（H18.3.1都市計画決定）の保留床を取得し、（仮称）

アートセンターとして整備する。約2,800㎡の床に次のような諸室を配置する。 

 
【遊び・創造機能】キッズアート 【アート鑑賞機能】展示室 【イベント・情報発信機能】広場 

 
【遊び・創造機能】創作アトリエ 【発表・表現機能】ホール 【憩い・交流機能】 

交流サロン、まちなか図書館 
 

 

【総括】 
・橘通り周辺への集客・にぎわいを促進する施設が望まれて

いる。 

・多くの市民が気軽に訪れ、交流できる施設、家族で楽しめ

る施設が望まれている。 

・様々な教室・講座の開催など、体験や活動ができるプログ

ラムの提供が望まれている。 

・子どもたちがアートに触れるためには、クラブ活動やもの

づくり体験が重要と考えられている。 

問：文化芸術に関する公共施設が当地区に整備さ

れた場合、この施設を利用したいと思いますか。

橘通西３丁目地区公共施設整備計画策定に係るアンケート（H17.12～H18.1） 

わからない
45（18%）

利用したくない 
4（2%）

どちらかという
と利用したくな
い　 4（2%）

どちらかという
と利用したい
87（35%）

是非利用したい 
107（43%）
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[２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関する事業 

  該当なし。 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

市街地再開発事業・

橘通西３丁目地区 

【※再掲】 

●内容 

橘通西３丁目地区に

おいて、市街地再開

発事業により、公共

機能と商業機能を併

せ持った複合建築物

を整備する。 

地区面積:約0.3ha 

敷地面積:約1,600㎡ 

延床面積:約5,400㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ21年度 

 

●橘通西

三丁目地

区第一種

市街地再

開発事業

個人施行

者 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化により活力ある地域

経済社会を確立し、合併に伴う新市の

市民の交流を図るため、文化・芸術を

基調とした魅力ある複合施設を整備

する。 

②必要性 

 地区内の建物の多くが築後４０年

程度経過しており、老朽化が進んでい

る。また、地区内にあった銀行の本店

機能の移転により、建物が十分利用さ

れていない状況であるため、健全な市

街地形成のため土地の有効利用が求

められている。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度  

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

高次都市施設・地域

交流ｾﾝﾀｰ・橘通西３

丁目(仮称･ｱｰﾄｾﾝﾀｰ) 

【※再掲】 

 

地域創造支援事業・

（仮称）ｱｰﾄｾﾝﾀｰ 

 

●内容 

橘通西３丁目地区に

おいて、市街地再開

発事業の保留床を取

得し、公共施設（仮

称 ｱｰﾄｾﾝﾀｰ）として

整備する。 

専有面積:約2,800㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化により活力ある地域

経済社会を確立し、合併に伴う新市の

市民の交流を図るため、文化・芸術を

基調とした魅力ある複合施設を整備

する。 

 

②必要性 

 中心市街地には、現状で多くの都市

福利施設が整備されているものの、市

民が気軽に立ち寄れ芸術・文化に触れ

ることのできる場が少ない状況であ

るため、「文化・芸術」という新たな

魅力を加え、にぎわい創出の拠点を整

備するものである。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 
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(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

(4) 国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

橘通東２丁目地区市

街地再開発事業 

【※再掲】 

 

●内容 

再開発事業により、

居住・商業・公益施

設の複合施設を整備

する。 

地区面積:約0.5ha 

敷地面積:約2,900㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ21年度～ 

 

●橘通東

２丁目地

区市街地

再開発準

備組合 

 

 

 

①位置付け 

コンパクトに集積した、歩いて暮ら

せる生活空間を創出するために、中心

市街地の居住推進策の先導的な事業

として位置付けている。 
 

②必要性 

まちなか居住のモデル的事業とし

て、中心市街地の居住者の増加を図る

とともに、商業・公益施設を備えた複

合施設として、交流の場を創出するた

めに必要な事業である。 
 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 
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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

[１] まちなか居住の推進の必要性  

（背景） 

 近年、中心市街地区域の周辺部において、

民間の分譲マンションが増加しており、中

心部から半径１.５㎞の区域では、人口も増

加に転じている。この都心回帰の状況は、

今後も続くものと予想される。 

（課題） 

 しかしながら、中心市街地区域内では、

狭小な敷地に対し、容積率が十分に活用さ

れないまま、市街化が進んでいる状況がみ

られ、子どもや高齢者にとって、必ずしも、

良好な居住環境とはなっていない側面も見

受けられる。 

（まちなか居住の推進の方針） 

 良好な居住環境の改善を図るため、市街

地再開発事業を推進するとともに、高齢者

や子育て世帯に対する家賃負担軽減等につ

ながる、優良な賃貸住宅の供給を促進する

ものとする。 

 

48,988

47,447 47,588

40,868
39,784 40,013

8,120

7,575

7,663

35,000

37,000

39,000

41,000

43,000

45,000

47,000

49,000

51,000

H7 H12 H17

6,800

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

１．５Km圏全体 周辺区域 中活区域

 

 

 

（主要なまちなか居住の事業） 

●橘通東２丁目地区再開発事業 ※再掲／参照P71 

 →市街地再開発事業により、居住・商業・公益施設の複合施設を整備する。 

●高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業、特定優良賃貸住宅供給促進事業、地域優良賃貸住宅供給促進事業

／参照P70 

 →高齢者、子育て世帯等に対する入居者の負担軽減のための家賃助成と、事業主への整備費用に係る一部

助成 
 

 

３丁目交差点を中心に

半径１.５kmの範囲 

３丁目交差点 

中心部の活性化を支

える居住人口 

※中心市街地の魅力の増進とアクセス利便性の確保によ

る居住人口を活用した活性化。 

※
市
全
域
の
居
住
の
あ
り
方
と
の
調
和

「
住
宅
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
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[２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関する事業 

  該当なし。 

 

 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関する事業 

  該当なし。 

 

 

 

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

・高齢者向け優良賃

貸住宅供給促進事業 

・特定優良賃貸住宅

供給促進事業 

・地域優良賃貸住宅

供給促進事業 

 

●内容 

高齢者、子育て世帯

等に対する入居者の

負担軽減のための家

賃助成と、事業主に

対し、整備費用に係

る一部助成を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ12年度～ 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 まちなか居住を推進し、にぎわいを

創出させるとともに、歩いて暮らせる

生活空間を創出するための事業とし

て位置付けている。 

 

②必要性 

民間活力を利用し、中心市街地内の

居住人口増加を図るとともに、高齢者

の居住の安定を確保するために必要

な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金

（地域住宅計

画に基づく事

業） 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ17年度～ 

 

 

 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

  該当なし。 
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(4) 国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

橘通東２丁目地区市

街地再開発事業 

【※再掲】 

 

●内容 

再開発事業により、

居住・商業・公益施

設の複合施設を整備

する。 

地区面積:約0.5ha 

敷地面積:約2,900㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ21年度～ 

 

●橘通東

２丁目地

区市街地

再開発準

備組合 

 

 

 

①位置付け 

コンパクトに集積した、歩いて暮ら

せる生活空間を創出するために、中心

市街地の居住推進策の先導的な事業

として位置付けている。 
 

②必要性 

まちなか居住のモデル的事業とし

て、中心市街地の居住者の増加を図る

とともに、商業・公益施設を備えた複

合施設として、交流の場を創出するた

めに必要な事業である。 
 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

 
 



 ７２

７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための 

事業及び措置に関する事項 

[１] 商業の活性化の必要性  

（背景） 

 平成3年から平成16年までの中心市街地における商業店舗の減少数（246店舗）は、本市全体

の減少数（1,064店舗）の約２割に相当する（参照P11「(3)商業」）。 

 複合的な要因による消費の郊外化傾向は強く、個店や商店街単位のみでの取組では、郊外の大

型店等には対抗できない状況にある。 

 

（課題） 

 消費の多様化への対応が不可欠であり、平成 18 年 9 月に増床オープンした宮崎山形屋は、本

県初出店のブランドショップなどにより吸引力を強化しており、隣接する大型店や周辺の個店で

は、ターゲットとなる客層の差異化や個店の魅力化など活性化への相乗効果がみられる。 

 今後は、この効果を中心市街地全体の活性化につなげていくことが必要であり、若年層やファ

ミリー層等の多様な顧客をまちなかに誘引する取組を強化するなど、中心市街地の特徴をいかし

た商業機能の強化が課題である。 

 

（商業の活性化の方針） 

 中心市街地の商業機能は、商品の販売だけでなく情報・文化の発信機能として、また都市の楽

しみやにぎわいを創出させる重要な要素である。 

 『橘通りを中心とした公園化』の理念の下、文化や地域性をいかすとともに、多様な主体が一

体となって各種イベント事業等を展開し、市民の愛着を得ながらまちなかの魅力的な商業機能の

再生を図っていく。 

 

（主要な商業の活性化事業） 

●宮崎駅前商店街整備事業（電線類地中化、カラー舗装、オーニング設置事業等）／参照P74～78,87 

 →平成18年度に実施した老朽化したアーケードの撤去に併せ、電線類地中化やカラー舗装等を施して

コミュニティ道路化を図り、併せて各店舗協調によるファサード整備。 

●民間駐車場整備事業（カリーノ立体駐車場整備）／参照P78 

 →複合的な機能を有する利便性の高い立体駐車場の整備。 

●駐車場共同利用システム支援事業／参照P79 

 →商店街のどこにとめても同じ駐車サービスを受けられるシステムを構築・稼動させる。 

●空店舗対策事業（空店舗対策事業・空店舗支援事業、ランドオーナー研修事業、橘通りよってンプラ

ザ運営事業、レンタサイクル事業、まちんなかプレイパーク事業、ガガエイト運営事業等）／参照 P80

～83 

 →市民の交流拠点の創出・運営支援、空き店舗対策としての事業研究費補助、地権者を巻き込んだ活

性化研究会・懇談会の開催。 

●中心市街地にぎわい事業（中心市街地イベント事業、先進的商店街等活性化事業、みやざき夏の夜祭、光

のファンタジー事業、市街地活性化モデル事業、宮崎たまゆら温泉かぐらまつり）／参照P80,84,85,88 

 →商店街の枠を越え市民団体やＮＰＯが協力して参加できるイベントの開催支援、先進的なモデル事

業を実施する商業団体への支援、宮崎の地域性をいかした祭りなどによる活性化等。 
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駐車場の利便性の向上 

●駐車場共同利用システム支援 
官民共同の大型駐車場を核に周辺民間 

駐車場との面的な共同利用を具体化し、 

商店街･大型店･駐車場が一体となって 

中心市街地の魅力を創出。共通の無料 

駐車券の導入によりサービスを提供。 

駅前商店街

商工会議所

商店街

駐車場 

大型店

連携(Ｈ19.4試行運用 
駐車台数：約2,800台）

Ｄｏまんなかモール

橘公園 

ガガエイト 

大淀川 

観光･交流の場の創出 
●みやざき夏の夜祭     ●宮崎たまゆら温泉かぐらまつり
  ホテル街を舞台に、観光客をターゲットにしたイベントの開催 

 

親子のふれあい･子育て支援 

●まちんなかプレイパーク 
ＮＰＯによる一時預かり・交流 

商業基盤の整備 
●宮崎駅前商店街整備 
電線地中化、カラー舗装、街路灯等の整備等

情報発信の拠点 
●よってンプラザ 
ｲﾍﾞﾝﾄ･観光等に関するﾀｳﾝ情報

の発信、車椅子対応トイレ完備 

地域住民との交流 
●先進的商店街等活性化支援 

灯台ひろば朝市の開催(毎週末) 

にぎわいの創出 
●光のファンタジー 
橘通りをイルミネーションで装飾 

 

回遊性の向上 
●レンタサイクル 
自転車の貸出し 

ＪＲ宮崎駅 

土地建物所有者の参画 
●ランドオーナー研修 
一番街や若草通の商店街振興組合でオー

ナー会が発足、空き店舗の組合賦課金を

オーナーが負担するなど協力体制が充実

＝貸出し拠点 

大型駐車場 

民間駐車場の整備 
●カリーノ立体駐車場整備イメージ図（案）

平面駐車場を立体化、複合的な機能を付加
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[２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

そ の 他

の 事 項

●事業名 

宮崎駅前商店街

整備事業 

（街路灯等の整

備等） 

 

●内容 

商店街の電線地

中化、カラー舗装

等の基盤整備事

業に併せて、街路

灯等を新設し、イ

ベント（仮称・あ

みだ市）を実施す

る。 

延長：230m 

 

●実施時期 

Ｈ20年度～ 

●宮崎駅前

商店街振興

組合 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、商店街の付加価値を

高めるものとして位置付けている。 

 

②必要性 

 平成18年度に実施したアーケード

の撤去に併せ、商店街のカラー舗装、

電線地中化、街路灯等の整備等を一体

的に行うことで、商店街をリニューア

ルし、魅力ある都市空間の形成及び中

心市街地の回遊性・にぎわいを高める

ために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 

●中小小売商

業高度化事業

に係る特定民

間中心市街地

活性化事業計

画の経済産業

大臣認定 

   

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ20年度～ 

 

 

●戦略的

中心市街

地中小商

業等活性

化支援事

業費補助

金 

(経済産

業省) 

 

 

●当該中小小売商業高度化事業が、当該中心市街地内における他の商店街等への商業活性化に係る取

組にもたらす影響（当該商店街等及び当該中心市街地内における他の商店街等の来街者数の現況等） 

 

・当該商店街の通行量調査地点（①広島通）における通行量は、休日・平日とも毎年減少している。

・当該商店街に隣接する宮崎駅前の通行量調査地点（②～④）における通行量も減少傾向にある。

・当該事業の実施により、宮崎駅前エリアを含む中心市街地の回遊性が高まり、商業活性化に寄与

することが期待される。 

宮崎市主要商店街の通行量調査（宮崎駅前エリア抜粋）            単位：人 

調査ポイント H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 

①広島通 
休日 3,522 3,163 2,885 2,707 

平日    3,767 3,959    3,577    2,997 

②高千穂通2丁目 
休日 3,791 2,681 3,049 2,104 

平日 4,786    3,866    4,018    3,814 

③宮崎駅（南） 
休日 2,170 2,090 2,313 1,903 

平日 2,909 3,413 3,073 2,613 

④宮崎駅（北） 
休日 3,161 2,939 2,453 1,146 

平日 2,075 2,064 1,269 686 

計 
休日 12,644 10,873 10,700  7,860 

平日 13,537 13,302 11,937  10,110 

資料：宮崎市 
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●個店の活力や集客力、営業状態等が全体の魅力の向上にどのように結び付き、また逆に、商店街

の特性や共同事業の成否が構成店舗の活力の向上にどのように結びついているのか、「個々の取

組」と「共同的な取組」との連動内容 

・当該商店街においては、自主的な「まちづくり計画」を推進するため、商業者、地権者、地域住

民、行政等と共に検討を重ねている。現在、老朽化したアーケードの撤去が終了し、魅力ある商

店街の実現に向け活動している。（歩行者に配慮した環境整備により、来街者が増え、にぎわい

の創出が期待される。） 

・当該事業を含む駅前商店街の取組は、先駆的な活性化の取組として、本市の中心市街地への波及

的な効果が期待される。特に「共同的な取組」については、隣接する団体と一体となった取組を

推進するとともに、地元住民や大学生との協働によるまちづくりに鋭意取り組んでいる。 

「個々の取組」 

 ・空き店舗を、地域住民の交流拠点（フリースペース「ふーが」）として開放している。 

・宮崎駅前商店街整備事業の一環として、個店がオーニングテントを設置し、商店街の統一感

に配慮した取組を予定している。 

 「共同的な取組」 

  ・宮崎駅前活性化連合会の設立（駅周辺の面的な活性化を目指し、「宮崎駅前商店街振興組合」、

「ＪＲ宮崎フレスタ商店会」、「ギャゼットマーケットプレイス」の３団体が一体となって協

力） 

・商店街の再生（老朽化したアーケードを撤去し、新たな商店街の再生を目指している。） 

  ・地元大学生との協働の取組（イベント、地域通貨「ちゃが」の発行、情報誌の発行等） 

  ・地元住民との協働の取組（市民事業「まちんなかフラワーパーク」における植栽活動） 

 

●当該中小小売商業高度化事業に影響を与える空き店舗数・率の現況 

 ・平成16年度以降、空き店舗数が増加し、平成18年度には、約20％が空き店舗となっている。

 ・当該事業を含む基盤整備事業により、改善が期待される。 

 

 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 

宮崎駅前商店街 

空き店舗率 
18.2％（8/44） 9.1％（4/44） 13.6％（6/44） 20.5％（9/44）

資料：宮崎商工会議所 

 

●文教施設、医療施設、公共事業等まちの諸事業と連動した中小小売商業高度化事業であること 

・当該事業は、宮崎駅前商店街の基盤整備の一環として実施する事業であり、先駆的な取組を

バックアップするため、市の実施する事業（電線地中化、カラー舗装等）と連動させて実施する。
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

そ の 他

の 事 項

 

●事業名 

宮崎駅西口拠点

施設整備事業（コ

ンベンション整

備運営事業） 

 

●内容 

商工会議所、商業

施設、コミュニテ

ィ施設からなる

複合商業施設に、

会議スペースを

設置し、各種団体

や一般市民への

貸出、会議等の誘

致を行うことで、

来街者を増やし、

商業活性化・中心

市街地活性化を

図る。 

 

●実施時期 

Ｈ23年度 

 

●宮崎商工

会議所 

 

①位置付け 

 宮崎駅前にふさわしい都市機能の

導入を目指すとともに、地域の利便性

向上やにぎわいづくりに資する施設

の整備として位置付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地へのアクセスの重要な

交通結節点にコンベンション施設を

整備することで、利用者の利便性や中

心市街地内の回遊性の向上を図るた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

●措置の内容 

中小小売商業

高度化事業に

係る特定民間

中心市街地活

性化事業計画

の経済産業大

臣認定 

   

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ23年度 

 

 

●戦略的

中心市街

地商業等

活性化支

援事業費

補助金 

(経済産

業省) 

 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎駅前商店街整備

事業 

（街路灯等の整備等） 

【※再掲】 

 

●内容 

商店街に街路灯等を

新設し、イベント（仮

称・あみだ市）を実

施する。 

延長：230ｍ 

 

●実施時期 

Ｈ20年度～ 

 

●宮崎駅

前商店街

振興組合 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、商店街の付加価値を

高めるものとして位置付けている。 

 

②必要性 

 商店街のカラー舗装、電線地中化、

街路灯等の整備等を一体的に行うこ

とで、商店街をリニューアルし、中心

市街地のにぎわいを高めるために必

要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

戦略的中心市

街地中小商業

等活性化支援

事業費補助金

(経済産業省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ20年度～ 

 



 ７７

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎駅西口拠点施設

整備事業（コンベン

ション整備運営事

業）   

     【※再掲】 

 

●内容 

商工会議所、商業施

設、コミュニティ施

設からなる複合商業

施設に、会議スペー

スを設置し、各種団

体や一般市民への貸

出、会議等の誘致を

行うことで、来街者

を増やし、商業活性

化・中心市街地活性

化を図る。 

 

●実施時期 

Ｈ23年度 

 

 

●宮崎商

工会議所 

 

①位置付け 

 宮崎駅前にふさわしい都市機能の

導入を目指すとともに、地域の利便性

向上やにぎわいづくりに資する施設

の整備として位置付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地へのアクセスの重要な

交通結節点にコンベンション施設を

整備することで、利用者の利便性や中

心市街地内の回遊性の向上を図るた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

●措置の内容 

戦略的中心市

街地商業等活

性化事業費補

助金 

(経済産業省) 

   

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ23年度 

 

 

 

●事業名 

高質空間形成施設・

電線類地下埋設施設 

橘通老松1号線 

(宮崎駅前通り) 

【※再掲】 

 

●内容 

電線類地中化による

中心市街地の景観向

上 

延長：230ｍ 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ20年度 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間を創出するために、

個性や魅力にあふれ人が住まい・集う

まちづくりの事業として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

災害に強いまちづくりの推進のた

め、中心市街地の防災機能を向上する

とともに、中心市街地の魅力を向上

し、美しく個性ある都市景観の創出を

行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ20年度 

 



 ７８

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

高質空間形成施設・

緑化施設等 

橘通老松１号線 

(宮崎駅前通り) 

【※再掲】 

 

●内容 

道路工作物・付属物

の美装化（カラー舗

装・ｽﾄﾘｰﾄﾌｧﾆﾁｬｰ等）、

道路緑化 

全長：230ｍ 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 美しい都市空間の創出をするため

に、個性や魅力にあふれ人が住まい・

集うまちづくりの事業として位置付

けている。 

  

②必要性 

 街に彩りを与える要素となる部分

を充足し、中心市街地の魅力を向上

し、美しく個性ある都市景観の創出を

行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度～ 

Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

民間駐車場整備事業 

（カリーノ立体駐車

場整備） 

 

●内容 

現在の平面駐車場を

立体化し、子育て支

援機能や来街者への

便宜提供機能など複

合的な機能を有する

利便性の高い駐車場

として整備する。 

敷地面積:約5,400㎡ 

駐車台数:約500台 

 

●実施時期 

Ｈ22年度～ 

 

 

 

 

●株式会

社ＣＦＣ 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある中心市街地にす

るための対策事業で、駐車場不足を解

消するための整備として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

 単なる立体駐車場としてではなく、

そこに複合的な機能を有することも

計画しているため、中心市街地の魅

力・利便性を高める事業として必要で

ある。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

戦略的中心市

街地商業等活

性化支援事業

費補助金 

(経済産業省) 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ22年度～ 

 

 



 ７９

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

駐車場共同利用シス

テム支援事業 

 

●内容 

消費者がどこにとめ

ても同じ駐車サービ

スを受けられるシス

テムを構築・稼動さ

せる。 

駐車台数:約2,800台 

 

●実施時期 

Ｈ17年度～ 

 

●宮崎商

工会議所 

 

●Ｄｏま

んなかモ

ール委員

会 

 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、消費者、商業者、駐

車場経営者の３者の利便性を高める

システムとして位置付けている。 

 

②必要性 

 駐車場の共同利用を進めることで、

中心市街地を一つのモールとしてと

らえることで郊外大型店の無料駐車

場に対抗でき、中心市街地への来易さ

を高めるために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

●措置の内容 

1.中心市街地

活性化ソフト

事業(総務省) 

 

2.戦略的中心

市街地商業等

活性化支援事

業費補助金

(経済産業省)

（措置対象：

宮崎商工会議

所） 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ19年度 

2.Ｈ22年度～ 

 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「ＩＴを活用し

た情報提供事業」 

 

●内容 

中心市街地に関する

情報をＨＰ上で発信

していく。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●1.宮崎

商工会議

所 ( 宮 崎

TMO) 

 

●2.Ｄｏ

まんなか

モール委

員会 

 

①位置付け 

 多様な主体による社会・経済的活動

により、活力ある地域経済社会を確立

するために、中心市街地の魅力・機

能・利便性を高める事業の情報発信の

ツールとして位置付けている。 

 

②必要性 

 多様な消費者に対し中心市街地の

情報を伝えるのに最もポピュラーで

効果的な方法であり、今後ますますの

利用が見込まれるため必要な事業で

ある。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ18年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 



 ８０

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「中心市街地イ

ベント事業」 

 

●内容 

 商店街の垣根を越

え、一つのショッピ

ングモールとして一

体的にイベントを行

っていく。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～ 

 

●Ｄｏま

んなかモ

ール委員

会 

 

①位置付け 

 多様な主体による社会・文化的活動

により、活力ある地域経済社会を確立

するために、中心市街地の交流人口を

高めるにぎわい事業の広域的な取組

のイベントとして位置付けている。 

 

②必要性 

 多様な消費者を満足させるために

は、多様な商業者の集まりをもって事

業を行うことが効率・効果的であり、

その先進事例として必要な事業であ

る。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

1.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省） 

 

2.中心市街地

活性化ソフト

事業（総務省） 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ19年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ23年度 

 ～Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業 

1.「空店舗対策事業」 

2.「空店舗支援事業」 

 

●内容 

中心市街地に点在す

る空店舗へ出店する

事業者に対し、一部

事業研究費として補

助を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ27年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●1.宮崎

商工会議

所 ( 宮 崎

TMO) 

Ｈ22 年度

まで 

 

2.宮崎市 

Ｈ23 年度

から 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、その商店街において

最も必要なテナントミックスを形成

する支援として位置付けている。 

 

②必要性 

中心市街地の商業は、商店数・年間

商品販売額など年々減少が続いてい

る。また、就業者についても減少が続

いており、中心市街地におけるにぎわ

いを回復するためには、市民を中心市

街地へ引きつける魅力的な店舗が必

要である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

1.社会資本整

備総合交付金

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省） 

 

2.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画事業） 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ18年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ23年度 

～Ｈ27年度 

 



 ８１

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「ランドオーナ

ー研修事業」 

 

●内容 

商業基盤整備事業や

家賃について商業者

や地権者等のコンセ

ンサス形成を図るた

めに研修会や懇談会

等を開催する。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ22年度 

 

●宮崎商

工会議所
(宮崎TMO) 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、さまざまな立場の人

達で魅力的な商店街を形成するため

の研修事業として位置付けている。 

 

②必要性 

 懇談会や研修会を通して商業者や

地権者等の意識改革・協力体制の充実

を図ることで、自らが主体となる事業

を推進していく。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「橘通りよって

ンプラザ運営事業」 

 

●内容 

中心市街地内の空店

舗を活用し、中心市

街地の各店舗の場

所、取扱商品、駐車

場、イベント等の情

報を提供し、来街者

の利便性を向上させ

る。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●宮崎市 

 

○委託先

Ｄｏまん

なかモー

ル委員会 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、情報の収集・提供を

一体的に行う施設として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

 中心市街地の情報を一元管理して

いき、来街者の利便性を向上させるの

に必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

1．社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

2．中心市街地

活性化ソフト

事業（総務省） 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1．Ｈ18年度 

～Ｈ22年度 

2．Ｈ24年度 

 



 ８２

 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「レンタサイク

ル事業」 

 

●内容 

来街者に対して、市

街地での回遊性・利

便性の向上を図るた

め、自転車の貸出サ

ービスを行う。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●1．宮崎

市 

Ｈ23 年度

まで 

 

○委託先 

ＮＰＯ法

人宮崎文

化本舗 

 

 

●2．ＮＰ

Ｏ法人宮

崎文化本

舗他 

Ｈ24 年度

から   

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、自動車や電車などの

交通手段で来た消費者の利便性の向

上を図るための支援策として位置付

けている。 

 

②必要性 

中心市街地に自動車や電車で来た

消費者に自転車をレンタルすること

で、中心市街地における行動範囲が広

がり、回遊性の向上を図っていくため

に必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ20年度 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「まちんなかプ

レイパーク事業」 

 

●内容 

子どもの一時預かり

や子供向け親子向け

のイベントを実施す

ることで、交流や情

報交換の場としてい

く。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●宮崎市 

 

○委託先

ＮＰＯ法

人みやざ

き子ども

文化セン

ター 

 

○委託先

ＮＰＯ法

人ドロッ

プインセ

ンター 

Ｈ23 年度

まで 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、親子連れの消費者が

買い物をしやすいように子どもの一

時預かりや子供の向けのイベントを

する場として位置付けている。 

 

②必要性 

中心市街地に来た親子連れなどの

消費者が子どもを預けたり、親同士、

子同士の交流の場として活用できる

ため、中心市街地の利便性を高めるた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

1.まちづくり

交付金 

(国土交通省) 

2.中心市街地

活性化ソフト

事業（総務省） 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ18年度 

～Ｈ21年度 

2.Ｈ22年度 

 ～Ｈ23年度 

 

 



 ８３

 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「ガガエイト運

営事業」 

 

●内容 

中心市街地にｺﾐｭﾆﾃｨ

ｽﾍﾟｰｽを確保し、来街

者に憩いの空間やま

ちなかイベント等を

開催することができ

る空間の提供を行

う。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ23年度 

 

●宮崎商

工会議所
(宮崎TMO) 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応える

ことのできる活力ある商店街にす

るための対策事業で、消費者がつい

でに来て気軽に相談ができる場と

して位置付けている。 

 

②必要性 

 消費者が気軽に相談できる場を

中心市街地に設けることで、買い物

の場としてだけでなく、コミュニテ

ィの場としても利便性を高めるた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ22年度 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「まちの保健室

事業」 

 

●内容 

中心市街地に来た消

費者が健康や育児、

ＤＶについての相談

をできる場の提供を

行う。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 

 

○委託先

宮崎県看

護協会 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応える

ことのできる活力ある商店街にす

るための対策事業で、消費者がつい

でに来て気軽に相談ができる場と

して位置付けている。 

 

②必要性 

 消費者が気軽に相談できる場を

中心市街地に設けることで、買い物

の場としてだけでなく、コミュニテ

ィの場としても利便性を高めるた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ20年度 
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事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

先進的商店街等活性

化支援事業 

 

 

●内容 

先進的なモデル事業

を実施する商業団体

に対し、選考委員会

を通じ採択を行い、

支援する。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

●各商店

街等 

 

①位置付け 

 多様な主体による社会・文化的活

動により、活力ある地域経済社会を

確立するために、中心市街地の交流

人口を高めるにぎわい事業のモデ

ル的なイベントとして位置付けて

いる。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるため、

商業者自らが考え実施したいモデ

ル性の高い事業を支援していくこ

とで、その活動を周辺商店街に波及

させていくためにも必要な事業で

ある。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

みやざき夏の夜祭 

 

●内容 

花火の打ち上げやス

テージイベント等 

 

●実施時期 

Ｓ58年度～Ｈ20年度 

 

●みやざ

き夏の夜

祭実行委

員会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎ

わいを回復するための事業として

位置付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるため

のイベントを行い、中心市街地の来

街者を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ20年度 

 

 



 ８５

 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

光のファンタジー事

業 

 

●内容 

商店街の夜の景観を

向上させるため、中

心市街地をイルミネ

ーションで彩る。 

 

●実施時期 

Ｈ10年度～ 

 

●宮崎市

商店街振

興組合連

合会 

 

●ニシタ

チまちづ

くり協同

組合 

 

①位置付け 

 多様な主体による文化的活動に

より、活力ある地域経済社会を確立

するために、中心市街地の交流人口

を高めるにぎわい事業の補助的な

取組として位置付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の風物詩として、市民

に認知されている事業であり、中心

市街地のにぎわいの創出を補助す

る事業として必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

市街地活性化モデル

事業 

（ふるさと物産館

「海幸・山幸」） 

 

●内容 

県内３市町村の産品

を販売し、ＰＲする

とともに空スペース

を利用してイベント

を開催する。 

 

●実施時期 

Ｈ12年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

●ふるさ

と物産館

「海幸・

山幸」運

営協議会 

 

①位置付け 

 多様な主体による経済的活動に

より、活力ある地域経済社会を確立

するために、中心市街地の交流人口

を高めるにぎわい事業の３市町村

の情報発信の場として位置付けて

いる。 

 

②必要性 

 地元商店街と３市町村が協力し

て地場産品のＰＲやイベント開催

をすることで、集客力をアップし、

回遊性を高めるために必要な事業

である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 



 ８６

 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

市民活動拠点支援事

業 

（ＮＰＯオフィス支

援事業） 

 

●内容 

中活エリアにおい

て、ＮＰＯが事務所

を借り上げる際の家

賃を補助する。 

 

●実施時期 

Ｈ17年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の経済的活動により、

活力ある地域経済社会の確立のた

め、様々な人が集い、また多世代交

流が具現化できる有効的手段の一

つと位置付ける。 

 

②必要性 

 市内ＮＰＯ法人の半数以上が事

務所を持っていない。また、約7割

の団体がこの制度に賛同している。

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

● 実 施 時 期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 

 

 

 

 

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

 

 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

 

 

 



 ８７

(4) 国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎駅前商店街整備

事業（オーニング設

置） 

 

●内容 

商店街にオーニング

テントを設置するこ

とで通りの統一感を

出す。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度 

 

 

●宮崎駅

前商店街

振興組合 

 

①位置付け 

 消費者の多様なニーズに応えるこ

とのできる活力ある商店街にするた

めの対策事業で、商店街のイメージア

ップ事業として位置付けている。 

 

②必要性 

 商店街の統一感、イメージアップを

図るモデル的な事業であり、また、商

店街の結束を高める為に必要な事業

である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

 

●措置の内容 

宮崎県地域商

業づくり総合

支援事業費補

助金 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

 

 

●事業名 

産業誘致育成事業 

 

●内容 

企業立地奨励金交付

事業等を活用し、中

心市街地に新たな産

業の誘致を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～ 

 

●宮崎市 

 

①位置付け 

 多様な主体による社会・経済的活動

により、活力ある地域経済社会を確立

するために、中心市街地の魅力・機

能・利便性を高める事業の魅力ある企

業を増やす施策として位置付けてい

る。 

 

②必要性 

 中心市街地に新たな企業を誘致す

ることは、雇用の場が広がることによ

り昼間人口の増加につながるため必

要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 



 ８８

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎たまゆら温泉か

ぐらまつり 

 

●内容 

神楽公演、灯りのオ

ブジェの展示等 

 

●実施時期 

Ｈ13年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎た

まゆら温

泉祭実行

委員会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

イベントを行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

まちかどギャラリー

開催事業 

 

●内容 

宮崎市が所有する美

術作品を、中心市街

地の商業店舗や事務

所のショウウィンド

ウに展示する。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域社会を確立するため

に、市民活動・文化活動を通じた多世

代交流によるにぎわいを創出し楽し

むまちづくりとして位置付ける。 

 

②必要性 

都市空間における文化的気風が高

まり、郷土の作家の支援や顕彰ができ

るとともに、市民が気軽に芸術作品に

親しむ心が醸成される環境の実現の

ために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 
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８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

[１] 公共交通機関の利便性の増進及び特定事業の推進の必要性  

(1) 公共交通機関の利便性の増進に関するもの 

（背景）本市の幹線道路の整備進展や車の利便性向上に伴い、中心市街地への依存度が低下して

おり、歩行者通行量の減少に歯止めがかからない状況である（※参照P16「(5)交通」）。 

（課題）車社会への現実的な対応と環境負荷の小さな交通体系への転換が課題である。 

（公共交通機関の利便性の増進の方針）複合交通センターの整備（バスダイヤの改正検討を含む）

によるバスと鉄道の交通結節機能の強化、利便性の高い循環バスの導入検討などにより、世

代を問わず、郊外住宅団地はもとより合併旧町域など市内のどこからでも中心市街地に行く

ことがより容易になるよう、また、合併に伴う市域の拡大に伴う課題（新市住民の交流）に

対応できるよう、公共交通機関の利便性の増進を図る。また、『橘通りを中心とした公園化』

の基本理念の下、橘通りの新たな活用に向けた社会実験を行うことにより、過度な車依存社

会からの脱却を企図する。 

(2) その他の一体的に推進する事業に関するもの 

 本市では、「九州一の景観都市」「九州一のボランティア都市」づくりを推進しており、『橘通

りを中心とした公園化』の基本理念の下、まちなか緑化やそのルールづくり、交流の活性化策と

しての各種イベント事業等について、積極的な市民協働により実施していくこととする。 

 

（主要な公共交通機関の利便性の増進に関する事業） 

●鉄道・バスの乗り換え、利便性の向上（宮崎駅西口拠点整備事業）※再掲／参照P93,94,101 

 →鉄道、バス交通のシームレス化を図る複合交通センターの整備。 

●橘通り公園化の社会実験（基礎調査、既存ストックの有効活用社会実験）／参照P95 

 →道路空間という社会資本ストックの活用及び交通への影響等についての検証。 

●駐車場と目的地間の移動円滑化対策の推進／参照P102 

 →既存駐車場の有効活用を図る横断歩道等の設置の可能性調査。 

●循環バスの社会実験／参照P94 

 →中心市街地の回遊性を向上させる循環バス導入に向けた検討、社会実験の実施。 

●交通需要マネジメント施策の推進／参照P102 

 →公共交通機関の活性化対策として、車から公共交通機関への利用の転換をＰＲ。 

 

（その他、一体的に推進する事業） 

●景観モデル地区デザインづくり事業／参照P97 ●中心市街地緑化事業／参照P96 

●市民によるまちなか緑化の推進／参照P103 ●ごみのぽい捨て・路上喫煙対策事業／参照P110 

 →橘通りを中心とした公園化を促進する良好な景観づくりのルール化、緑化支援、公共マナーの向上 

●中心市街地にぎわい事業（みやざき国際ストリート音楽祭開催事業、まつりえれこっちゃみやざき、 

フェニックスリーグ開幕祭、ジャイアンツプラザ運営等）／参照P96～99,104～106 

 →宮崎の地域性をいかしたイベント等の実施支援等。 

●まちづくり専門家派遣事業／参照P110 ●まちなか起業家養成塾／参照P108  

●協働まちづくり活動支援／参照P107 ●協働コーディネーターの育成／参照P107 

●市民文化創造人材育成事業／参照P108 ●市民活動拠点支援事業 ※再掲／参照P100  

 →市民参加・市民協働に関する人材育成、活動支援等。 

●パブリックアート設置事業 ※再掲／参照P109 ●まちかどギャラリー開催事業 ※再掲／参照P109 

 →市街地の公共空間やショーウインドウを利用したアートの展示。 
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公共交通機関の利便性の増進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

             

              

 

             

           

 

             

既存ストックを活用した中心市街地の再生 

○橘通り公園化の社会実験 

中心市街地のにぎわい再生のため、道

路空間という既存の社会資本ストック

の有効活用策を社会実験により検証す

る。 

回遊性の向上 

○循環バスの社会実験 

中心市街地の回遊性を向上

させる循環バス導入に向け

た検討、社会実験の実施 

鉄道・バスの乗換え利便性の向上 

○宮崎駅西口拠点施設整備事業 

（複合交通センターの整備） 

交通結節機能の強化（快適・便利な交通結節施設）

  

現在分散しているバスの発着機能を集約しＪＲ宮崎駅に

近接化することにより、来街者や観光客にわかりやすく便

利な交通結節施設とするとともに、民間活力を活用し宮崎

駅周辺のにぎわい・交流機能を担う拠点を形成することに

より中心市街地の回遊性の向上を図る。（次頁参照） 

外観イメージ

内観イメージ

橘
通
り 

高千穂通り

JR宮崎駅 

県庁 

市役所 

大淀川 
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「（仮称）宮崎駅西口拠点施設実施計画（平成18年12月）に掲載されたコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設のコンセプト 

「宮崎の陸の玄関口：にぎわい、快適、憩いの交流拠点」 

１）宮崎の「顔」となる施設 

 少子化・高齢化社会の到来、市町村合併等地方分権の進展など社会のシステムが大きく変

化するなか、これからの地方都市では地域の主体的な取組による個性的な地域経営が求めら

れている時代である。これに対応し宮崎が存在感のある地域であるためには、宮崎の持つ特

性を最大限にいかし「宮崎らしさ」をアピールし続ける必要がある。このため、本施設では

宮崎の陸の玄関口として「交通の拠点」ならびに宮崎の「顔」となる施設づくりを目指す。 

２）にぎわい・交流拠点となる施設 

 空洞化・活力低下などの課題が見受けられる宮崎市の中心市街地において、宮崎駅前商店

街をはじめとする周辺の商業施設や高千穂通り・老松通りに集積する業務施設・専門学校等と有

機的に結びつくことにより、JR 宮崎駅前の「にぎわい」を創出するとともに、橘通３丁目周辺に集積

する商業施設と連携して「いつも歩いて楽しめるまち」を形成し、中心市街地全体の活力強化に資

する施設づくりを目指す。 

３）快適・便利な交通結節施設 

 現在の駅前広場と駅前営業所に分散しているバスの発着機能を集約し、鉄道駅とバス乗降所と

の近接化により乗り換えの利便性の向上を図るとともに、駐車施設等の併設により交通結節機能を

強化し、公共交通機関の利用促進に資する施設づくりを目指す。 

４）安心・憩いのまちなか環境の形成 

 本市の都市景観軸の一つ、『にぎわい景観を象徴する「市街地景観軸」』でありシンボルロードで

もある高千穂通りの起点部に位置する本施設では、駅前広場と一体となった景観空間としての整備

が求められる。このため、本施設では緑化施設やオープンスペースを積極的に取り入れ、また夜間

の景観にも配慮した潤いのあるまちなか環境の形成を目指す。 

２．考えられる機能 

 施設のコンセプトを実現するため、宮崎駅西口地区の立地特性をいかし、交通機能（バスターミナル、

駐車場）を中心に付加機能（広場機能、行政サービス提供機能、商業・業務機能等）を地区周辺の既存

施設等と機能補完しながら形成する。これにより中心市街地東北部の拠点を強化し、更に橘通三丁目地

区等と連携することで中心市街地全体の活性化に寄与する。 
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その他の一体的に推進する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市役所 

高千穂通り 
JR宮崎駅 

橘
通
り 

県庁 

大淀川 

宮崎の地域性をいかしたイベント等の実施支援 

まちなか起業家養成塾 まちづくり専門家派遣事業 

市民参加・市民協働に関する人材育成、活動支援 

みやざき国際ストリート音楽祭 まつり えれこっちゃみやざき 秋の商工観光まつり 

楠並木コリドール 

みやざき納涼花火大会 
パブリックアート設置事業

 

橘
通
り
を
中
心
と
し
た
公
園
化
を
促
進
す
る
良
好
な
景
観
づ
く
り 

中心市街地緑化事業 

市民によるまちなか緑化の推進 

ごみのぽい捨て・ 

路上喫煙対策事業 

（宮崎神宮大祭）



 ９３

[２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関する事業 

  該当なし。 

 

 

 

 

 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

事業活用調査・宮崎

駅西口拠点施設民間

資金等活用事業 

JR宮崎駅西口公有地 

【※再掲】 

 

●内容 

鉄道とバス交通のシ

ームレス化を図り、

中心市街地へのアク

セス性を向上させる

ため、宮崎駅西口に

複合交通センターを

整備する（当該事業

では施設整備に向け

た民間事業者の選定

を実施）。 

敷地面積:約10,570㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ19年度 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するとともに、合併に伴う市域拡大へ

の対応への観点から、公共交通機関に

よる中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公

共交通機関の利便性向上を図り、中心

市街地へのアクセス性向上や高齢者

等の移動手段を確保する。特に、合併

した旧佐土原町・田野町は JR 日豊本

線沿線にあり、中心市街地へのアクセ

スの重要な交通結節点として、新市の

一体感の醸成のため、早期の整備が必

要である。また、自家用車利用から公

共交通機関利用への転換を促すこと

で、地球環境問題の改善にも資する事

業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金（国土交

通省） 

 

 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～19年度 

 

 

 



 ９４

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

高次都市施設 

複合交通センター・

（仮称）宮崎駅西口

複合交通センター 

 【※再掲】 

 

●内容 

民間活力の導入によ

り整備するＪＲ宮崎

駅西口の拠点施設の

一部にバスセンター

を整備し、鉄道・バ

ス・自動車の交通結

節機能を高め公共交

通の利便性の向上を

図る。 

バスターミナル 

：約1,400㎡ 

 

●実施時期 

Ｈ20年度～Ｈ23年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するとともに、合併に伴う市域拡大へ

の対応への観点から、公共交通機関に

よる中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

 なお、本事業と関連して、当該拠点

施設の整備により、来街者の交流拠点

として大幅な魅力向上が図られるよ

うに、バスダイヤの改正や、中心市街

地で導入を検討する循環バスとの接

続によって回遊性を高めるなど、中心

市街地の利便性や魅力の再発見につ

なげるための検討を行う。 

 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公

共交通機関の利便性の向上を図り、中

心市街地へのアクセス性向上や高齢

者等の移動手段を確保する。特に、合

併した旧佐土原町・田野町は JR 日豊

本線沿線にあり、中心市街地へのアク

セスの重要な交通結節点として、新市

の一体感の醸成のため、早期の整備が

必要である。また、自家用車利用から

公共交通機関利用への転換を促すこ

とで、地球環境問題の改善にも資する

事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

1.社会資本整

備総合交付金

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

2.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画事業） 

(国土交通省) 

 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ20年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ23年度 

 

 

 

●事業名 

循環バスの社会実験 

 

●内容 

中心市街地内の回遊

性を向上させるため

の循環バス導入に向

けた検討、社会実験

を実施する。 

 

●実施時期 

Ｈ22年度～Ｈ23年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するために、中心市街地内の回遊性向

上を図る事業として位置付けている。

②必要性 

中心市街地内の回遊性向上を図り、

にぎわい回復と活性化につなげるの

みならず、公共交通機関の利用を促す

意味でも必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

社会資本整備

総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ22年度 

 



 ９５

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

事業活用調査「社会

実験実施に向けた基

礎調査」 

●内容 

道路空間という既存

の社会資本ストック

を、中心市街地のに

ぎわいづくりのた

め、また地域コミュ

ニティの再生の場と

してどのように活用

できるかを検証す

る。 

また、次年度におけ

る「橘通り公園化の

社会実験」のスケジ

ュール案を作成す

る。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出、多様な主体による活力ある

地域経済社会の確立、歩いて暮らせる

生活空間の創出のために、中心市街地

のにぎわいづくりと地域コミュニテ

ィの再生に向けた事業として位置付

けている。 

②必要性 

 道路空間という既存の社会資本ス

トックを、中心市街地のにぎわいづく

りや地域コミュニティの再生の場と

してどのように活用できるかを検証

するとともに、公共交通機関の利用促

進や自転車など環境負荷の低い交通

手段への転換を図る新しい仕組みへ

の変革を図るためにも、当該事業によ

り、それらの効果を測定し関係者の合

意形成を進めることが必要である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「既存ストック

の有効活用社会実

験」 

 

●内容 

道路空間という既存

の社会資本ストック

を、中心市街地のに

ぎわいづくりのた

め、また地域コミュ

ニティの再生の場と

してどのように活用

できるかを検証す

る。 

 

●実施時期 

Ｈ20年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出、多様な主体による活力ある

地域経済社会の確立、歩いて暮らせる

生活空間の創出のために、中心市街地

のにぎわいづくりと地域コミュニテ

ィの再生に向けた事業として位置付

けている。 

②必要性 

 道路空間という既存の社会資本ス

トックを、中心市街地のにぎわいづく

りや地域コミュニティの再生の場と

してどのように活用できるかを検証

するとともに、公共交通機関の利用促

進や自転車など環境負荷の低い交通

手段への転換を図る新しい仕組みへ

の変革を図るためにも、当該事業によ

り、それらの効果を測定し関係者の合

意形成を進めることが必要である。 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ20年度 

 



 ９６

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「みやざき国際

ストリート音楽祭開

催事業」 

 

●内容 

中心市街地のにぎわ

い創出を図るため、

本県のメインストリ

ートである橘通り

（国道 220 号）を歩

行者天国にして、音

楽祭を開催する。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

●みやざ

き国際ス

トリート

音楽祭実

行委員会 

 

 

 

①位置付け 

多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域経済社会を確立する

ために、中心市街地の交流人口を高め

るにぎわい事業の核的なイベントと

して位置付けている。 

 

②必要性 

中心市街地が多種多用な人々の共

有体験の場であるという認識を確立

し、中心市街地への来街者の増加を図

るとともに、市民、事業者、行政の協

働によるまちづくりを実現させるた

めに必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

1.社会資本整

備総合交付金 

（都市再生整

備計画） 

(国土交通省) 

 

2.中心市街地

活性化ソフト

事業（総務省） 

 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

1.Ｈ19年度 

～Ｈ22年度 

2.Ｈ23年度 

 ～Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「中心市街地緑

化事業」 

 

●内容 

市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等によ

る歩道空間等への植

栽活動「まちんなか

ﾌﾗﾜｰﾊﾟｰｸ」の定期的

開催により、中心市

街地の景観向上を図

る。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●1．宮崎

市 

Ｈ23 年度

まで 

 

○活動団

体 

みやざき

ﾌﾗﾜｰﾛｰﾄﾞ

ﾈｯﾄﾜｰｸ 
 

 

●2．みや

ざきﾌﾗﾜｰ

ﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜ

ｰｸ 
Ｈ24 年度

から 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出するために、個性や魅力にあ

ふれ人が住まい・集うまちづくりの事

業として位置付けている。 

 

②必要性 

緑地不足の解消と彩りを与える要

素の充足により、中心市街地の魅力を

向上し、美しく個性ある都市景観の創

出を行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ18年度 

～Ｈ21年度 

 



 ９７

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

事業活用調査「景観

モデル地区デザイン

づくり事業」 

 

●内容 

中心市街地の景観形

成を効果的に向上さ

せるため、地域住民

や関係者との協働に

より、将来の景観イ

メージを設定すると

ともに、イメージの

実現に向けたルール

づくりを行う。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ23年度 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間を創出するために、個性や魅力にあ

ふれ人が住まい・集うまちづくりの事

業として位置付けている。 

 

②必要性 

統一感のある景観形成に向けたル

ールづくりを行う事により、中心市街

地の魅力を向上し、美しく個性ある都

市景観の創出を行うために必要な事

業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

●措置の内容 

まちづくり交

付金 

(国土交通省) 

 

●実施時期 

（措置を受け

る時期） 

Ｈ20年度 

～Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

まつりえれこっちゃ

みやざき 

 

●内容 

本県のメインストリ

ートである橘通り

（国道 220 号）や県

庁楠並木通りを会場

としたダンスコンテ

ストや各種イベント

の開催 

 

●実施時期 

Ｈ14年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

●まつり

えれこっ

ちゃみや

ざき振興

会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

イベントを行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 



 ９８

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

秋の商工観光まつり 

 

●内容 

本県のメインストリ

ートである橘通り

（国道 220 号）を歩

行者天国にした、古

代行列や郷土芸能の

披露等 

 

●実施時期 

Ｓ28年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎商

工会議所 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

イベントを行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

新成人応援イベント

「20祭in Miyazaki」 

 

●内容 

中心市街地で組織す

るＤｏまんなかモー

ル委員会に委託し

て、新成人応援イベ

ントの企画・立案・

運営を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ14年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

○委託先

Ｄｏまん

なかモー

ル委員会 

 

①位置付け 

 多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域経済社会を確立する

ために、中心市街地の交流人口を高め

るにぎわい事業のメモリアル的なイ

ベントとして位置付けている。 

 

②必要性 

 人生における一つの節目を中心市

街地で祝う事で、消費者にとって中心

市街地が大切な場であることの認識

を確立すること及び行政の協働によ

るまちづくりを実現させるために必

要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 



 ９９

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

みやざき市民活動フ

ェスティバル 

 

●内容 

市民に対し、市民活

動団体の活動内容や

関連するイベント等

を開催し、市民活動

に対する認識を深め

てもらう。 

 

●実施時期 

Ｈ12年度～Ｈ21年度 

 

 

●宮崎市 

 

○委託先

ＮＰＯ法

人ＮＰＯ

みやざき 

 

①位置付け 

 多様な主体による市民活動により、

活力ある地域経済社会を確立するた

め、多世代交流によるにぎわいを創出

するための有効的手段の一つとして

位置付けている。 

 

②必要性 

 九州一のボランティア都市実現に

向けた取組により、市民活動に対する

認識は高まっている。また、市民活動

推進基本方針にも基づいている。 

 

●フォローアップの時期 

 Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 

●事業名 

地域とＮＰＯとの架

け橋事業 

 

●内容 

地域活動の事例発表

や市民活動団体の活

動発表、紹介、体験

コーナーなどのイベ

ントを開催する。 

 

●実施時期 

Ｈ22年度～ 

 

●宮崎市 

○委託先 

ＮＰＯ法

人ＮＰＯ

みやざき 

 

①位置付け 

 活力のある住みよいまちづくりの

実現のため、地域活動と市民活動の交

流を図る事業として位置付けている。

 

②必要性 

 住民主体のまちづくりを推進し、地

域活動や市民活動に対する市民の認

識を深める効果がある。 

 

●フォローアップの時期 

 Ｈ24年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ24年度 

 

 

●事業名 

ゴルフマンス観光イ

ベントキャンペーン 

 

●内容 

本市において開催さ

れるプロゴルフトー

ナメントの開催に併

せた、まちなかにお

けるチャリティオー

クション等のステー

ジイベント 

 

●実施時期 

Ｈ16年度～ 

 

●みやざ

きゴルフ

マンス実

行委員会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

情報発信を行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ24年度 

 



 １００

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

支援措置の

内 容 及 び 

実 施 時 期 

その他

の事項

 

●事業名 

市民活動拠点支援事

業 

（ＮＰＯオフィス支

援事業） 

【※再掲】 

 

●内容 

中活エリアにおい

て、ＮＰＯが事務所

を借り上げる際の家

賃を補助する。 

 

●実施時期 

Ｈ17年度～Ｈ21年度 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の経済的活動により、活

力ある地域経済社会の確立のため、

様々な人が集い、また多世代交流が具

現化できる有効的手段の一つと位置

付ける。 

 

②必要性 

 市内ＮＰＯ法人の半数以上が事務

所を持っていない。また、約7割の団

体がこの制度に賛同している。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ22年度 

 

●措置の内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業（総務省） 

 

●実施時期

（措置を受け

る時期） 

Ｈ19年度 

～Ｈ21年度 

 

 

 

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

  該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １０１

(4) 国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

宮崎駅西口拠点施設

整備事業（複合交通

センターの整備） 

         【※再掲】 

 

●内容 

鉄道とバス交通のシ

ームレス化を図り、

中心市街地へのアク

セス性を向上させる

とともに、民間活力

を活用し宮崎駅周辺

のにぎわい・交流機

能を担う拠点とし

て、宮崎駅西口拠点

施設を整備する。 
 

敷地面積: 

約10,570㎡ 
 

●実施時期 

Ｈ21年度～Ｈ23年度 

 

●宮崎商

工会議所

グループ

が設立し

た特別目

的会社 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するとともに、合併に伴う市域拡大へ

の対応への観点から、公共交通機関に

よる中心市街地へのアクセス性向上

を図る事業として位置付けている。 

 なお、本事業と関連して、当該拠点

施設の整備により、来街者の交流拠点

として大幅な魅力向上が図られるよ

うに、バスダイヤの改正や、中心市街

地で導入を検討する循環バスとの接

続によって回遊性を高めるなど、中心

市街地の利便性や魅力の再発見につ

なげるための検討を行う。 

②必要性 

交通結節点の整備を行うことで公

共交通機関の利便性の向上を図り、中

心市街地へのアクセス性向上や高齢

者等の移動手段を確保する。特に、合

併した旧佐土原町・田野町は JR 日豊

本線沿線にあり、中心市街地へのアク

セスの重要な交通結節点として、新市

の一体感の醸成のため、早期の整備が

必要である。また、自家用車利用から

公共交通機関利用への転換を促すこ

とで、地球環境問題の改善にも資する

事業である。 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 １０２

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

駐車場と目的地間の

移動円滑化対策の推

進（横断歩道設置検

討のための交通ｼﾐｭﾚ

ｰｼｮﾝ） 

 

●内容 

中心市街地内の回遊

性向上や既存駐車場

の有効活用を図るた

め、高千穂通り（橘

通東３・４丁目）に

おける横断歩道設置

の可能性について調

査する。 

 

●実施時期 

Ｈ22年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会を確立するために、自家用車

による中心市街地へのアクセス性向

上及び中心市街地内の回遊性向上を

図る事業として位置付けている。 

 

②必要性 

 当該地区における横断歩道の設置

により、既存駐車場の有効活用や中心

市街地内の回遊性向上が期待される

が、設置に当たっては交通処理上の問

題も考えられるため、その事前調査と

して必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ23年度  

  

 

●事業名 

交通需要ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施

策の推進 

 

●内容 

公共交通機関の活性

化を図り中心市街地

へのｱｸｾｽ性を向上さ

せるため、中心市街

地内の企業等に対し

て、ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲ

ﾄﾞ・ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ等

の推進やﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ

の実施拡大、時差出

勤・ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑの導入

推進をPRしていく。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ23年度 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な都市機能がコンパクトに集

積し歩いて暮らせる生活空間を創出

するために、公共交通機関の活性化を

図る事業として位置付けている。 

 

②必要性 

自家用車利用から公共交通機関利

用への転換を促すことで公共交通を

活性化させ、中心市街地へのアクセス

性向上や高齢者等の移動手段確保を

図る。また、地球環境問題の改善にも

資する事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  



 １０３

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

既存駐車場（公用、

専用、月極）の有効

活用 

 

●内容 

中心市街地への自家

用車によるアクセス

性を高めるため、中

心市街地エリア内に

おける公用駐車場の

休日開放や、専用駐

車場・月極駐車場の

有効活用を図るため

の実施案を作成し、

官庁、民間企業等に

ＰＲを行う。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ23年度 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会を確立するために、自家用車

による中心市街地へのアクセス性向

上を図る事業として位置付けている。

 

②必要性 

 宮崎市駐車場整備計画（Ｈ17.4）で

は、橘通西３丁目、中央通り、橘通東

３丁目の周辺で、将来的に約1,000台

の駐車台数が不足すると予測してい

る。また、Ｈ17宮崎市政100名モニタ

ーアンケートで「駐車場が少ない」と

いう意見が多いことからも中心市街

地内での駐車場確保が求められてお

り、当該事業はこれらの課題解決のた

めの有効な事業である。 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

市民によるまちなか

緑化の推進（民有地

の緑化の推進） 

 

●内容 

民有空間の緑化によ

る中心市街地の景観

向上 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 花と緑につつまれた美しい都市空

間の創出するために、個性や魅力にあ

ふれ人が住まい・集うまちづくりの事

業として位置付けている。 

 

②必要性 

緑地不足の解消と彩りを与える要

素の充足により、中心市街地の魅力を

向上し、美しく個性ある都市景観の創

出を行うために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 

 

  



 １０４

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

みやざき納涼花火大

会 

 

●内容 

約5000発の花火打ち

上げ 

 

●実施時期 

Ｓ24年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎商

工 会 議

所、みや

ざき納涼

花火大会

実行委員

会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

イベントを行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

みやざきフェニック

ス・リーグスペシャル

イベント 

 

●内容 

プロ野球ファーム秋

季教育リーグの開催

に併せて、まちなか

でイベントを実施す

る。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

●みやざ

きフェニ

ックス・

リーグ支

援実行委

員会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

イベントを行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  



 １０５

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

楠並木コリドール 

 

●内容 

県民に親しまれてい

る県庁前の楠並木通

りを、県民が憩い、

交流し、文化に親し

む場として育ててい

くため、まちかどの

野外音楽祭を開催 

 

●実施時期 

Ｓ61年度～Ｈ22年度 

 

 

 

 

●楠並木

コリドー

ル実行委

員会 

 

①位置付け 

 多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域経済社会を確立する

ために、中心市街地の交流人口を高め

るにぎわい事業の緑化空間をいかし

たイベントとして位置付けている。 

 

②必要性 

 市民に親しまれている楠並木を利

用したイベントを開催することで、中

心市街地と緑という新しい魅力を市

民が気付き、協働でまちづくりを実現

させるために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

市観光案内所運営

（駅） 

 

●内容 

観光客及び来街者へ

の案内業務 

 

●実施時期 

Ｓ33年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●（社）

宮崎市観

光協会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 観光客等の利便性の向上と観光情

報の発信などの案内業務を行い、中心

市街地の来街者を増やすために必要

な事業。 

 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 

 

  



 １０６

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

ジャイアンツプラザ

運営 

 

●内容 

ジャイアンツタウン

構想の一環として若

草通にてグッズ販

売・軽食の提供を行

う。 

 

●実施時期 

Ｈ14年度～Ｈ23年度 

 

 

●（社）

宮崎市観

光協会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

情報発信を行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

「ｽﾎﾟｰﾂﾌﾟﾗｻﾞ宮崎 

ＪＥＲＳＥＹ」運営 

 

●内容 

宮崎駅西口拠点施設

「ＫＩＴＥＮ」内に

おいて、ｽﾎﾟｰﾂｸﾞｯｽﾞ

等の販売を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ23年度～ 

 

 

●（社）

宮崎市観

光協会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

情報発信を行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ24年度 

  

 

●事業名 

中心市街地パンフレ

ット作成（観光客誘

致宣伝物作成事業） 

 

●内容 

観光客等を対象とし

た情報発信と受入サ

ービスの向上を図る

ためのパンフレット

の作成 

 

●実施時期 

Ｈ11年度～ 

 

 

 

●（社）

宮崎市観

光協会 

 

①位置付け 

 中心市街地への集客を図り、にぎわ

いを回復するための事業として位置

付けている。 

 

②必要性 

 中心市街地の魅力を高めるための

情報発信を行い、中心市街地の来街者

を増やすために必要な事業である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 

  



 １０７

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

協働まちづくり活動

支援 
(市民活動支援補助金) 

 

●内容 

市民活動支援補助制

度の一つとして、中

心市街地の活性化に

効果的な事業を行う

団体に補助を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ20年度 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体による市民活動により、

活力ある地域経済社会を確立するた

め、多世代交流によるにぎわいを創出

するための有効的手段の一つとして

位置付けている。 

 

②必要性 

・地域課題解決と行政機能の限界 

・中心市街地の活性化が喫緊の課題 

・市民自らがまちづくりに参画する体

制を整えることが重要 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

協働コーディネータ

ーの育成 

 

●内容 

協働(地域)コーディ

ネーター研修の開催 

 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

 多様な主体の地域活動により、活力

ある地域経済社会の確立のため、多世

代交流によるにぎわいを創出するた

めの中心的手段として位置付けてい

る。 

 

②必要性 

･地域課題解決と行政機能の限界 

･市民自らがまちづくりに参画する体

制を整えることが重要 

・行政に頼らず、市民の手で問題を解

決する意識の改革が必要 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

  



 １０８

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

まちなか起業家養成

塾 

 

●内容 

団塊世代等に対する

コミュニティビジネ

ス関連講座。修了生

が企画案を具現化す

る。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～Ｈ19年度 

 

●ＮＰＯ

法人宮崎

文化本舗 

 

 

①位置付け 

 多様な主体による経済活動により、

活力ある地域経済社会を確立するた

め、様々な人が満足できる空間づくり

のための有効的手段の一つとして位

置付けている。  

 

②必要性 

・退職後の団塊世代活用がこれからの

課題 

・中心市街地の活性化が喫緊の課題 

・地域課題解決の方策としてのコミュ

ニティビジネスの推進 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ20年度 

 

 

 

 

 

●事業名 

市民文化創造人材育

成事業 

 

●内容 

複合的な文化イベン

トやプロジェクトを

プロデュースし、一

般市民とアーティス

トをつなぐコーディ

ネーターの育成、支

援を行う。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～Ｈ21年度 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域社会を確立するため

に、市民活動・文化活動を通じた多世

代交流によるにぎわいを創出し楽し

むまちづくりとして位置付けている。

 

②必要性 

市民活動も芸術の各ジャンルにお

いては、経験やノウハウをもった人材

がいるがジャンルを超えたプロジェ

クトやイベントをコーディネイトし

ていく人材が育っていないために、当

該人材育成事業は必要な事業である。

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  



 １０９

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

パブリックアート設

置事業 
 

【※再掲】 

 

●内容 

市街地の公共空間へ

のパブリックアート

の設置 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な都市機能がコンパクトに集

積した、歩いて暮らせる生活空間の創

出を目指し、個性や魅力にあふれ人が

集う街づくりとして位置付けている。

 

②必要性 

市民が親しみをもって接すること

ができ、魅力ある景観を創出する作品

設置が望まれている。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

まちかどギャラリー

開催事業 

【※再掲】 

 

●内容 

宮崎市が所有する美

術作品を、中心市街

地の商業店舗や事務

所のショーウインド

ウに展示する。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な主体による文化的活動によ

り、活力ある地域社会を確立するため

に、市民活動・文化活動を通じた多世

代交流によるにぎわいを創出し楽し

むまちづくりとして位置付ける。 

 

②必要性 

都市空間における文化的気風が高

まり、郷土の作家の支援や顕彰ができ

るとともに、市民が気軽に芸術作品に

親しむ心が醸成される環境の実現の

ために必要な事業。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  



 １１０

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け及び

必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項

 

●事業名 

ごみのぽい捨て 

・路上喫煙対策事業 
橘通り(国道220号)等 

 

●内容 

中心市街地エリア内

に「美化推進区域」

及び「路上喫煙制限

区域」を指定し、ご

みのぽい捨てや路上

における喫煙行為を

規制する。 

 

●実施時期 

Ｈ19年度～ 

 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な都市機能がコンパクトに集

積した、歩いて暮らせる生活空間にお

いて、美しい都市空間を創出するため

の事業として位置付けている。 

 

②必要性 

美しい中心市街地のまちづくりを

推進し、都市空間における快適な生活

環境を確保するために必要な事業で

ある。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

  

 

●事業名 

まちづくり活動推進

事業「まちづくり専

門家派遣事業」 

 

●内容 

自主的なまちづくり

を目指した団体を対

象に要請のあった地

区（団体）にまちづ

くりに関する専門家

を派遣する。 

 

●実施時期 

Ｈ18年度～ 

 

●宮崎市 

 

 

①位置付け 

多様な主体の社会的、経済的、文化

的活動の活発化による活力ある地域

経済社会の確立と、多様な都市機能が

コンパクトに集積し歩いて暮らせる

生活空間の創出を目指し、様々な目的

の人が満足できる楽しみ憩える商業

を核とした空間づくりと、個性や魅力

にあふれ人が住まい・集う街づくりを

形成する。 

 

②必要性 

まちづくりに関わる多様な人々の機

運を高めるとともに、具体的な活性化

事業を推進するため、市の積極的な支

援が必要である。 

 

●フォローアップの時期 

Ｈ21年度 

 

 
 

 



 １１１

◇ ４から８までに掲げる事業及び措置の実施箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【その他の区域内事業】 

[４]歩道等のバリアフリー化、移動円滑化対策、パブリックアート設置等 
[６]高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業、特定優良賃貸住宅供給促進事業、 

  地域優良賃貸住宅供給促進事業 

[７]空店舗対策、市民活動拠点支援、駐車場共同利用、中心市街地にぎわい事業等 

[８]循環バス社会実験、橘通り公園化社会実験、交通需要マネジメント等 

[他]活性化まちづくり活動支援、協働コーディネーター育成、市民文化創造人材育成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JR 宮崎駅 

市役所 

県庁 

■宮崎駅西口拠点施設整備事業

 （複合交通センター） 

 （コンベンション整備運営事業）

■駐輪場の整備（宮崎駅西口） 

■宮崎駅前商店

街整備事業 

■まちんなかプレイ

パーク事業 

■民間駐車場整

備事業 

■橘通東二丁目地

区再開発事業 

■橘通西三丁目地

区第一種市街地再

開発事業 

■道路工作物の美

装化・電線類地中化

（上野町通線、県庁

前通線） 

■一般県道宮崎港宮崎

停車場線 バリアフリー化

事業（老松通線） 

■橘通東三丁目地

区第一種市街地再

開発事業 

一二三会

DO まんなか 

モール委員会

宮崎駅前活性化

連合会 

0 100 500M

S=1:10000

★日本風景街道（ｼｰﾆｯｸ･ﾊﾞｲｳｴｲ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ） 
「日南海岸きらめきライン」 

トリガー事業２ 

宮崎山形屋 

増床整備 

橘通りを中心とした

公園化への展開 

 トリガー事業１ 

商業施設

公共・公益施設

公園

個別事業等

まちんなかフラワー
パーク推進事業

主なまちづくり活動組織

事業の集中実施の方針

事業推進の骨格 

となるエリア 

■交通安全施設等整備事業 

 （段差改善） 錦町通線 
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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

[１] 市町村の推進体制の整備等  

 

(1) 「中心市街地活性化推進室」の設置（平成15年度～） 

 本市では、当初の中心市街地活性化基本計画を平成 10 年に策定し、各種プロジェクトを推進

してきた。平成 15 年度には、より一層の活性化に取り組むため、企画部に「中心市街地活性化

推進室」を設置し、関係部局の一本化による推進体制の強化を図っている。  

 平成19年度時点における要員は６名である。 

 

(2) 「新中心市街地活性化基本計画策定体制」（平成17～18年度） 

 新たな中心市街地活性化基本計画の策定に当たっては、都市の持つ機能に着目し４つの専門部

会を設置し、各都市機能の増進を図る観点から施策構築の議論を行った。 

 加えて、専門部会の議論を集約・調整する組織として合同部会、計画案を最終的に承認する組

織として対策委員会を設置しており、それぞれの委員は、商業者団体、ＮＰＯ、市民団体、学識

経験者、関係行政機関等により構成している。なお、これらの検討組織は基本的に中心市街地活

性化協議会へ移行している。 

 このほか、市内部に部長級による庁内推進会議と、課長級からなる同幹事会を設置している。

（参照P109「中心市街地活性化基本計画策定体制」） 

（各委員会開催数と検討項目） 

 ・専門部会        ２５回 － 都市機能を高めるプロジェクトの作成 

 ・合同部会         ５回 － 専門部会の集約・調整 

 ・対策委員会        ２回 － 最終的な計画案の承認 

 ・庁内推進会議・同幹事会  ２回 － 行政施策との調整 

 

(3) 議会関係「地域活性化対策特別委員会」（平成15年～） 

 中心市街地及び地域の活性化と基幹産業の振興策に対する調査・研究を目的に設置されてい

る。市が取り組んでいる施策の内、「中心市街地活性化基本計画の見直し」については、「中心市

街地を取り巻く環境の変化を十分に踏まえたものとするとともに、商店街や市民の意見を反映さ

せ、実現可能な施策を十分に盛り込まれたい」と報告されており、また、「橘通東３丁目の駐車

場整備」については、「その緊急性を十分認識され、早急な実現に向け鋭意取り組まれたい」と

しており、「橘通西３丁目地区（仮称アートセンター）」については、「地元商店街の意向をでき

る限り尊重するとともに、ハード・ソフトの両面にわたり市が果たすべき役割を整理しながら、

中心市街地の活性化に寄与する効果的な施設となるよう、より具体的な検討を進められたい」と

の報告がなされている。（平成17年5月「中間報告」） 

 

(4) 中心市街地活性化基本計画のパブリックコメントの実施 

 平成18年度において、中心市街地活性化基本計画（案）のパブリックコメントを実施。 
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（中心市街地活性化基本計画策定体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画策定合同部会

市　長

宮崎市

庁内推進会議幹事会

宮崎商工
会議所

基本計画策定専門部会

　都市景観・居住 　都心交通

　

　産業 　まちづくり市民

・都市景観 居住専門部会正副部会長
・都心交通専門部会 正副部会長
・産業専門部会 正副部会長
・まちづくり市民専門部会 正副部会長

庁内推進会議
・会　 長 事務助役
・副会長 技術助役
・委　 員 企画部長
　　　　　 総務部長
　　　　　 財務部長
　　　　　 市民部長
　　　　　 環境部長
　　　　　 福祉部長
　　　　　 健康管理部長
　　　　　 農政部長
　　　　　 観光商工部長
　　　　　 建設部長
　　　　　 都市整備部長
　　　　　 教育局長
　　　　　 上下水道局管理部長

 中心市街地活性化対策委員会
・宮崎産業経営大学教授
・南九州大学教授
・宮崎商工会議所
・宮崎市商店街振興組合連合会
・宮崎商工会議所 女性会
・まちづくり協議会
・ニシタチまちづくり協同組合
・宮崎駅前活性化連合会
・宮崎県環境情報センター（市民公募）
・NPO 宮崎福祉のまちづくり協議会
・NPO 宮崎文化本舗
・NPO ドロップインセンター
・策定合同部会 正副部会長
・宮崎河川国道事務所
・宮崎県警察本部
・宮崎県地域産業振興課
・宮崎県都市計画課

・幹事長 中心市街地活性化推進室長
・幹　 事 関係課長

・南九州大学助教授
・橘通りフラワード推進協議会
・ギャゼットテナント会
・㈱宮崎産業開発
・(財)宮崎県公園協会
・社団法人建築士会
・宮崎県マンション管理士会

・事務局
　都市景観課
　住宅建築課

・宮崎大学助教授
・橘通中央商店街振興組合
・NPOドロップインセンター
・宮崎交通株式会社
・社団法人宮崎県タクシー協会
・宮崎河川国道事務所
・宮崎県都市計画課
・九州運輸局宮崎運輸支局
・宮崎県警察本部
　
・事務局
　都市計画課

・宮崎産業経営大学助教授
・橘通中央商店街振興組合
・宮崎駅前商店街振興組合
・橘通名店街商店街振興組合
・ニシタチまちづくり協同組合
・宮崎県ホテル旅館生活衛生
  同業組合宮崎支部

・事務局
　商工労政課
　観光課

・宮崎大学助教授
・ハイカラ通り商店街振興会
・NPOこども文化センター
・宮崎市青年ネットワーク
・宮崎市男女共同参画推進委員会

・NPO宮崎スポーツ振興会

・事務局
　地域コミュニティー課
　文化振興課
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(財)宮崎市花のまちづくり公社 

(中心市街地整備推進機構) 
宮崎商工会議所 

 

[２] 中心市街地活性化協議会に関する事項  

 本市では、従来から多様な主体の参加によって基本計画の策定を行ってきたが、中心市街地

活性化協議会の法制化により、その仕組みと役割が明確化された。 

 必須構成員については、「経済活力の向上の柱」として宮崎商工会議所、「都市機能の増進の

柱」となる組織については、「財団法人宮崎市花のまちづくり公社」を中心市街地整備推進機

構に指定し、任意構成員については、現行の「中心市街地活性化対策委員会等」をベースに、

幅広い主体の参画により構成した。 

平成19年 2月 8日設立の「宮崎市中心市街地活性化協議会」において、本計画（案）につ

いて説明を行い、委員から意見を聴取した。幹事会が３回開催され、協議会意見書の内容につ

いての協議・調整が行われ、第2回協議会において承認された。3月28日、「宮崎市中心市街

地活性化基本計画（案）」についての意見が提出された。 

 ●「対策委員会等」と「協議会」の役割及び構成 

 対策委員会・合同部会・専門部会  

 

 

 協議会 

役

割 

専門部会で具体案を練り上げ、合同部会で整合性が

検討された基本計画(案)について、協議を行う。 

役

割

･市町村が作成する基本計画、認定基本計画の実施等につ

いて、市町村に意見を述べる。 

･民間事業者が事業計画を作成する際の協議。 

構

成 

学識経験者や各種団体、関係機関、市民代表等によ

り構成。 

構

成

・商業の活性化を担う主体、市街地の整備を行う主体、各

種の事業に関係する事業者など、幅広い多様な主体の参

画。 

 

 ●活性化協議会のしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「対策委員会」は基本計画策定の諮問機関としての役割を終え、「協議会」に移行した。「協議会」は、市が策定する基本計画

に対して意見を述べるとともに、民間事業者の策定する事業計画（特定民間事業計画）についても協議を行う。 

「協議会」のメンバーは、「専門部会」「合同部会」「対策委員会」をベースに、市民やＮＰＯ、学識者、関係行政機関等で構成

され、基本計画のフォローアップを行う場として設立されるとともに、まちづくりの調整役としての機能も発揮する。 

必須構成員（共同設置者） 

都市機能の増進 経済活力の向上 

○基本計画に記載された  

 事業を実施しようする 

 事業者 

 ○認定基本計画及びその 

  実施に関し密接な関係 

  を有する者 

 ○市町村  

 ○関係行政機関等  

 ○協議会が特に必要と認 

  める者 

参加要請

参加申出

任意構成員 

・規約を定め、協議会を組織 

・協議会を組織した旨を公表 

宮崎市中心市街地活性化協議会の組織 

●協議会の開催に関すること 

●幹事会に対する審議事項の指示及び承認 

●各種規程等の策定、承認 

●その他規約に規定された事項 

 

●会長職務の代理 

●会計に係る監査 

会 長 １名 

副会長 １名 

委員 ４９名 

監事 ２名 

幹事会（１２名） 

幹事長、副幹事長 各１名 

●協議会の活動に係る事項について

の協議又は調整 

●協議会の運営に関し必要な事項に

ついての協議又は調整 
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 ●宮崎市中心市街地活性化協議会委員（平成19年2月23日現在） 

 

団体名 根拠法令 職　名 氏　名
法第15条 副会頭 手塚　剛一 会長
第1項 専務理事 倉掛　正志 幹事長

副理事長 小田原　員人 副会長
専務理事 大島　時夫 副幹事長

3 橘通東３丁目地区第一種市街地再開発事業施行者会 法第15条 代表 佐多　芳大 幹事
4 橘通東２丁目地区市街地再開発準備組合 第4項 理事長 山口　耕司 監事
5 橘通西３丁目地区市街地再開発準備協議会 第1号･2号 代表 日髙　晃
6 宮崎駅前商店街振興組合 理事長 小田　照夫
7 宮崎市商店街振興組合連合会 理事長 宮下　廣計
8 Ｄｏまんなかモール委員会 委員長 村岡　浩司 幹事
9 宮崎市観光協会 専務理事 松浦　俊典
10 ニシタチまちづくり協同組合 理事長 岩元　久俊
11 中央通商店街振興会 会長 野村　利弘
12 ひふみ会 会長 清水　岩生
13 宮崎駅前活性化連合会 顧問 川畑　清嗣 幹事
14 まちづくり協議会 会長 日髙　耕平

自動車運送部

自動車企画課課長補佐

16 社団法人宮崎県タクシー協会 宮崎支部長 吉本　悟朗
法第15条 企画部長 高瀬　晶介

第4項第3号
企画部参事兼中心市街
地活性化推進室長 山田　義郎 幹事

18 国土交通省宮崎河川国道事務所 法第15条 調査第二課長 次郎丸　敬太 幹事
19 国土交通省九州運輸局宮崎運輸支局 第7項 首席運輸企画専門官 福山　二也
20 宮崎県警察本部 交通規制課課長補佐 大野　正人
21 宮崎北警察署 交通課長 前田　礼司
22 宮崎県商工観光労働部 地域産業振興課長 工藤　良長 幹事
23 宮崎県土木部 都市計画課長 河野　大樹
24 法第15条 宮崎市市政推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田中　薫
25 第8項 宮崎大学助教授 出口　近士 幹事
26 宮崎大学助教授 根岸　裕孝 幹事
27 宮崎産業経営大学教授 眞嶋　一郎 幹事
28 宮崎産業経営大学教授 日髙　光宣
29 南九州大学教授 北川　義男
30 ＮＰＯ宮崎福祉のまちづくり協議会 理事長 土肥　雅郎
31 ＮＰＯ宮崎文化本舗 代表理事 石田　達也
32 ＮＰＯドロップインセンター 理事 門田　紀子
33 ＮＰＯみやざき子ども文化センター 代表理事 片野坂　千鶴子 幹事
34 ＮＰＯ宮崎スポーツ振興会 副理事長 兵頭　健一
35 ＮＰＯみやざき 事務局長 松田　慎介
36 みやざきフラワーロード・ネットワーク 代表 若松　茂
37 宮崎市男女共同参画推進員会 会長 小城　久美子
38 財団法人宮崎県公園協会 事務局次長 吉田　晋弥
39 宮崎県マンション管理士会 会長 松尾　雄一
40 宮崎県ホテル旅館生活衛生同業組合宮崎支部 支部長 松下　龍夫 監事
41 中央東地区自治会連合会 副会長 佐原　俊雄
42 社団法人宮崎青年会議所 理事 井上　弘之
43 宮崎商工会議所青年部 村上　晶彦
44 宮崎商工会議所女性会 会長 日髙　美恵子
45 宮崎商工会議所不動産業部会 部会長 長友　孝允
46 国民生活金融公庫宮崎支店 法第15条第7項 融資第一課長 高橋　公一

構成員 協議会委員

1 宮崎商工会議所

備考

鳩山　政秀

17 宮崎市

2 財団法人宮崎市花のまちづくり公社

15 宮崎交通株式会社

No.
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[３] 基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進  

(1) 客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業・措置の集中実施 

 （参照P9「中心市街地の現状分析」、P19「市民意向の把握」） 

①ニーズ分析に基づく事業 

 ニーズ分析によると、中心市街地に求められる役割として、「買物をする場」「県都の顔・シン

ボル」に次いで、「情報発信の場(a)」、「文化・創造活動の場(b)」が上位となっており、必要な

活性化策としては、「魅力的な店舗」に次いで「大型駐車場の整備(c)」が多く、「イベントの開

催(d)」「交通機関の利便性(e)」「商店街の活気(f)」「市民・行政・商業者の協働活動(g)」と続

いている。 

 

(a･b)⇒仮称・アートセンター整備（橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業）／参照P65,66,67 

(c) ⇒官民共同による立体駐車場整備（橘通東三丁目地区第一種市街地再開発事業）／参照P51,54 

(d) ⇒中心市街地にぎわい事業等（中心市街地イベント事業等）／参照P72,80,84,85 

(e) ⇒駐輪場整備／参照P51,57 交通機関の利便性増進に関する事業／P89～91,93,94,101～103 

(f) ⇒空店舗対策事業等／参照P72,P80～83 

(g) ⇒中心市街地にぎわい事業及び市民によるまちなか緑化の推進等／参照P89,96～99,103～106 

 

②事業・措置の集中実施の方針 

（第一段階「にぎわいの回復」） 

 平成 18 年 9 月、橘通３丁目に宮崎山形屋が増床オープンしており、このにぎわいを中心市街

地の活性化にいかすことが重要である。そのため、橘通西・東三丁目地区における２つの再開発

事業及び、駐車場共同利用システム構築事業（参照P72,79）を、【トリガー事業１】として早期

に事業着手する。 

 また、「Ｄｏまんなかモール委員会」のイベント活動等を引き続き支援し、にぎわいを維持す

るとともに、将来的なまちづくりに向けて「橘通りの公園化」の社会実験を行う(参照P89,95)。 

 以上のハード・ソフト事業を、橘通３丁目周辺において集中的に実施することで、新たな魅力

を創出し中心市街地活性化の起爆剤とする。 

（第二段階「昼間人口と夜間人口の増加、及び中心市街地公園化への基礎づくり」） 

 次に、宮崎駅前西口拠点整備（複合交通センター）事業（参照P51,57,58,64,89～91,93,94,101）

により、交通結節機能の強化と商業・文化・情報・交流など、多面的な都市機能の充実を図り新

たな交流の拠点とする。また、この新たな拠点を含む高千穂通り沿道等に対して、産業誘致育成

事業(参照P87）を推進し従業者人口の増加を図る。 

 これらの事業を【トリガー事業２】と位置付ける。 

 このトリガー事業１、２で創出した新たな拠点を、有機的に連携する回遊空間整備として、バ

リアフリーな歩行空間整備（参照 P51,55,59,60,62）や緑のネットワーク整備（参照

P51,55,59,61）を実施し、併せて沿道の空き店舗の有効活用（参照P72,80～83）を行う。 
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 これらの事業を、総合的・一体的に実施することによって、魅力的で美しい街並み・都市景観

を創出し、中心市街地活性化基本計画の基本理念『橘通りを中心とした公園化』の具現化と目標

の達成を目指す。 

 

(2) 様々な主体の巻き込み及び各種事業との連携・調整について 

 中心市街地活性化基本計画の基本理念『橘通りを中心とした公園化』の具現化に向けた様々な

主体の巻き込みによる各種事業との連携・調整については次のとおりである。 

 

① 橘通り公園化プロジェクトチーム（平成16年度） 

（商業者、ＮＰＯ、学識経験者、関係行政機関） 

 「橘通りの公園化」の骨格は、橘通り沿道の商店街を中心とした検討組織において平成３年に

「橘通デザイン基本計画」（平成３年）としてまとめられていたが、平成16年、地元商店街に市

民団体等を加えて「橘通り公園化プロジェクトチーム」が結成され、関係行政機関や学識経験者

等をゲストとして招きながら、約１年間のワークショップを行っている。 

 この中で、橘通りの公園化のアイディアの抽出や実現に向けた条件についての一定の整理がな

され、橘通りは幹線道路としての重要な役割を持ち、道路・交通管理者との綿密な協議が必要で

あり、もとより、橘通りを利用する市民の理解が不可欠であることから、実施に当たっては解決

すべき多くの課題があることが認識された。 

② みやざきフラワーロードネットワーク（平成16年度～） 

（商業者、ＮＰＯ、市民ボランティア） 

 しかし、出来ることから始めることが大切ということで、“百の議論より一輪の花”を合言葉

に、市民を巻き込んで橘通り周辺における花の植栽ボランティア活動が始まった。 

 本事業については、「まちんなかフラワーパーク」の名称で、市民事業として引継がれ、現在

も年２回の事業が実施されている（参照P96）。 

③ 橘通り公園化検討会（平成15年度～） 

（国土交通省、宮崎県、宮崎県警、宮崎市） 

 一方、行政側の対応として、関係行政機関からなる「橘通り公園化検討会」を設置し、この中

で、新たな中心市街地活性化基本計画においては、『橘通りを中心とした公園化』をコンセプト

とすることについて了承された。 

 橘通りは本県の重要な幹線道路であり、現在でも１日４万台を超える交通量があることから、

先ずは、社会実験に向けた調査（参照P95）を行うこととしている。 

 

(3) 市民等を対象とした主なフォーラム等 

・「イオンショッピングセンター出店構想と中心市街地の活性化を考えるフォーラム」（平成 14

年2月27日） 

・「元気なまちづくりフォーラム」（平成18年10月19日） 

・「まちづくりシンポジウム－新生宮崎市のまちづくりを考える－」（平成19年1月19日） 
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１０．中心市街地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関する事項 

[１] 都市機能の集積の促進の考え方  

 

(1) 将来都市構造 

 宮崎市都市計画マスタープランにおける将来都市構造の基本的な考え方は、「南九州の中核に

ふさわしい都市として、広域商業・業務機能や情報機能等の様々な機能を持つ中核拠点を中心に、

文化、学術、観光リゾート等の特化した機能を持つ拠点と自立的な生活・居住拠点、集落拠点が、

道路系交通網による都市軸によって連携する都市構造を目指す」としており、また、「この都市

拠点と都市軸による都市の骨格の形成を基本に、都市的土地利用と自然的土地利用を明確にした

都市構造とする」としている。 

 
 

 

 

※見直し前の都市計画マスタープランより 
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(2) 中核拠点の整備の方針 

 「中核拠点」は、商業・業務をはじめ

とする多様な都市機能が集積しており、

本市のメインストリートである「橘通り」

を中心とした中心市街地活性化区域は、

この「中核拠点」の中枢となっている。 

 「中核拠点」の整備の方針としては、「中

心市街地において、進行する空洞化に対

して既成市街地の再構築や、現在進んで

いる宮崎駅周辺の整備を推進するととも

に中心市街地活性化に取り組み、活力あ

る中心市街地として拠点性を高める。こ

のため、中心商業の活性化に加え都市機

能の高質化策として、高次商業・業務、

情報、交流等の様々な機能を備えた施設

の集積や都市空間の有効・高度利用、及

び良好な景観形成に努める。また、快適・

便利な都心の居住環境の形成や交通利便

性の向上を図り、都心部としての魅力を

高める」としている。 

 

 

(3) ゾーンによる空間構成及び土地利用と整備の方針 

 また、「中核拠点内」のゾーン構成は「高次商業・業務地」としており、その土地利用と整備

の方針としては、「南九州の中核都市として、活力があり、都市機能が充実した中心市街地形成

のため、商業・業務系市街地を中心にした複合的な土地利用を図る。基本的には、広域都市圏を

視野に入れた複合商業施設（芸術・文化・交流・福祉機能等を併設した商業店舗）やインテリジ

ェントオフィスビル・アミューズメント施設等の集積を促進するとともに、情報受発信機能等の

向上も図り、利便性及び快適性を増進させて、地域の魅力を高める」としている。 

(4) 都市計画マスタープランの見直しについて 

 現在、１市３町合併に伴う都市計画マスタープランの見直しに着手しており、「宮崎市におけ

るコンパクトなまちづくりのあり方」を重点検討項目の一つに掲げ、議論を行っているところで

あり、新市の都心部に都市機能をコンパクトに集約するまちづくりの方向性を明確にしたいと考

えている。 

 

※見直し前の都市計画マスタープランより 
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[２] 都市計画手法の活用  

(1) 準工業地域における大規模集客施設の立地規制について 

 本市には準工業地域が 17 地区に分散、配置されているが、中核拠点の役割をより明確化する

ため、準工業地域全てについて、特別用途地区の都市計画決定と併せて建築基準法に基づく条例

により、大規模集客施設の制限を行う方針である。 

 なお、現在、見直しを進めている都市計画マスタープランの中にその方針を明確に盛り込むこ

ととしており、学識経験者等で組織する「宮崎市都市計画マスタープラン策定検討委員会」にお

いて、その方針について既に説明を行ったところであり（H18.9.29）、また、「宮崎市都市計画審

議会」においても、都市計画マスタープラン見直しの経過報告の中で説明を行ったところである。

（H18.11.22） 

宮崎市都市計画マスタープラン策定検討委員会資料（一部抜粋・加筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宮崎市では、宮崎広域都市計画区域内に１５地域、田野都市計画区域内に２地域の準工業地域

があり、これらの準工業地域に対して特別用途地区の指定を図る。 

２地域 
田 野 

都市計画区域 

１５地域 
宮 崎 広 域 

都市計画区域 

準工業地域 

の数 

都市計画 

区 域 名 

種類 大規模集客施設制限区域（約３３６ha） 

目的 
準工業地域における大規模集客施設の立地を制限し、都市機能の拡

散防止と集約的な市街地の形成を図る。 

制限する用途 
店舗、飲食店、劇場、映画館等の用途に供する床面積（劇場、映画

館等については客席部分）の合計が１万㎡を超える建物 

本市における特別用途地区の都市計画決定イメージ 
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※参考 

 

【平成18年9月29日 第2回宮崎市都市計画マスタープラン策定検討委員会議事録（抄）】 

現在、準工業地域につきましては宮崎広域都市計画区域では１５地区、それから田野都市計画区

域につきましては２地区ございます。合わせて１７の準工業地域が新市の中に点在しているとい

うことで、図面の中に１から１７まで番号が打ってございますが、こういった形で準工業地域が

ございます。これが現状でございます。こういったところを具体に準工業の取り扱いということ

で今後進めていきます。これは一つの例として示しておりますが、いわゆる特別用途地区という

ことで設定をする。特別用途と言いますと、今有ります用途にいわゆる制限をかける、強化する、

緩和するというお話でございますが、今回の場合につきましては制限を強化していって大規模集

客施設こういったものについて制限をしていこうということで、イメージ的には下に示してござ

いますように、大規模集客施設制限区域といったようなものを設定いたしまして、都市機能拡散

の防止、それから集約的な都市機能の形成といったものを図っていくということで、制限する用

途につきましては店舗を含めて１万㎡を超えるような建物については制限をしますということ

で、これはイメージの案として提示しております。今後、中心市街地活性化の見直しが進んで参

りますので、このマスタープランにおきましても見直しの最重要取組の一つでございますので、

これと合わせた準工業の取り扱いにつきまして、早急にご検討いただき方向性をご検討いただけ

ればと考えているところでございます。（特段の異論なし。） 
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(2) 準工業地域における特別用途地区の都市計画決定等について 

 具体の都市計画決定及び建築条例制定は、「都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の

一部を改正する法律」が全面施行される平成１９年１１月３０日までに完了する。 

 

(3) 都市計画区域外の土地利用規制誘導について 

 都市計画区域外の一部地域においては、道路整備の進捗を背景とした無秩序な開発が実際に進

行又は懸念される区域があり、都市計画マスタープランの見直しの中でも重点検討項目として将

来の規制強化の必要性を議論しているところである。今後、指定権者の県とも調整を図りながら、

準都市計画区域の指定を検討していきたいと考えている。都市計画区域外において許可が不要と

なっている1ha未満の開発行為については、準都市計画区域に準じた0.3ha以上を対象とする開

発指導要綱を制定し、平成１９年４月１日から施行しているところである。これにより、開発行

為の規制・誘導の面からは、準都市計画区域へのスムーズな移行が期待されるところである。 

準都市計画区域候補地 

 

 

 

準都市計画区域 

検討候補地 
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[３] 都市機能の適正立地、既存ストックの有効活用等  

(1) 中心市街地における大規模建築物等既存ストックの現況 

中心市街地における１０，０００㎡以上の大規模小売店舗の立地状況 

区分 店舗名等 店舗面積（㎡） 開店年 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地 

宮崎山形屋 16,493 S31 

立体都市計画制度を活用し

4,018㎡増床、H18.9にオー

プン 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリーノ宮崎 

（旧壽屋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,899 

 

 

 

 

 

 

 

 

S48 

（旧壽屋） 

・H13.12に民事再生手続申

立てを行い H14.2 に一旦

閉店 

・H15.3 カリーノ宮崎とし

て再開。市はコミュニテ

ィースペース「ガガエイ

ト」の賃貸で支援 

・商業テナントの撤退が相

次ぐ一方で、パソコン販

売世界最大手 DELL の日

本法人のカスタマーセン

ターを誘致、商業と業務

の複合化が進んでいる。

 

 

 

 

 

 

ボンベルタ橘 19,861 S63 ㈱イオンの関連会社 

 

 

上記以外の

商業地 

イズミヤ 10,908 S47 近隣商業地域 

宮交シティー 

（ダイエー） 
33,119 S48 

商業地域 

(バスターミナル併設) 

・デオデオ宮崎 

・イエローハット

宮崎 

12,581 H11 近隣商業地域 

市街化 

調整区域 
イオン宮崎ＳＣ 60,000 H17 

 

 

 

    

 

 

H15.6：65店舗 

↓ 

H18.6：40店舗 

（新聞報道） 
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(2) 庁舎などの行政機関、病院・学校等の立地状況 

 

主な公共公益施設等 

区分 設置者 名称 施設規模 

（延べ床面積） 

備考 

 

 

中 

心 

市 

街 

地 

市 宮崎市役所 22,579.67㎡ 本庁舎S38年完成 

市 宮崎市民プラザ 12,129.79㎡ H12年完成 

(市民会館移転跡地)

市 宮崎市教育情報研修センター 4,029.61㎡ H14年完成 

県 宮崎県庁 52,355.53㎡ 本館S7年完成 

県 宮崎県警察本部 20,351.66㎡ H11年完成 

 

国 

宮崎簡易裁判所 

宮崎家庭裁判所 

宮崎地方裁判所 

福岡高等裁判所宮崎支部 

6,565㎡

3,272㎡

 

H2年完成 

S37完成 

国 宮崎中央郵便局 17,558.50㎡ S62完成 

 

 

中 

心 

市 

街 

地 

外 

市 宮崎市立図書館 6,106.03㎡ H6年完成 

市 宮崎市総合福祉保健センター 6,149.05㎡ H6年完成 

市 宮崎市民文化ホール 13,846.41㎡ H8年完成 

市 宮崎市保健所 

中央保健センター 

8,841.25㎡ H11年完成 

県 宮崎県立図書館 9,729㎡ S63年完成 

(宮崎大学移転跡地)

県 宮崎県立芸術劇場 21,990㎡ H5年完成 

（同上） 

県 宮崎県立美術館 10,333㎡ H7年完成 

（同上） 

 

ベッド数１００床以上の病院 

 中心市街地 中心市街地外 

施設数 ２ １５（内中心市街地隣接１） 

 

教育施設（合併旧３町除く） 

施設区分 中心市街地 中心市街地外 

幼稚園 １（私） ３５（国１、市１、私３３） 

小学校 １（市） ３５（国１、市３４） 

中学校 ０ ２４（国１、市１８、私５） 

高等学校 ０ １５（県９、私６） 

各種学校 ０（私） ６（私） 

専修学校 ５（私） １１（私） 

大学・短大 ０ ７（国１、県１、公１、私３、他１） 

※現段階においては、上記公共公益施設等で移転計画があるものは無い。 
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(3) 宮崎市及び周辺の大規模集客施設の立地状況 

 

県内の大規模集客施設（店舗面積１０，０００㎡以上） 

市町村名 施設名 店舗面積 

宮崎市 前掲 前掲 

都城市 イオン都城ショッピングセンター 28,834㎡

〃 都城大丸 14,615㎡

〃 都城ショッパーズプラザ（ダイエー都城） 11,921㎡

〃 
都城ショッピングセンター 

（ホームワイドプラス都城店） 

11,345㎡

延岡市 
延岡ニューシティー 

（ジャスコ延岡ニューシティー） 

25,611㎡

〃 
南延岡ショッピングセンター 

(ＨＩヒロセスーパーコンボ南延岡店) 

10,787㎡

日南市 プラッセだいわ日南店 11,147㎡

日向市 ロックタウン日向 19,991㎡

〃 ハイパーモールメルクス日向 10,431㎡

※現在、上記以外に新たな大規模集客施設の立地計画は把握していない。 

※店舗面積：大規模小売店舗立地法に基づく届出面積。 
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[４] 都市機能の集積のための事業等  

   

 都市機能の集積のための主要な事業としては、新たな集客のための拠点整備事業、交通結節点

の機能強化や移動円滑化によって活性化を支える交通環境整備事業及び住環境をはじめ商業・業

務等の受け皿となる、市街地再開発事業や空き店舗対策事業等を位置付けている。 

 

 

（1）主要な市街地整備改善事業 

 新たな集客を促進する拠点の創出、交通結節点機能やアクセス性の向上により交通利便性を向

上させ、都市機能の集積を促進させる。 

●橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業（仮称・アートセンター整備事業）／参照P53 

 →文化・芸術によるコミュニティの再生拠点づくり 

●橘通東三丁目地区第一種市街地再開発事業（立体駐車場整備事業）／参照P54 

 →橘通３丁目周辺の駐車場不足を解消し来街者のアクセス性を向上させる 

●安全かつバリアフリーな歩行者ネットワークの整備推進（歩道等の段差・勾配の解消、視覚障害者誘

導ブロックの設置等）／参照P55,59,60,62 

 →超高齢社会への対応、ユニバーサルな都市空間の形成 

●鉄道・バスの乗り換え、利便性の向上（宮崎駅西口拠点整備事業）／参照P57,58,64 

 →鉄道、バス交通のシームレス化を図る複合交通センターの整備 

●利便性の高い駐輪場の整備／参照P57 

 →自転車利用の促進と放置自転車の解消 

 

 

（2）主要な都市福利施設整備事業 

 新たな都市機能集積のための事業。 

●仮称・アートセンターの整備（橘通西三丁目地区第一種市街地再開発事業） ※再掲／参照P67 

 →文化・芸術によるコミュニティの再生拠点づくり 

●橘通東２丁目地区市街地再開発事業／参照P68 

 →居住・商業・公益施設による複合施設の整備 

 

 

（3）主要なまちなか居住の事業 

 新たな都市機能集積のための事業。 

●橘通東２丁目地区市街地再開発事業 ※再掲／参照P71 

 →居住・商業・公益施設による複合施設の整備 
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（4）主要な商業の活性化事業 

 新たな商業機能を集積させるための事業。 

●宮崎駅前商店街整備事業（電線類地中化、カラー舗装、オーニング設置事業等）／参照P74～78、P87 

 →平成 18 年度に実施した老朽化したアーケードの撤去に併せ、電線類地中化やカラー舗装等を施し

てコミュニティ道路化を図り、併せて各店舗協調によるファサード整備。 

●民間駐車場整備事業（カリーノ立体駐車場整備）／参照P78 

 →複合的な機能を有する利便性の高い立体駐車場の整備。 

●駐車場共同利用システム支援事業／参照P79 

 →商店街のどこにとめても同じ駐車サービスを受けられるシステムを構築・稼動させる。 

●空店舗対策事業（空店舗対策事業・空店舗支援事業、ランドオーナー研修事業、橘通りよってンプラ

ザ運営事業、レンタサイクル事業、まちんなかプレイパーク事業、ガガエイト運営事業等）／参照P80

～83 

 →市民の交流拠点の創出・運営支援、空き店舗対策としての事業研究費補助、地権者を巻き込んだ活

性化研究会・懇談会の開催。 

●中心市街地にぎわい事業（中心市街地イベント事業、先進的商店街等活性化事業、みやざき夏の夜祭、宮

崎たまゆら温泉かぐらまつり、光のファンタジー事業、市街地活性化モデル事業）／参照P80,84,85,88 

 →商店街の枠を越え市民団体やＮＰＯが協力して参加できるイベントの開催支援、先進的なモデル事

業を実施する商業団体への支援、宮崎の地域性をいかした祭りなどによる活性化等。 

（5）4から７までに掲げる事業と一体的に推進する事業 

 都市機能の集積を支える交通環境の整備事業。 

●鉄道・バスの乗り換え、利便性の向上（宮崎駅西口拠点整備事業）※再掲／参照P93,94,101 

 →鉄道、バス交通のシームレス化を図る複合交通センターの整備。 

●橘通り公園化の社会実験（基礎調査、既存ストックの有効活用社会実験）／参照P95 

 →道路空間という社会資本ストックの活用及び交通への影響等についての検証。 

●駐車場と目的地間の移動円滑化対策の推進／参照P102 

 →既存駐車場の有効活用を図る横断歩道等の設置の可能性調査。 

●循環バスの社会実験／参照P94 

 →中心市街地の回遊性を向上させる循環バス導入に向けた検討、社会実験の実施。 

●交通需要マネジメント施策の推進／参照P102 

 →公共交通機関の活性化対策として、車から公共交通機関への利用の転換をＰＲ。 

（6）その他、一体的に推進する事業 

●景観モデル地区デザインづくり事業／参照P97 ●中心市街地緑化事業／参照P96  

●市民によるまちなか緑化の推進／参照P103 ●ごみのぽい捨て・路上喫煙対策事業／参照P110 

 →橘通りを中心とした公園化を促進する良好な景観づくりのルール化、緑化支援、公共マナーの向上 

●中心市街地にぎわい事業（みやざき国際ストリート音楽祭開催事業、まつりえれこっちゃみやざき、 

フェニックスリーグ開幕祭、ジャイアンツプラザ運営等）／参照P96～99,104～106 

 →宮崎の地域性をいかしたイベント等の実施支援等。 

●まちづくり専門家派遣事業／参照P110 ●まちなか起業家養成塾／参照P108 

●協働まちづくり活動支援／参照P107 ●協働コーディネーターの育成／参照P107 

●市民文化創造人材育成事業／参照P108 ●市民活動拠点支援事業／参照P100  

 →市民参加・市民協働に関する人材育成、活動支援等。 

●パブリックアート設置事業／参照P109 ●まちかどギャラリー開催事業／参照P109 

 →市街地の公共空間やショーウインドウを利用したアートの展示。 
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■都市機能集積状況 

 

 



 １２９

１１．その他中心市街地の活性化のために必要な事項 

[１] 基本計画に掲げる事業等の推進上の留意事項 

 基本計画に掲げる事業については、実践的・試行的な活動に裏打ちされるなど厳選されたもの

であることに留意した。また、実施に当たっては、『橘通りを中心とした公園化』の理念の下、  

宮崎の歴史的・文化的資源の活用及びイベントとの連携など、その効果を高めるための創意工夫

に努めるものとする。 

 

○橘通りの公園化に向けた実践的・試行的活動 

 橘通りの公園化を象徴する取組として実践的・試行的に実施している事業は次のとおり。 

 1）「まちんなかフラワーパーク推進事業」（参照P96） 

   平成16年から春と秋の年２回実施、市民ボランティア約300人の参加実績。 

 2）「みやざき国際ストリート音楽祭開催事業」（参照P96） 

   平成18年第1回開催、雨天時プログラムとなるも約３万人の人出。 

 3）「まつりえれこっちゃみやざき」（参照P97） 

   平成14年から実施、２日間で約20万人の人出。 

 4）「秋の商工観光まつり」（参照P98）「宮崎神宮大祭」に併せ実施 

   宮崎神宮大祭は３日間で約30万人の人出。（現在の形「御神幸行列」は明治42年から） 

※その他、関連する事業として、県庁前の楠並木通りをはじめ若草通りや一番街、四季通りにおいては、

車の通行を一時的に封鎖し各種イベントを実施している。 

 

○駐車場共同利用システム構築に向けた実践的・試行的活動 

 平成17年度から「駐車場共同利用システム検討部会」において社会実験を実施し、具体的な料

金負担の検討や利用者数の把握、利用者ニーズの把握を行っている。 

 ・平成17年 ３日間のイベント“Doまんなか３days”にあわせ年３回の実験。 

 ・平成18年 平成17年より長期間（24～72日間：延べ183日）の実験を年４回実施。 

 ・平成19年 4月1日より年間を通して試行運用。 

 

[２] 都市計画との調和 

・総合計画との調和 ⇒「宮崎市の都市空間の将来構図」（参照P3） 

・都市計画マスタープランとの調和 ⇒「都市計画マスタープラン」（参照P4、P118～119） 

・都市計画区域マスタープランとの調和 ⇒「都市計画区域の整備、開発、保全の方針」（参照P35） 

[３] その他の事項 

 本市の中心市街地は、ヒートアイランド対策等を背景に、緑の基本計画に基づく「緑化重点地

区」に指定し、緑と花のみちづくりや花の商店街づくり、公共施設や民有地の緑化等を進めるこ

としている。また、大淀川沿いや高千穂通り沿道を「都市景観形成地区」に指定し、景観形成に

関する一定の地区基準を定めている。 

 観光施策と連携し交流人口を中心市街地活性化にいかすため、フェニックスリーグ開幕祭や 

ゴルフマンス観光イベントキャンペーン等を中心市街地で実施するほか、観光スポットとしての

ジャイアンツプラザの運営を行っている。 

 これらの施策と十分に連携しながら、活性化事業を効果的に実施する。 
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１２．認定基準に適合していることの説明 

基 準 項 目 説 明 

(本文中の記載頁) 

第１号基準 

基本方針に適合す

るものであること 

意義及び目標に関する事項 P24～26、P38～50 

認定の手続き ①協議会 

 平成19年2月8日 設立 

②厳選された事業 

 P45～111 

③達成目標と数値目標及び計画期間 

 P38～50 

④区域設定 

 P28～36 

⑤事業の活性化への寄与 

 P51～117 

中心市街地の位置及び区域に関

する基本的な事項 

P27～36 

４から８までの事業及び措置の

総合的かつ一体的な推進に関す

る事項 

P112～117 

中心市街地における都市機能の

集積の促進を図るための措置に

関する事項 

P118～128 

その他の中心市街地の活性化に

関する重要な事項 

P129 

第２号基準 

基本計画の実施が

中心市街地の活性

化の実現に相当程

度寄与するもので

あると認められる

こと 

目標を達成するために必要な４

から８までの事業等が記載され

ていること 

P51～111 

基本計画の実施が設定目標の達

成に相当程度寄与するものであ

ることが合理的に説明されてい

ること 

P25、26、38～50 

第３号基準 

基本計画が円滑か

つ確実に実施され

ると見込まれるも

のであること 

事業の主体が特定されている

か、又は、特定される見込みが

高いこと 

P51～111 

事業の実施スケジュールが明確

であること 

P51～111 

 


